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第1章 序論

1.1 背景と目的
1.1.1 背景

高度経済成長期を中心として集中的に建設されたインフラ施設は，国民生活の快適性の
向上に大きく寄与してきたが，施設の供用年数の経過とともに老朽化が進行し様々な不具
合や事故等が発生しリスク管理上大きな社会問題となってきている．これらインフラ施設
も日常的に一般市民の目に触れる道路や橋梁といった施設に対し，本研究のテーマとなる
下水道の管路施設は，全国の総延長が 49万 km(図-1.1)にもおよび，主に既成市街地下に
網羅的に敷設されていてその大多数が埋設管であり老朽化の状況がほとんど認識されてい
ない施設が多数存在する．今後の下水道管路のようなインフラ施設の維持管理における課
題は，施設の状態をいかに効率的（時間とコスト）に把握するかと，限りある財源の中で最
適な改築，修繕，対策を決定していくプロセスを，戦略的に実行していくことが重要であ
ると考える．特に下水道の維持管理の財源は一般市民からの下水道使用料から賄われるも
のであることから，財源活用のプロセス（どこにどう使われているのか）に対する説明責
任も求められる．また，今後の少子高齢化により，下水道の維持管理に必要となるリソー
ス（ひと もの かね）の確保も困難となることが予想され，特に下水道施設を管理する
自治体職員の減少や，現場で維持管理の実務を実践している民間企業の人員確保にも大き
な課題を抱えている．図-1.2に下水道事業における施設の供用期間とリソースの関係を示
す．下水道事業は建設当初から建設のピークを迎え，現状の処理人口普及率は 92.9%（令
和 4年度末） 2)となっており（図-1.2：現在位置）その結果建設ピーク時から比べると確
実にリソースが縮小され，将来の維持管理のリソースの増加に対応できない可能性が高い．
しかしながら図-1.2の青着色（リソース不足）に示す今後発生すると考えられる維持管理
事業量の増加分，すなわち下水道施設を利用者である一般市民にそのサービスを持続的か
つ安定的に提供していくためには将来どのくらいのリソースの確保が必要なのかについて，
特に地下埋設物が大半を占め，維持管理上もっとも把握が困難となる下水道の老朽化の状
況について，事業の受益者である一般市民に対して視覚化等も考慮してできる限りわかり
やすく説明をしていくことにより，対策の実施に対する理解及び合意形成を確立していく
ことが重要な課題となる．その分析ツールとして注目されてきた手法が下水道施設のアセッ
トマネジメントの構築とそれをもとに戦略的に策定されるストックマネジメント 3)である．
ストックマネジメントは主に下水道を管理している事業者単位において策定されるもので
あり，特に重要となるのは将来の下水道事業を継続的に実施していくための事業量の算定
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図–1.1 布設年度別管路延長 1)

図–1.2 施設の供用期間とリソースの推移
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図–1.3 下水道施設に特有な硫酸によるコンクリート腐食メカニズム 3)

における精度の確保であると考えている．前述したが下水道施設の中でも特に管路施設は
地下埋設物であることからストックマネジメントの策定においても様々な課題があり，特
にその劣化メカニズムの把握が極めて困難であるとされている．下水道管路施設は下水道
管渠，マンホール，取り付け管等の構造物で構成されており，特に管渠は劣化を促進する
要因が，管渠の内部及び外部に多数存在している．具体的には，市街地内のビルピットや
伏せ越し部，管渠の逆勾配や蛇行部等において，管渠内部における堆積物や管渠の勾配不
良等による汚水の滞留によって下水道管渠内に硫化水素が発生し，化学的な反応プロセス
に（図-1.3）よって管渠の内面が腐食し，腐食深度の進行に伴って管渠の構造的破壊を招
くような硫酸腐食による劣化がある．また，管渠外部の要因としては，埋設管渠の上部を
通行する車両の交通による継続的な荷重載荷や振動が生じ，その結果クラック等の発生が
起こるケースや，宅地造成や海岸埋め立て地区等の盛土部の軟弱地盤地域における地盤沈
下による管渠の継手ずれや勾配不良が認められるケース，過去の地震の揺れや液状化によ
る管渠の継ぎ手の損傷，目開きの発生が確認されたケースがある 4)．従って，それらの劣
化環境と劣化メカニズムを特定することが下水道のストックマネジメントにおける精度の
向上を求めるうえでの重要な課題ではあるが，車両通行量等の埋設条件，地域特性，地盤
状況等多岐にわたり，複雑な劣化メカニズムの特定そのものを全施設にわたって個々に調
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査，分析することは極めて困難である．そのため取得可能なデータから効率的に精度や説
明力といった社会ニーズに求められる課題に対応する分析手法の確立が必要となることが
本研究の背景となる．

1.1.2 目的

以上のような背景から，本研究ではストックマネジメントを構築する上で特に重要とな
る下水道管渠の劣化メカニズムや劣化環境の特定を客観的に説明する手法として，統計的
な劣化予測分析手法によって得られる期待寿命（期待劣化パス）を定量的な評価として算
定する．また，下水道事業者が管理する下水道台帳等から取得されるデータ項目を劣化の
要因となる説明変数として設定し劣化現象との相関関係を分析することにより劣化要因の
特定を行っていく．本研究にて得られた分析結果は，下水道管理者や下水道の受益者である
一般市民に対しても今後の下水道事業の持続的な運用に必要となるリソース（ひと もの
かね）の確保に関する合意形成を求めるための重要な意思決定ツールとなることも念頭に
入れながら，視覚的な配慮も考慮しながら分析手法の開発を行っていくものとする．以上
のような目的に対して，本研究成果のストックマネジメント策定への反映について具体的
な項目については，国土交通省が提示するストックマネジメントガイドライン（図-1.4ス
トックマネジメント実施フロー参照）に基づけば以下 2CASEへの適用が考えられる．

CASE1：ストックマネジメント策定における長期的な改築事業のシナリオ設定 4○長期的
な改築事業シナリオ設定（図-1.4）
ストックマネジメント策定は，一般的には施設管理者（地方自治体等）が管理する施設全

体を対象に計画策定を行うことが求められており，計画策定における最適手法の確立が最
も重要であって，手法が確立されることにより漠然としていた将来の維持管理に必要なリ
ソースの全貌をより定量的，視覚的に把握されることが可能となり，今後必要となる財源
の確保の必要性についての問題提起や手法に関する議論や一般市民の同意を得る等の様々
な意思決定プロセスへの根拠を構築することにつながっていくものと考えている．下水道
管路施設のストックマネジメントを策定するうえで特に着目すべき点は，下水道管路の期
待寿命，いわゆる下水道管路がどの程度の期間有効に機能するか等，管路の劣化予測技術
の開発が重要な課題となる．期待寿命の数値（年数）によって将来の事業量の把握が可能
となり，期待寿命の短い管路については早期の対策を実施する等の修繕，改築のアクショ
ンプランにおける優先順位の設定の根拠を作成することも可能である．
CASE2：ストックマネジメント策定におけるリスク評価 2○リスク評価（図-1.4）
リスク評価は，影響度×発生確率（図-1.5）のリスクマトリクス 3)で評価されるもので

あるが，本研究の反映を踏まえれば，特に発生確率，すなわち劣化進行がより顕著に顕在
化する管渠もしくは地域等を特定することを目的としてその結果の説明力や視覚的な説得
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図–1.4 ストックマネジメントの実施フローの例 3)
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図–1.5 リスクマトリクス 3)

性の確保等が重要な要素となる．そのため，本研究では，取得可能なデータから管渠の劣
化メカニズムや劣化管渠の特定に関してその手法や実施設を用いた検証も踏まえた手法の
適用性の評価を実施する．

1.2 論文の構成
本論文は 4つの章で構成される．いずれの章も実際の下水道事業を所管する自治体を

フィールドとして自治体が構築している下水道台帳及び維持管理台帳の TVカメラによる
管渠の点検データを用いて，統計学的な手法によるマルコフ劣化ハザードモデル 5)，混合
マルコフ劣化ハザードモデル等 6)にて劣化予測を実施して自治体保有の下水道管渠の期待
寿命を算定する．本研究では，維持管理情報のデータベースを含む下水道台帳から劣化予
測に必要となる点検項目を抽出し，項目ごとに保存されているデータを用いて分析を実施
するが，劣化進行の原因となる項目に関するデータを個別に抽出して予測精度の確認によ
る各項目の説明力を評価しながら予測結果を算定する．劣化予測分析の目的として，1.1に
も記述したが，将来の投資予算シミュレーションに適用される期待寿命の算定と投資対象
の施設優先度を決定するための数値根拠の算定に大きく分類される．具体的には，第 2章
では，自治体が管理する 12の下水処理区のうちの 1処理区（管渠総延長約 600km）の管渠
に対しその延長の 55%を占めているコンクリート管渠に対し，下水道台帳によって管理さ
れている管渠のTVカメラ調査結果 2679スパンデータをもとに，統計学的分析手法である
マルコフ劣化ハザードモデルにて劣化予測を実施し，管渠の内径高さが 300mm～600mm

の管渠の平均的な期待寿命が 60.3年，また内径高さ 600mm以上の管渠の平均的な期待寿
命が 146.0年の結果を得た．分析の際に，管渠の劣化と相関関係にあるデータを特性変数
項目として 2変数（管渠 1スパンの区間距離及び管渠の内径高さ）を考慮した結果，区間
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距離が長い管渠ほど劣化の速度が緩やかになる（ハザード率が小さくなる）傾向がみられ，
また管渠の内径高さが大きいほど管渠の劣化進行が緩やかであるとの結果を得た．この結
果は，下水道管渠のストックマネジメントを実施する上で統計的手法による期待寿命が定
量的な数値根拠として有効活用できる可能性を示すことができた．第 3章ではさらに，第
2章とは異なる 1処理区（管渠総延長約 137km）の管渠に対しその延長の 67%を占めてい
るコンクリート管渠に対し，下水道台帳によって管理されている管渠の TVカメラ調査結
果 3047スパンデータをもとに，マルコフ劣化ハザードモデルにて劣化予測を行うが，劣化
予測に際し適用する特性変数について，第 2章では区間距離及び管渠の内径高さの２変数
を説明変数として設定し劣化との相関を評価，検証したが，下水道台帳にて保有している
管渠に関する項目（データ）はその他にも多数存在し，最も有効な説明変数の組み合わせ
が予測精度の確保に大きく関わることを鑑みて，第 3章では，さらに適用項目を拡大して，
複数の保有データ各項目の組み合わせについて 2種類の説明変数のカテゴリーに分類して
クラスター分析を実施し説明変数の組み合わせを決定した最適モデルの提案を行いさらに
その結果を用いてコンクリート管渠に対する実際の TVカメラ調査の点検データを用いて
最適劣化予測モデルを推定するとともに，管渠の期待寿命を算定した．その際に，本分析
の結果説明変数の最適な組み合わせとして 1）管内径と 4）施工年度の組み合わせが最適な
モデルであるとの結果を得た．よって，最適モデルでのマルコフ劣化ハザードモデルにて
劣化予測を実施した結果，管内径が 600mm未満で，ある特定の施工年度において建設さ
れた管渠が最も劣化進行が速いことが判明した．このことは，ストックマネジメントの策
定において，今後の点検や改築事業の優先性を評価する手法として有効な分析手法である
という結論を導くことができ，以降の研究として，単なる数値解析から，統計学的手法の
確立により更なる劣化予測の精度や，ストックマネジメントの策定に寄与する多くの情報
やその根拠を導出させる可能性を鑑みるきっかけとなった．第 2章，第 3章では，フィー
ルドとなる自治体における下水道管理台帳から取得可能な点検データをもとに劣化予測を
試みたが，実際のところ自治体の所管する施設は膨大であり，全施設すべてを対象とした
点検データの取得は現実的ではない．そのため第 4章では，限られた点検データ取得範囲
において改築事業等の優先性の高い管渠が密集する区域を抽出するためのスクリーニング
技術として，劣化速度が速い改築対象となる管渠の密度が相対的に高い区域をスクリーニ
ングするとともに，重点管理区域の管渠を集約的に改築修繕するための方法論を提案した．
具体的には，下水道管渠に対する TVカメラ等の点検データを用いて，管渠の劣化過程を
混合マルコフ劣化ハザードモデルで表現し，劣化速度の異質性に関するベンチマーク分析
を行い，個々の管渠の異質性パラメータを推定した．その結果，フィールドとなる自治体
の 24行政区のうち沿岸部の 8行政区において劣化速度が速い傾向にある事が判明した．沿
岸部は埋立地が多いことから地盤の沈下による管渠の損傷が原因であると想定できること
から，本分析手法が，点検，調査や改築事業等の重点管理区域として設定することの根拠

11



となる可能性を示すことができる．次に，異質性パラメータ値と管渠の位置情報から，デュ
アル・カーネル密度推定法 7)を援用して，劣化速度の空間的異質性分布を評価した．この
空間的異質性分布に基づいて，劣化速度が速い管渠が密集する重点管理区域をスクリーニ
ングするとともに，数値シミュレーションを通して管渠の改築修繕施策を検討した．その
結果，第 5章では，点検を実施した管渠だけでなく，点検未実施管渠を含めた全管渠に対
して，ストックマネジメントを策定する方法論を提案する．具体的には点検実施管渠にお
いて部分的に獲得された点検データを用いて，全管渠の劣化予測と状態シミュレーション
を実施した．点検未実施管渠の劣化予測を行う方法としては，点検実施管渠を対象に推定
された劣化予測モデルを点検未実施管渠に移転して使用する．本研究における基本的な論
理として，地中環境には距離に依存した同質性が認められ，点検実施管渠とその周辺の点
検未実施管渠との劣化速度の間には類似性が存在し，その類似性によって劣化要因の多様
性を集約的に表現できる可能性があると考えた．そのため，劣化速度の空間的関係性を考
慮することにより，点検実施管渠の劣化速度に基づいて，点検未実施管渠の劣化速度を記
述するようなルール（空間マッピングモデル）を見出して点検未実施管渠も含めた全ての
管渠の劣化予測と状態シミュレーションを実施した．さらに，これらの結果を活用して健
全性の低い管渠が密集する区域をスクリーニングして老朽管渠の空間的集積傾向を視覚化
し，改築更新工事の集約化を図る．それらを実行するため本研究では点検実施管渠の劣化
予測結果に対し，劣化速度に関する回帰クリギング手法により，点検未実施管渠に対する
劣化速度を空間的に補間するための方法論を提案した．さらに，推定された劣化速度を用
いて予測される健全度情報をもとに，デュアルカーネル密度分析を援用して，健全性の低
い管渠が密集する区域をスクリーニングした．
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第2章 下水道コンクリート管渠のストックマネジメ
ント

2.1 はじめに
ストックマネジメントを実践する上で，土木施設の劣化予測とライフサイクル費用評価

は基幹技術であるといえる．前者の劣化予測技術に関しては，近年，目視調査を通して獲
得される健全度を利用した統計的劣化予測に関する学術的研究や実用化開発の進展が著し
い 1)− 3)．しかし，下水道管渠のような埋設構造物に着目すると，橋梁や舗装などのその
他の土木施設と比べて，目視調査の実施そのものが困難である場合が少なくない．しかし
ながら，管渠のような埋設構造物に対しても，目視調査を通して健全度データを継続的に
獲得し，劣化予測に有効活用する努力を継続していくことがストックマネジメント実現の
要件となる．
劣化予測を達成した時点で，下水道管渠のストックマネジメントにおける次の目標は，期

待ライフサイクル費用の最小化 4, 5)を実現するような最適改築修繕計画を決定することで
ある．ここで，改築修繕計画とは，改築更新を含めた修繕の実施時期，方法および費用を
記述した維持管理の方針である．また，期待ライフサイクル費用は，1）管渠の目視調査や
修繕・改築更新も含めた直接的費用と，2）管渠の破損に伴って周辺の道路，施設および利
用者に与える損害や，復旧期間中に供用を停止した場合の社会的費用（以下，2）を社会的
損失と呼ぶ）で構成される．頻繁に管渠の調査，修繕，改築更新を実施すれば，直接的費
用が増加する．その一方で社会的損失は抑制される．このように，直接的費用と社会的損
失の間にはトレードオフ関係が成立することに留意が必要である．
以上の問題意識のもと，本研究では目視調査が実施されたコンクリート管渠に着目し，目

視調査データ（健全度）を用いた統計的劣化予測を行う．具体的には，コンクリート管渠
の劣化過程をマルコフ劣化ハザードモデルで定式化し，期待劣化パスや，劣化要因ごとの
劣化過程を記述する．さらに，劣化予測結果に基づいて期待ライフサイクル費用最小化を
実現するための最適改築修繕計画の決定方法を提示する．最後に，以上の提案手法の妥当
性を実際のコンクリート管渠を対象とした適用事例を通して実証的に検証する．これによ
り，下水道管渠のストックマネジメントのあり方に関する基礎的な方法論を示すとともに，
下水道施設管理者に対しても有益な知見を提供するものと期待できる．以下，2.2でマル
コフ劣化ハザードモデルの概要について述べる．2.3で期待ライフサイクル費用最小化に
基づく最適改築修繕計画の決定方法について述べる．2.4で大阪市が管理するコンクリー
ト管渠への適用事例を詳述する．
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図–2.1 土木施設の劣化過程

2.2 マルコフ劣化ハザードモデル
2.2.1 目視調査スキームと獲得情報

土木施設の目視調査データは通常，多段階の離散的な健全度として与えられる．いま，あ
る土木施設の劣化過程が図-2.1のように与えられたと仮定する．さらに目視調査データが
J 段階の健全度で評価されると考える．健全度 1が新設状態であり，健全度 J は最も劣化
が進行した使用限界状態である．同図において，土木施設は時点 τi−1で健全度 i− 1から i

へ，時点 τiで健全度 iから i+1へ進展している．当該土木施設がセンサー等により常時モ
ニタリングされている場合には，このような劣化過程に関する完全な情報を得ることがで
きる．一方で，τAと τB は目視調査を実施した時点をそれぞれ表している．容易に理解で
きるように，目視調査を通して劣化過程に関して獲得できる情報は，1回目の目視調査の
時点 τAで健全度が iであること，2回目の目視調査の時点 τB で健全度が j であることの
みである．すなわち，目視調査は調査時点での健全度を記録しているに過ぎず，任意時点
の健全度から次の健全度に推移する正確な時点（τi−1や τi）を捉えることはできない．し
たがって，目視調査データを用いて劣化予測を行う場合には，このような目視調査データ
に介在する不確実性に留意することが重要である．
また，実際の健全度の推移に基づいて劣化予測を行う場合には，2回の目視調査の調査

間隔 z（z = τB − τA）が重要となる．すなわち，健全度が同じ iから j に推移するような
場合であっても，調査間隔 zが異なると劣化過程も異なる．調査間隔はマニュアルなどで
定められてはいるものの，全ての土木施設に対して厳密には一律ではない．調査間隔 zも
変数であり，不確実性を含む．先述したように，目視調査では劣化過程に関する限定的な
情報しか獲得できないばかりか，獲得可能な情報にも不確実性が介在する．しかしながら，
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限定的かつ不確実性を有する情報のみであっても，確率モデルにより劣化過程を定式化し，
目視調査データを用いて劣化過程を統計的に推計することで，土木施設の劣化予測を行う
ことが可能である．
一般的に，離散的な状態変数間の推移を表現する確率モデルとしてマルコフ連鎖モデル

1)がある．マルコフ連鎖モデルでは，ある状態から任意の状態へ推移する確率をマルコフ
推移確率で表現し，その劣化過程をマルコフ推移確率行列に基づいて算出する．土木施設
の健全度間の推移をマルコフ推移確率で表現すると考えれば，目視調査データを用いて土
木施設の劣化過程を記述することが可能である．さらに，マルコフ連鎖モデルの概念は単
純であり，モデルの汎用性と柔軟性に優れている．しかし，マルコフ連鎖モデルを目視調
査データに基づいて推計する際には，上述した不確実性に関する課題を解決する必要があ
る．そのために，現実に高い精度での推計は極めて困難であったが，マルコフ劣化ハザー
ドモデル 1)の開発により，飛躍的な実用化が図られた．当該モデルは，学術的な新規性や
モデルの精緻化に加え，現在の調査体制の中で，現場で獲得できる情報を出発点としてモ
デル構築を図ることが可能な点に実務的優位性を見出すことができる．さらに，マルコフ
連鎖モデルは，マルコフ決定モデル 4, 5)へと拡張することで期待ライフサイクル費用の最
小化を達成するような最適改築修繕計画を導出することが可能である．マルコフ連鎖モデ
ルとマルコフ決定モデルを援用することで，現場での情報獲得手段である目視調査を出発
点とするストックマネジメント手法を要素技術間の有機的連動性を考慮した枠組みの中で
構築することが可能となる．

2.2.2 マルコフ劣化ハザードモデルと推計

マルコフ劣化ハザードモデルは前節で述べた課題を克服した汎用性の高い劣化予測モデ
ルである．詳細は参考文献 1)に譲るが，多段階の指数ハザード関数を用いて，調査間隔 zの
間で健全度が iから j (j ≥ i)に推移するマルコフ推移確率 πij (i = 1, · · · , J ; j = i, · · · , J)

を，

πij(z) =

j∑
m=i

m−1∏
s=i

θs
θs − θm

j−1∏
s=m

θs
θs+1 − θm

exp(−θmz)

(i = 1, · · · , J − 1; j = i, · · · , J) (2.1)

と定義する．ただし，表記上の規則として，
m−1∏
s=i

θs
θs − θm

= 1 (m = iの時)

j−1∏
s=m

θs
θs+1 − θm

= 1 (m = jの時)

(2.2)

を与える．上式は複雑な式となっているが，ハザード関数 θと調査間隔 zの 2変数で構成
されていることがわかる．調査間隔 zは既知情報であるために，ハザード関数を推計すれ
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ば，マルコフ推移確率を完全に算出することができる．目視調査データを用いたハザード
関数（未知パラメータ）の推計の詳細も参考文献 1)に譲るが，ハザード関数を推計するた
めに必要となる情報は，総サンプル数をK としたときに，任意のサンプル kに対して，

Ξk =
{
(ik, jk), zk,xk

}
= (健全度ペア，調査間隔，特性変数) (2.3)

となる．ここで (ik, jk)はサンプル kに対する 2回の目視調査データ（健全度）であり，推
計のためには同一施設に対して少なくとも 2回の目視調査を実施する必要がある．また，健
全度 (ik, jk)と調査間隔 zkは目視調査を通して獲得することができる既知情報である．一
方で特性変数xkは，劣化過程に影響を及ぼす要因を考慮するために導入されるパラメータ
であり，要因が複数存在する場合にはベクトルとなる．例えば，内径や土被りが管渠の劣
化過程に影響を及ぼすと考えられる場合には，これらの変動により劣化予測結果がどの程
度変動するかを分析することが可能である．特性変数には，内径や土被り等の定量的な変
数だけでなく，管種や継手形式などの定性的な変数も考慮することができる．さらに，考
慮した変数の中で，いずれの変数が劣化過程に真に影響を及ぼすかの判断，あるいは採用
された要因の影響力に関する順位についても，各種の検定統計量により評価することがで
きる．特性変数は，台帳等に記載されている情報を活用することが可能であり，特性変数
を獲得するために別途調査を行う必要はない．したがって，劣化予測を行うために要求さ
れるデータは目視調査データと台帳データのみであり，実務データと極めて整合的である
ことが理解できる．
任意のサンプル kに関して獲得できる情報を改めて Ξ̄

k
=

{
(̄ik, j̄k), z̄k, x̄k

}と記述する．
ただし，記号「¯」は実測値であることを示す．ここで，式 (2.1)より明らかなようにマルコ
フ推移確率は，各健全度におけるハザード関数 θki と調査間隔 z̄k に依存する．さらに，ハ
ザード関数はコンクリート管渠の特性ベクトル x̄kによりサンプル個々に設定される．この
ことを明示的に表すために推移確率 πij を目視調査による実測データ (z̄k, x̄k)と未知パラ
メータ θ = (θ1, · · · , θJ−1)の関数として πij(z̄

k, x̄k : θ)と表す．いま，K 個のコンクリー
ト管渠の劣化過程が互いに独立であると仮定すれば，全調査サンプルの劣化推移の同時生
起確率密度を表す対数尤度を

ln [L(θ)] =

J−1∑
i=1

J∑
j=i

K∑
k=1

δ̄kij ln
[
πij(z̄

k, x̄k : θ)
]

(2.4)

と表せる．式中，δ̄kij はダミー変数であり，

δ̄kij =

1 1回目の健全度が i，2回目の健全度が jのとき

0 それ以外のとき
(2.5)
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を意味する．したがって，δ̄kij，z̄k，x̄kは全て確定値であり，対数尤度関数は未知パラメー
タ θの関数となっていることが理解できる．ここで，対数尤度関数を最大にするようなパ
ラメータ の最尤推定値は，

∂ ln
[
L(θ̂)

]
∂θi

= 0 (2.6)

を同時に満足するような θ̂として与えられる．このとき最適化条件は連立非線形方程式と
なり，ニュートン法を基本とする逐次反復法を用いて解くことができる．

2.2.3 期待劣化パスと期待寿命の算出

本研究で提案する方法論では，ハザード関数に特性変数を考慮しているので，個別の管
渠ごとに劣化過程を推計することが可能である．しかし，現実の維持管理の実務において，
個別の管渠ごとに最適改築修繕計画を求めると問題が過度に煩雑になる．このために，類
似の管渠を対象にして平均的な劣化過程を推計した方が便利な場合が少なくない．そこで，
推計したマルコフ劣化ハザードモデルを用いて平均的な劣化過程を算定する方法について
説明する 1, 6)．当該健全度にはじめて到達した時点から，劣化が進展して次の健全度に進
むまでの期待期間長RMDk

i は，生存関数 F̃i(y
k
i )を用いて，

RMDk
i =

∫ ∞

0
F̃i(y

k
i )dy

k
i (2.7)

と表せる．式中 yki はサンプル kが健全度 iに到達してからの経過時間である．ここで，指
数ハザード関数を用いた生存関数が

F̃i(y
k
i ) = exp

[
−
∫ yki

0
θi(u)du

]
= exp(−θki yki ) (2.8)

となることに留意すれば，健全度 iの期待期間長は，

RMDk
i =

∫ ∞

0
exp(−θki yki )dyki =

1

θki
(2.9)

となる．期待期間長を健全度 1から J − 1まで算出し，その総和を取れば期待寿命を得る．
また，その際の劣化過程が期待劣化パスである．

2.3 期待ライフサイクル費用の算出
2.3.1 前提条件

下水道管理者が初期時点 t = 0から無限に続く各時点 t (t = 0, 1, · · · )において，下水道の
ストックマネジメントを永続的に実施するような状況を考える．下水道は無期限にわたり
供用され，コンクリート管渠に対する要求性能レベルは一定に保たれるものとする．各時
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点 tの直前に目視調査が行われ，コンクリート管渠の健全度が判定され，その結果に基づ
いて，時点 tの直前で必要に応じて修繕や改築更新が実施されると考える．管理すべきコ
ンクリート管渠は数多く存在するが，その中のある特定の管渠 k (k = 1, 2, · · · ,K)に着目
する．対象とする管渠の健全度は，2.2と同様に J 段階の離散的な健全度 i (i = 1, · · · , J)

で表され，管渠の劣化が進むにつれて iの値が大きくなる．健全度 i = J は最悪の健全度
であり，健全度が J になっても，当該管渠に対して直ちに修繕が行われない場合，管渠ご
とに設定されたリスク費用が発生するものとする．管渠の健全度の推移過程はマルコフ劣
化ハザードモデルによって記述される．
以上のような条件の下で，下水道管理者がストックマネジメントを実践していくために

は，予め最適改築修繕計画を決定しておく必要がある．本研究では，「最適」とは期待ライ
フサイクル費用最小化を意味する．次節以降では，期待ライフサイクル費用最小化を実現
する改築修繕計画の決定手法を述べる．

2.3.2 改築修繕計画

「改築修繕計画」の内容は，コンクリート管渠の各健全度に対して採用された「修繕ア
クション」と「修繕費用」の組により記述される．
「修繕アクション」は，健全度に応じて修繕工法を決定するルールである．いま，コン

クリート管渠 kの修繕アクションベクトル ηdk を，

ηdk =
(
ηdk(1), · · · , ηdk(J)

)
(2.10)

と表す．ここに改築修繕計画 dk ∈ Dk は，各健全度 iに対して，その時点で実施する修繕
アクションを指定する一連のルールである．また，Dkは管渠 kに対して適用可能な改築修
繕計画の集合を表す．改築修繕計画 dkを構成する修繕アクション ηdk(j) ∈ ηk(j)は，健全
度 jに対して修繕を実施し，健全度が iに推移することを意味する．例えば，修繕アクショ
ン ηdk(j) = iは健全度が j の時に修繕を実施し，修繕により健全度が iに回復するという
アクションを表現する．ηk(j)は健全度 jの管渠 kに対して採用可能な修繕アクションの集
合を表し，修繕アクション集合と呼ぶ．修繕アクション集合には，「修繕をしない」という
アクションも含まれ，ηdk(j) = jと表される．
つぎに，「修繕費用」について定義する．修繕アクションηdkに必要となる管渠 kの修繕費

用を費用ベクトル cdk =
(
cdk1 , · · · , c

dk
J

)
により表す．管渠 kの健全度を jから i (1 ≤ i ≤ j)

へ回復させるための修繕費用を cjiと表せば，ηd(j) = iのとき，cdkj = cjiが成立する．修
繕を実施しない場合（ηd(j) = jが成立する場合）には cdkj = cjj = cが成立する．cは定常
的な清掃・維持費用である．ただし，修繕費用は条件

cii ≤ · · · ≤ cji ≤ · · · ≤ cJi (i ≤ j; j = 1, · · · , J) (2.11)
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を満足すると仮定する．このことは修繕前の健全度が悪い方が同一の健全度に回復するた
めの費用が大きくなることを意味する．このとき，管渠 kの改築修繕計画 dk ∈ Dkの内容
は，各健全度 iに対して採用される修繕アクション ηdk(j)と修繕費用 cdkj の組 (ηdk(j), cdkj )

により記述される．各健全度に対して利用可能な修繕アクションの数は有限個である．修
繕戦略は各健全度に対して利用可能な修繕アクションの組み合わせにより定義できるため
改築修繕計画も有限となる．

2.3.3 劣化・修繕過程のモデル化

時点 tの健全度を状態変数 h(t)によって表す．さらに，時点 tの健全度 h(t) = iから，時
点 t+ 1で健全度 h(t+ 1) = jに推移する確率を

Prob [h(t+ 1) = j | h(t) = i] = πij (2.12)

と表すこととする．ここで推移確率 πijはマルコフ劣化ハザードモデルを利用して式 (1)で
与えられる．さらに，全ての健全度間の推移確率を

Πk =


π11 π12 · · · π1J

0 π22 · · · π2J
...

...
. . .

...

0 0 · · · πJJ

 (2.13)

と行列表記して定義する．推移確率行列Πkの (i, j)要素である πij は推移確率であり，当
然ながら非負の値をとる．修繕がない限り常に劣化が進行するため πij = 0 (i > j)が成立
する．さらに，推移確率の定義より，∑J

j=i πij = 1が成立する．また，修繕がない限り，
πJJ はマルコフ連鎖における吸収状態であり，πJJ = 1が成立する．
つぎに，改築修繕計画 を構成する修繕アクション により生じる管渠の健全度の変化を

qdkjj =

1 ηdk(j) = iの時

0 それ以外の時
(2.14)

と定義する．つまり，修繕が実施された後の健全度 j は確率 1で健全度 iに推移し，修繕
が実施されない場合は，確率 1で健全度 jに止まることを示している．以上の推移確率を
Qdk として整理することにより，次式を得る．

Qdk =


qdk11 qdk12 · · · qdk1J

qdk21 qdk22 · · · qdk2J
...

...
. . .

...

qdkJ1 qdkJ2 · · · qdkJJ

 (2.15)
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以上のような改築修繕計画の下で管理されるコンクリート管渠の劣化・修繕過程を健全
度分布の推移として表現する．管渠に対する目視調査が z期ごとに実施されると想定する．
このとき，任意時点 t = T (t ≤ z)における健全度分布 sT,dk は，

sT,dk = s0,dkΠz−1 {QΠz}ℓ−1QΠτ+1 (2.16)

と表される（ただし，Πの添字 kおよびQの添字 dk は略記している）．ここで健全度分
布 sT,dk は，改築修繕計画 dkを採用したときに，時点 t = T における健全度の比率を示し
た行ベクトルである．また，上式中の ℓは時点 T までの調査回数，τ は最終調査の実施時
点から時点 T までの期間であり，T = ℓ · z + τ が成立する．ただし，初期時点 t = 0にお
いて目視調査と修繕が実施されるものと考える．さらに，本研究においてはより単純化す
るために，1）健全度 1では修繕を実施しない；ηdk(1) = 1，2）いずれの修繕工法を用い
た場合であっても健全度は 1に完全に回復する；ηdk(j) = 1 (j = 2, · · · , J)という 2つの仮
定を設ける．なお，このような仮定を設けたとしても 2.4の適用事例も含めて大半の問題
に対しては実用性を損ねるほどの影響はないものと考えているが，上記の仮定を設けない
一般的な劣化・修繕過程に関しては参考文献 7)を参照されたい．ちなみに改築修繕計画を
考慮しない単純な劣化過程を健全度分布の推移で表現する場合には，Qdk を単位行列と考
え，次式を得る．

sT = s0Πz−1 · {Πz}ℓ−1 ·Πτ+1

= s0Πℓz+τ = s0ΠT (2.17)

2.3.4 期待ライフサイクル費用の算出

現在時点における健全度分布 s0，劣化過程に関する推移確率行列 Πk，改築修繕計画
dk ∈ Dk，目視調査・修繕の実施間隔 zが決まれば，将来時点 tの健全度分布 st,dk を求める
ことができる．さらに，この健全度分布に対し，各コンクリート管渠の修繕費用，リスク
費用を用いることで，対象期間における期待ライフサイクル費用を算出することが可能と
なる．対象とするK個の管渠全てに対して修繕戦略 d ∈ D，目視調査・修繕の間隔 zを採
用した場合を想定する．任意の管渠 kに対する現在時点の健全度分布を s0,dk，劣化過程に
関する推移確率行列をΠkとすると，将来時点 tの健全度分布 が前節の方法により求まる．
ここで，時点 tにおいて修繕が実施される場合に生じる費用に着目する．修繕戦略dk ∈ Dk

に基づいて各健全度における修繕の実施の有無，修繕内容が決まり，各健全度における修
繕費用 cdkk =

(
cdkk,1, · · · , c

dk
k,J

)
が定まる．このとき，期待修繕費用は

CM t,dk
k = st,dkk

{
cdkk

}T
(2.18)

となる．修繕が実施される場合，健全度が J の管渠に対しては修繕が必ず実施されるため
に，リスク費用は発生しない．つぎに，時点 tにおいて修繕が実施されない場合に生じる
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費用に着目する．修繕を実施しない場合，修繕費用は生じないが，最も健全度が悪い健全
度が J の管渠には社会的損失が発生する．このとき，期待リスク費用は

CRt,dk
k = xt,dkk (J)crk (2.19)

となる．ただし，xt,dkk (J)は時点 tにおいて部材 kが健全度 J に達する確率，crk は部材 k

のリスク費用である．以上より，部材 kの現在時点から対象期間 T における期待ライフサ
イクル費用 LCC

d(z)
k は，

LCCdk
k =

T∑
t=0

γt
(
δt,zCM t,dk

k + (1− δt,z)CRt,dk
k

)
(2.20)

と求めることができる．ただし，δt,z は修繕の実施の有無を表す変数であり，

δt,z =

1 補修が実施される場合

0 補修が実施されない場合
(2.21)

である．したがって，K 個の部材すべての期待ライフサイクル費用 LCCdk は

LCCdk =
K∑
k=1

LCCdk
k (2.22)

である．このとき，期待ライフサイクル費用最小化を実現する最適改築修繕計画は，

d∗k = min
dk∈D

{
LCCdk

}
(2.23)

として選定される．

2.4 適用事例
2.4.1 適用事例の概要

大阪市が管理する 12の下水処理区のうち，A処理区内を適用事例として取り上げる．A

処理区内の下水道管渠は 8行政区に敷設されており，その総延長は約 600kmに及ぶ．また，
使用されている管種は，コンクリート管，硬質塩化ビニル管，陶管など，様々である．昭和
26年から昭和 37年まではコンクリート管と陶管が大半を占めており，昭和 38年以降はコ
ンクリート管が，さらに平成 10年以降は硬質塩化ビニル管が多く使用されている．また，
図-2.2に，大阪市のA処理区内の管種構成を示すが，コンクリート管が全体の約 55%を占
めている．以上のようなコンクリート管の構成比の高さを考慮して，劣化予測の対象とし
てコンクリート管を取り上げることとした．
大阪市では，下水道管渠に対する目視調査結果に関して，大阪市建設局による平成 20年

4月「管路施設の維持管理指針」に基づき，管渠の変形，クラック，目地不良等を加点評価
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図–2.2 下水道管種の構成（大阪市A処理区）

注）「その他」には，ダクタイル鋳鉄管，強化プラスチック複合管，シールド，カ
ルバート，現場打コンクリート構造，石積構造，形成管（硬化式），形成管（製
管式），内管挿入，不明，コンクリートブロックを含む．

した老朽度点を算出し，さらに老朽度点を用いて老朽度を A，B，Cの 3段階で評価して
いる．本研究ではこれらの老朽度を参考にしながらも，表-2.1に示すように独自に 5段階
の健全度を設定した．健全度は数値が大きくなるほど，老朽化が進展していることを意味
する．式 (2.3)で示したようにマルコフ劣化ハザードモデルを推計するには目視調査を 2回
実施する必要がある．しかし，前述したように下水道管渠の目視調査は期間，費用等が膨
大であり，目視調査が実施されている場合であっても，敷設後 1回しか行われていないの
が実情である．そこでコンクリート管渠の敷設年における健全度を 1と考え，これを 1回
目の目視調査結果と仮定した．また，コンクリート管渠のデータベースから特性変数とし
て利用可能な情報として，内径，外径，区間距離を選定した．以上の結果，今回の解析で
用いたサンプル総数は 2,679であった．

2.4.2 マルコフ劣化ハザードモデルの推計結果

コンクリート管渠の老朽度に関して，健全度（表-2.1）を 5段階に設定したので，推計
すべきハザード関数 θiは合計 4つになる．例えば，ハザード関数 θ1は健全度 1から 2へ推
移する際のハザード関数を表している．さらに特性変数の影響を考慮するために，ハザー
ド関数を

θki = exp
(
βi,1 + βi,2x

k
2 + βi,3x

k
3

)
(2.24)

(i = 1, · · · , 4; k = 1, · · · ,K)
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表–2.1 健全度区分

健全度 老朽度点 老朽度 判定
1 0 ≤ a < 3

C 修繕部分を検討
2 3 ≤ a < 5

3 5 ≤ a < 8
B 更新の対象

4 8 ≤ a < 10

5 10 ≤ a A
更新の対象
優先順位高い

注）老朽度点，老朽度，判定は，大阪市建設局，管
路施設の維持管理指針，平成 20年 4月より抜粋．

表–2.2 マルコフ劣化ハザードモデルの推定結果

健全度 定数項 区間距離 内径高さ
βi,1 βi,2 βi,3

1
-3.52 1.17 -0.654

(-105.8) (-5.70) (-11.6)

2
-1.90 -1.15 -1.50

(-17.9) (-3.32) (-13.9)

3
-2.11 -1.78 -0.843

(-15.7) (-3.97) (-5.79)

4
0.271 -5.34 -0.817

(1.14) (-7.56) (-3.39)

注）括弧内は t−値であり，その値が絶対値で 1.96を下回る
特性変数を棄却した．また，内径高さの単位はmmである．

と定義する．ここで βi,1は定数項であり，定数項には劣化過程の共通要因が集約されてい
ると考えてよい．共通要因では説明できない劣化の不確実性を表現するために，特性変数
が採用される．本研究では特性変数として x2に区間距離（上下流人孔間距離），x3に内径
高さを最終的に採用したが，特性変数として何を採用すべきか，何個設定すべきかは対象
とする劣化過程や保有する台帳などを勘案しながら決定することは言うまでもない．なお，
本研究の場合，特性変数として 2変数を考慮したので推計対象となる未知パラメータの数
は最終的に 12個となる．さらに，上式の構成から読み取れるように，βi,2，βi,3は，区間
距離 x2と内径高さ x3がハザード関数に及ぼす影響の強さを表している．また，ハザード
関数は指数関数形であるので，非負の値を取る．なお，式 (2.24)は今回の解析で特性変数
の候補として採用したデータの中から複数の組み合わせを検討した結果であり，最適なモ
デルとなっている．
このような最適モデルの決定（検討した特性変数が採用に値するか否かの検討）につい
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て，具体的な事例をあげて述べる．表-2.2を参照されたい．同表の推計結果は特性変数と
して区間距離と内径高さを採用している．最適モデルに対する推計結果のうち，例えば，健
全度 2の区間距離（β2,2）に着目して欲しい．区間距離 x2は定量的なデータである．推計
結果は β2,2 = −1.15，t−値 = −3.32となっている．前者はコンクリート管渠の劣化過程に
対する区間距離の寄与度，後者は区間距離の寄与が有意か否かを表す指標である．いずれ
の特性変数を採用すべきかは，前者の符号条件，および後者の絶対値から判断する．具体
的には，前者 β2,2の符号は負となっている．これはすなわち区間距離が長くなるほど，コ
ンクリート管渠の劣化の速度が緩やかになる（ハザード関数が小さくなる）ことを意味し
ている．この点に関しては，例えば，管渠に一定量の沈下が生じた場合，区間距離が長くな
れば，管渠一本当りの継手変位が少なくなるといった実務的な経験との整合性を論じるこ
とが可能である．健全度 3と 4も同様である．一方で，健全度 1の区間距離 β1,2の符号は
正となっており，この場合には区間距離が長くなると劣化が早くなるということを意味し，
健全度 2～4の場合と一定の整合性はない．したがって，符号条件を満足しないと判断し，
これ以降の解析においては β1,2 = 0と設定する（本来であれば，表-2.2には β1,2 = 0と記
載すべきであるが，読者に上述の過程を説明するために，本研究ではあえて β1,2 = 1.17と
記載していることを断っておく）．後者の t−値に関しては，採用しようとする特性変数が
有意でないという帰無仮説が有意水準 95%で棄却される臨界値が 1.96であることから，t−
値の絶対値がこの臨界値を上回るものを採用する．区間距離 β2,2の推計値（β2,2 = −1.15）
に対する t−値は−3.32と絶対値で臨界値を上回るために，帰無仮説は有意水準 95%で棄
却され，区間距離はコンクリート管渠の劣化過程に有意な影響を及ぼすと判断される．
一方で，内径高さに関する x3は定性的なデータである．本来内径高さも定量的なデータ

ではあるが，マネジメント上の取り扱いを考慮して，内径高さ 300mm以上 600mm未満，
600mm以上の 2つのクラスに分類した．したがって，x3はダミー変数であり，

xk3 =

1 内径高さ 600mm以上

0 内径高さ 300mm以上 600mm未満
(2.25)

と定義できる．表-2.2の推計結果から内径高さが大きい 600mm以上のコンクリート管渠
ほど，劣化の進展が緩やかになることが読み取れる．さらに，t−値を確認することで，健
全度が大きくなるにつれ，区間距離の影響が内径高さの影響よりも徐々に大きくなってく
ることが理解できる．

2.4.3 コンクリート管渠の期待劣化パスと健全度分布

表-2.2の結果を用いて，2.2.3の手法で算出したコンクリート管渠の期待劣化パスを図-

2.3に示す．図中の青色が内径高さ 300～600mm，赤色が 600mm以上の管渠を表す．また，
それぞれ実線は区間距離として平均値（26.2m）を使用し，点線と一点鎖線は区間距離の
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図–2.3 期待劣化パス

下限 10%（8.4m）と上限 10%（44.0m）の値を使用している．例えば，内径高さ 300mm

～600mmのコンクリート管渠に着目すると，その期待寿命は平均で 60.3年であり，期待
寿命を中心に 20年程度のばらつき（下限 10%：52.2年，上限 10%：74.3年）を有するこ
とが読み取れる．また，600mm以上の管渠では平均：146.0年，下限 10%：123.6年，上
限 10%：183.1年であった．さらに全体的な傾向として，健全度が悪くなるにつれ，劣化
の進行が速くなることがわかる．このようにマルコフ劣化ハザードモデルを適用すること
で，コンクリート管渠の期待劣化パスや期待寿命に関して，様々な条件の多寡による変動
を定量的に評価することが可能となる．
表-2.2の推計結果と式 (2.1)に基づいてマルコフ推移確率を算出した．具体的な事例と

して，調査間隔を 1年（z = 1）としたときのマルコフ推移確率（1年後のマルコフ推移確
率）を表-2.3に示す．同表のマルコフ推移確率を算出するに際しては，区間距離は平均値
を，内径高さは 600mm以上の管渠を対象としている．当然ながら，これらの条件が変わ
れば，マルコフ推移確率も変化する．また，同表より，マルコフ推移確率行列の対角成分
がいずれの健全度においても最大値を示していることがわかる．これは，1年程度の経過
時間では，コンクリート管渠の健全度は同一の健全度に止まる傾向が強いことを意味して
いる．ただし，健全度が大きくなる（劣化が進行する）につれ，同一健全度に止まる確率
は小さくなっていく．また，1年間で健全度 1から健全度 4，5，健全度 2から健全度 5に
推移する確率は 0であった．
つぎに，健全度分布（状態分布）を算出する．時点 t = 0において，表-2.3のようなマ
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表–2.3 マルコフ推移確率

1 2 3 4 5

1 0.9848 0.0150 0.0002 0 0

2 0 0.9760 0.0237 0.0004 0

3 0 0 0.9691 0.029 0.0019

4 0 0 0 0.8802 0.1198

5 0 0 0 0 1

図–2.4 健全度分布の推移（修繕無しの劣化過程）

ルコフ推移確率で劣化が進展するコンクリート管渠が新設状態である場合を考える．この
とき，健全度 1が確定しているので，状態ベクトルの初期値は，

s0 = {1, 0, 0, 0, 0} (2.26)

となる．式 (2.26)と表-2.3のマルコフ推移確率を式 (2.17)に代入し，繰り返し計算を 100

回行った．推計したマルコフ推移確率は，検査間隔が 1年であるので，100回繰り返し計
算を行えば，100年間（T = 100）の健全度分布の推移を把握することができる．その健全
度分布の推移を図-2.4に示す．健全度 1を保ち続けるコンクリート管渠は 50年後には約
50%となる．その後は劣化の進行が進み，より大きな健全度（劣化が進行した状態を表す
健全度）の占有率が増加してくる．なお，前節の期待劣化パスで健全度の期待寿命の平均
値を与えた 146.0年では，コンクリート管渠の約 50%が使用限界である健全度 5に達する
ことになる.

以上より，マルコフ劣化ハザードモデルを用いることで，コンクリート管渠の平均的な
劣化過程を期待劣化パスや期待寿命により評価することができ，さらに健全度の相対的な
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表–2.4 改築修繕計画

健全度 改築修繕計画 1 改築修繕計画 2 単価（千円/m）
1 修繕なし 修繕なし 0

2 修繕なし 修繕なし 0

3 修繕なし 修繕なし 0

4 更生 修繕なし 142

5 更新 更新 230

注）単価は内径高さ 600mmを対象．

図–2.5 状態分布の推移（改築修繕計画 1のもとでの劣化・修繕過程）

推移を健全度分布により算出できる．

2.4.4 期待ライフサイクル費用評価

2.4.3の劣化過程を用いて，さらに 2.3.3の方法論に基づき，期待ライフサイクル費用を
最小化する最適改築修繕計画に関する考察を行う．
改築修繕計画は，表-2.4に示す 2パターンを設定した．改築修繕計画 1は健全度 4で更

生，健全度 5で更新を実施する政策であり，改築修繕計画 2は健全度 5で更新を実施する
政策である．前者を予防保全，後者を事後保全と位置づける．同表には更生，更新の各単
価も併記している．一方で，期待ライフサイクル費用算出に必要となる社会的損失に関し
ては，コンクリート管渠個々に設定したが，今回は学術的な検討のために暫定的に設定し
た数値であるので，具体的な数値の列挙は割愛する．
はじめに，図-2.4で例示したコンクリート管渠の劣化・修繕過程を算出する．改築修繕

計画 1を採用した場合の劣化・修繕過程を式 (2.16)を用いて算出した結果を図-2.5に示す．
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図–2.6 直接的費用と社会的損失

改築修繕計画 1では健全度 4および 5で更生と更新が実施されるために，それぞれの割合
が図-2.4と比較して少なくなっている．また，更生や更新により健全度が回復するという
サイクルが無限に繰り返されることになるので，図-2.5では健全度の状態分布が収束して
いることも読み取れる（例えば，健全度 1は 70年ほどで 0.4程度に収束している）．
期待ライフサイクル費用を算出するにあたり，本研究においては，調査・修繕の間隔が

パラメータとなる．そこで，改築修繕計画 1と改築修繕計画 2に対して，調査・修繕の間
隔をパラメータとしたときの，直接的費用と社会的損失を算出して整理した結果を図-2.6

に示す．ただし，図-2.6の直接的費用と社会的損失は，それぞれある任意の値で基準化し
た値を採用している．また，調査・修繕の間隔を a1から a5 (a1 < a2 < a3 < a4 < a5)ま
で示している．全体的な傾向として，1）調査・修繕の間隔が長くなると直接的費用は減少
するが，社会的損失は増加する，2）改築修繕計画 1と 2では政策 1の方が直接的費用およ
び社会的損失ともに低減される，ことが理解できる．したがって，本研究においては改築
修繕計画 1の方が最適改築修繕計画として採用される可能性が大きい．
本来であれば，直接的費用と社会的損失の和を取って期待ライフサイクル費用を算出す

ることで，調査・修繕間隔を含めて最適改築修繕計画が一意に求まる．しかし，本研究で
は社会的損失の絶対値そのものには意味のない値を採用しているために，直接的費用との
相対的な関係の正確性を欠いている可能性が否めない．ただし，図-2.6でも以下のことが
読み取れる．例えば改築修繕計画 1の調査・修繕間隔 a2に着目して欲しい．このような場
合には，調査・修繕間隔を a1に短縮して，これ以上社会的損失の軽減を目指すことは現実
的ではない．すなわち，社会的損失の軽減はわずかであるにも拘わらず，その代償として
直接的費用の 3割程度増加を負担しなければならないからである．一方，a2から a3に調
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査・修繕間隔を延長することも現実的ではない．社会的損失が急激に増加するためであり，
もし現状の調査・修繕間隔が a2に位置するのであれば，直接的費用を数%であっても削減
すべきでないことが理解できる．

2.5 おわりに
本研究では，下水道施設のコンクリート管渠を例にあげ，目視調査データを用いた統計

的劣化予測手法，および期待ライフサイクル費用最小化を実現する最適改築修繕計画の決
定法を提示した．管渠のような埋設構造物は，目視調査（TVカメラ調査等も含む）データ
の取得に多大な労力を要するために，これまで調査データに基づく離散的な健全度の推移
を踏まえた劣化予測が皆無であった．本研究においては，大阪市A処理区内のコンクリー
ト管渠を対象に，マルコフ劣化ハザードモデルによりその劣化過程の記述を試み，直接的
費用と社会的損失の関係から，最適改築修繕計画と調査・修繕間隔について 2，3の考察を
述べた．今回の分析に用いたような豊富な目視調査データが得られることは極めて希であ
り，本研究の成果と実務との整合性を検証していくことが重要である．また，今後下水道
施設のストックマネジメントの検討を予定している自治体や，目視調査データが十分に蓄
積されていない自治体に対して，本研究の成果をベンチマークとして活用することも可能
である．なお，本研究は，下水道ストックマネジメントの実践可能性を学術的な側面から
検討したものであるが，今回の研究成果となる予測手法の一部については、大阪市の下水
道管渠施設におけるストックマネジメントにおいて実務上にも適用している．
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第3章 下水道コンクリート管渠の劣化予測における最
適モデルの決定方法

3.1 はじめに
大阪市では，1894年（明治 27年）に近代的下水道事業（中央部下水道改良事業）に着手

し，下水道施設の拡張，改築更新および維持補修を進め，平成 24 年度末時点では，下水道
管渠の総延長は約 4,900kmにも及んでいる．このような膨大な管渠ストックに対して，平
成 24年度末時点において供用開始から 50年以上経過した管渠が約 1,300kmあり，管渠全
体の約 27%を占めている．このように多くの管渠の老朽化が進行しており，今後もますま
す老朽管が増加していくことがわかっている．下水道管渠の老朽化は，道路陥没につなが
る可能性があり，このような事故を未然に防ぐためには，点検により管渠の状態を把握し，
補修あるいは更新等の適切な維持管理を行う必要がある．しかし，下水道管渠のような埋
設構造物は，橋梁や道路などの土木構造物に比べて，一般的に目視などによる点検調査を
実施するには，多大な時間や労力を要する．そのため，大阪市でも，上記のような老朽管
に対して，十分な点検を実施できていない現状がある．したがって，仮に下水道管渠に対
して目視点検を実施し，点検結果が得られた場合は，その情報を活用し，今後の維持管理
計画に役立てることが重要であると考えられる．そこで，本研究では，大阪市の下水処理
区にある下水道管渠の中でも特にコンクリート管渠に着目し，統計的劣化予測を行う．具
体的には，管渠ごとに獲得された 3,047サンプルの目視点検データに対してマルコフ劣化
ハザードモデル 1)（3.2参照）を適用するにあたり，管渠台帳より利用可能な項目（3.3.2

参照）に対して，クラスター分析を実施し説明変数の組み合わせを決定し（3.3.3参照），
最適モデルの提案を行う（3.3.4参照）．さらに，コンクリート管渠に対する実際の目視点
検データを用いて最適劣化予測モデルを推定するとともに，管渠の期待劣化パスを導出し
（3.3.5参照），今後の下水道管渠のストックマネジメントにおける有用な情報を示す．

3.2 マルコフ劣化ハザードモデル
3.2.1 モデル化の前提条件

下水道管渠の目視点検データは通常，多段階の離散的な健全度として与えられる．いま，
目視点検データが I段階の健全度で評価されると考える．健全度 1が新設状態であり，健
全度 Iはもっとも劣化が進行した使用限界状態である．このとき，ある下水道管渠の劣化
過程が離散的な健全度のもと進行すると仮定する．下水道管渠は時点 τi−1で健全度 i−1か
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ら iへ，時点 τiで健全度 iから i+1へ進展している．当該管渠がセンサー等により常時モ
ニタリングされている場合には，このような劣化過程に関する完全な情報を得ることがで
きる．一方で，τAと τB は目視点検を実施した時点をそれぞれ表している．目視点検を通
して劣化過程に関して獲得できる情報は，1回目の目視点検の時点 τAで健全度が iである
こと，2回目の目視点検の時点 τB で健全度が jであること，のみである．すなわち，目視
点検は点検時点での健全度を記録しているに過ぎず，任意時点の健全度から次の健全度に
推移する正確な時点（τi−1や τi）を捉えることはできない．したがって，目視点検データ
を用いて劣化予測を行う場合には，このような目視点検データに介在する不確実性に留意
することが重要である．また，実際の健全度の推移に基づいて劣化予測を行う場合には，2

回の目視点検の点検間隔 zが重要となる．すなわち，健全度が同じ iから j に推移するよ
うな場合であっても，調査間隔 zが異なると劣化過程も異なる．点検間隔はマニュアルな
どで定められているものの，全ての下水道管渠に対して実施することは不可能であり一律
ではない．点検間隔 zも変数であり，不確実性を含む．先述したように，目視点検では劣
化過程に関する限定的な情報しか獲得できないばかりか，獲得可能な情報にも不確実性が
介在する．しかしながら，限定的かつ不確実性を有する情報のみであっても，確率モデル
により劣化過程を定式化し，目視点検データを用いて劣化過程を統計的に推計することで，
下水道管渠の劣化予測を行うことが可能である．
一般的に，離散的な状態変数間の推移を表現する確率モデルとしてマルコフ連鎖モデル

1)がある．マルコフ連鎖モデルでは，ある状態から任意の状態へ推移する確率をマルコフ
推移確率で表現し，その劣化過程をマルコフ推移確率行列に基づいて算出する．下水道管
渠の健全度間の推移をマルコフ推移確率で表現すると考えれば，目視点検データを用いて
下水道管渠の劣化過程を記述することが可能である．さらに，マルコフ連鎖モデルの概念
は非常に単純であり，モデルの汎用性と柔軟性に優れている．しかし，マルコフ連鎖モデ
ルを目視点検データに基づいて推計する際には，上述した不確実性に関する課題を解決す
る必要がある．現実に高い精度での推計は極めて困難であったが，マルコフ劣化ハザード
モデル 1)の開発により，飛躍的な実用化が図られた．当該モデルは，学術的な新規性やモ
デルの精緻化に加え，現体制の中で，現場で獲得できる情報を出発点としてモデル構築が
図られた点に実務的優位性を見出すことができる．さらに，マルコフ連鎖モデルは，マル
コフ決定モデル 2)へと拡張することで期待ライフサイクル費用の最小化を達成するような
最適補修政策を導出することが可能である．マルコフ連鎖モデルとマルコフ決定モデルを
援用することで，現場での情報獲得手段である目視点検を出発点とするアセットマネジメ
ント手法を要素技術間の有機的連動性を考慮した枠組みの中で構築することが可能となる．
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3.2.2 マルコフ劣化ハザードモデルと推計

マルコフ劣化ハザードモデルは 3.2.1で述べた課題を克服した極めて汎用性の高い劣化
予測モデルである．詳細は参考文献 1)に譲るが，多段階の指数ハザード関数を用いて，点
検間隔 zの間で健全度が iから j(> i)に推移するマルコフ推移確率 πij を，

πij(z) =

j∑
m=i

m−1∏
s=i

θs
θs − θm

j−1∏
s=m

θs
θs+1 − θm

exp(−θmz) (3.1)

(i = 1, · · · , I − 1; j = i+ 1, · · · , I)

と定義する．ただし，表記上の規則として，
∏m−1

s=i
θs

θs−θm
= 1 (m = iの時)∏j−1

s=m
θs

θs+1−θm
exp(−θmz) (m = jの時)

(3.2)

を与える．上記は複雑な式となっているが，ハザード率 θと点検間隔 zの 2変数で構成され
ていることがわかる．点検間隔 zは既知情報であるために，ハザード率を推計すれば，マ
ルコフ推移確率を完全に算出することができる．目視点検データを用いたハザード率（未
知パラメータ）推計の詳細は参考文献 1)に譲るが，ハザード率を推計するために必要な情
報は，総サンプル数をK としたときに，任意のサンプル kに対して，

Ξk =
{
(ik, jk), zk, xk

}
(3.3)

= (健全度，調査間隔，説明変数)

となる．健全度 (i, j)と点検間隔 z は目視点検を通して獲得することができる．一方で説
明変数 xは，劣化過程に影響を及ぼす要因を考慮するために導入されるパラメータであり，
要因が複数存在する場合にはベクトルとなる．例えば，管内径や土被りが管渠の劣化過程
に影響を及ぼすと考えられる場合に，これらの変動により劣化予測結果がどの程度変動す
るか，を分析することが可能である．説明変数には，管内径や土被り等の定量的な変数だ
けでなく，管種や継手形式など定性的な変数も考慮することができる．さらに，考慮した
変数の中で，いずれの変数が劣化過程に真に影響を及ぼすか，あるいは採用された要因の
影響力に関する順位についても，各種の検定統計量により評価することができる．説明変
数は，台帳等に記載されている情報を活用することが可能であり，説明変数を獲得するた
めに別途調査を行う必要はない．したがって，劣化予測を行うために要求されるデータは
目視点検データと台帳データのみであり，実務データと極めて整合的であることが理解で
きる．
任意のサンプル kに関して獲得できる情報を改めて Ξ

k
=

{
(i

k
, j

k
), zk, xk

}
と記述する．

ただし，記号「•」は実測値であることを示す．マルコフ推移確率は指数ハザード関数を用
いて，式 (3.1)のように表すことができる．マルコフ推移確率には各健全度におけるハザー
ド率 θki が含まれるが，上述したように，ハザード率は（コンクリート管渠の）特性ベクト
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ルによりサンプル個々に設定される．また，式 (3.1)より明らかなようにマルコフ推移確率
は点検間隔 z̄kにも依存する．このことを明示的に表すために推移確率 πij を目視点検によ
る実測データ (z̄k, x̄k)と未知パラメータ θ = (θ1, . . . , θJ−1)の関数として πij(z̄

k, x̄k : θ)と
表す．いま，K個のコンクリート管渠の老朽化現象（劣化過程）が互いに独立であると仮
定すれば，全点検サンプルの劣化推移パターンの同時生起確率密度を表す対数尤度を

ln[L(θ)] =
J−1∑
i=1

J∑
j=i

K∑
k=1

δ̄kij ln
[
πij

(
z̄k, x̄k : θ

)]
(3.4)

と定義できる．式中，δ̄kij はダミー変数であり，

δ̄lkij =

 1 1回目の健全度が i，2回目の健全度が jの時
0 それ以外の時

(3.5)

を意味する．したがって, 調査データ δ̄kij , z̄
k, x̄k は全て確定値であり，対数尤度関数は未知

パラメータ θの関数となっていることが理解できる．ここで，対数尤度関数を最大にする
ようなパラメータ θの最尤推定値は，

∂ ln
[
L(θ̂)

]
∂θi

= 0 (3.6)

を同時に満足するような θ̂として与えられる．このとき最適化条件は連立非線形方程式と
なり，ニュートン法を基本とする逐次反復法を用いて解くことができる．

3.3 適用事例
3.3.1 適用事例の概要

大阪市が管理する 12の下水処理区のうち，千島処理区を適用事例として取り上げる．千
島処理区の下水道管渠の総延長は約 137km に及び，使用されている管種は，コンクリート
管，塩化ビニル管，FRPM 管など，様々である．図-3.1に千島処理区の管種構成を示す
が，コンクリート管が全体の約 67%を占めている．また，コンクリート管の平均経過年数
は，平成 24年度末時点で約 45年と老朽化が進んでいることがわかる．以上のような背景
を踏まえて，劣化予測の対象としてコンクリート管を取り上げることとした．
大阪市では，下水道管渠に対する目視点検の対象として，変形・クラック，侵食，勾配，

目地不良および侵入水の 5つの項目があげられる．本研究では，全処理区のデータ分析に
おいて劣化評価の支配的な項目と判断される，「変形・クラック」に着目した．変形・クラッ
クは，管渠の状態に応じて表-3.1に示す 4段階の健全度で評価される．例えば，健全度 2

の管の状態 10%以下とは，管渠の 1スパンを構成する管体のうち，変形・クラックが確認
される割合が 10%以下であることを示している．なお，健全度は数値が大きくなるほど，
劣化が進展していることを意味する．

35



図–3.1 下水道管種の構成

表–3.1 変形・クラック

健全度 評点 管の状態
1 0 なし
2 3 10% 以下
3 6 10% 超 20% 未満
4 10 20% 以上

3.3.2 説明変数の設定

マルコフ劣化ハザードモデルにおいて，コンクリート管渠の劣化因子を説明変数として
モデルに組み込むことにより，各因子が劣化に及ぼす影響を定量的に評価することが可能
となる．管渠台帳の中から使用可能なデータとして，表-3.2に列挙した 7項目の説明変数
の考慮が可能であった．同表において，1）～2）項目に関しては，説明変数が連続値とし
て観測される，定量的パラメータであり，各項目に対し，1種類ずつ説明変数が存在する．
定量的パラメータでは，観測値を説明変数 xとして直接利用（ただし，最大値を 1として
規格化）できる．一方，同表の 3）～7）項目については，説明変数が離散的カテゴリーに
分類される定性的パラメータである．定性的パラメータに関しては，表-3.2右側に示すよ
うにダミー変数として設定した．なお，「7）用地種別」の「車道」および「車道以外」の 2

種類の分類に関して，「車道」には，「一般国道（指定区間）車道」，「一般国道（指定区間外）
車道」，「府道（主要）車道」，「府道（一般）車道」，「市道（主要）車道」および「市道（一
般）車道」が含まれており，「車道以外」には，「一般国道（指定区間）歩道」，「一般国道（指
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表–3.2 説明変数の候補

番号 項目 ダミー変数の設定
1) 区間距離 (mm) x1 なし
2) 土被り (m) x2 なし

3) 管内径 x3
1 600 mm 以上
0 600 mm 未満

4) 施工年度 x4
1 1954～1981 年
0 1954～1981 年以外

5) 液状化判定 x5

1
極めて発生しやすい
発生しやすい

0
極めて発生しにくい
発生しにくい

6) 重要路線 x6
1 重要路線
0 一般路線

7) 用地種別 x7
1 車道
0 車道以外

定区間外）歩道」，「府道（主要）歩道」，「府道（一般）歩道」，「市道（主要）歩道」，「市道
（一般）歩道」，「公園」，「私有地（建物・建物下）」および「その他」が含まれている．

3.3.3 クラスター分析を用いた説明変数の分類

マルコフ劣化ハザードモデルを適用するにあたり，クラスター分析を用いてモデルに用
いる説明変数を決定した．クラスター分析とは，対象とするデータ問の距離を定義し，距
離の近さによってデータをいくつかのクラスターに分類する方法である．距離は次式で定
義されるユ ークリッド平方距離を用いる．

d2ij =
∑p

k=1 (Xik −Xjk)
2 (3.7)

(i, j = 1, · · · , n)

ただし，上式 (3.7)は n 個の個体において p 個の変数 Xi1, · · ·Xip(i = 1, · · · , n) が与えら
れた場合のユークリッド平方距離 dij

2 を示している．この方法を用いて，以下の手順によ
り説明変数を決定する．まず，表-3.2に示す説明変数の候補に対して，クラスター分析を
実施する．なお，全てのデータに対して基準化 (平均 0，分散 1)を行っている．続いて，ク
ラスター分析の結果をもとに，デンドログラム（樹形図）を作成する．デンドログラムに
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図–3.2 デンドログラム

表–3.3 説明変数の分類

第 1 クラスター 第 2 クラスター
1）区間距離 4）施工年度
2）土被り 5）液状化判定
3）管内径 7）用地種別
6）重要路線

より，説明変数の候補をいくつかのクラスターごとに分類し，各クラスターから説明変数
の侯補を 1つずつあげ，マルコフ劣化ハザードモデルの説明変数として採用する．
本研究で対象とした千島処理区のコンクリート管渠に開するデータに対してクラスター

分析を実施した結果，図-3.2のデンドログラムが得られた．このデンドログラムから，説
明変数の侯補を 2つのクラスターに分類できることがかかる．第 1クラスターには，「1）区
問距離」，「2）土被り」，「3）管内径」および「6）重要路楾」の 4種類の説明変数が含まれ
ており，第 2クラスターには，「4）施工年度」，「5）波状化判定」求よび「7）用地種別」の
3種類の説明変数が含まれている（表-3.3参照）．

3.3.4 最適モデルの推計

3.3.3では，管渠台帳より使用可能な説明変数の侯補に対してクラスター分析を実施し，
2つのクラスターに分類した．本節では，3.3.3で得られた結果を利用し，マルコフ劣化ハ
ザードモデルにおける最適モデルを提案する．具体的には，ます第 1クラスターおよび第
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2クラスターからそれぞれ説明変数を 1個ずつ探用し，合計 4× 3 = 12種類のモデルの推
計を行う．次に，推計結果より得られた説明変数の t-値およびモデルのAICをもとに，最
適なマルコフ劣化ハザードモデルを決定する．
まず，3.3.3の結果より推計する 12種類のマルコフ劣化ハザードモデルを定義する．各

モデルの健全度 iにおけるハザード率を，

θi = βi,1 + βi,2xm + βi,3xn

 m = 1, 2, 3, 6

n = 4, 5, 7
(3.8)

と定義し、パラメータ βの推計を行った．これらのパラメータ βのうち,t−値の絶対値が
1.96以上 (有意水準 5%) となるものが説明変数として採用される．例えば，ある説明変数
の t−値の絶対値が大きくなれぼなるほど，その説明変数の説明力が強い，すなわち，その
説明変数を考慮することによって生じる八ザード率の変化が大きくなる．表-3.4には，推
計された説明変数の中で，t−値の絶対値の上位 10種類を示した．次に，モデルの最適性
を調べるためにAICを算出した．AICは次式で定義される．

AIC = −2 ln(L) + 2k (3.9)

AICは対数尤度 Lと未知パラメータの数 kで決定され，AICが小さくなるほど，新規デー
タとモデルの当てはまり具合の観点から適したモデルであると言うことができる．表-3.5

に推計した 12種類のマルコフ劣化ハザードモデルのAICを昇順に示す．表-3.5より，「4）
施工年度」を含む 3種類のモデルのAICが小さいことがわかる．また，表-3.4に示した t−

値についても，第 2クラスターの説明変数としては「4）施工年度」のみが，上位 10種類
に入っていることがわかる．よって，第 2クラスターからは「4) 施工年度」を説明変数と
して探用する．一方で，第 1クラスターからは，「3）管内径」を説明変数として採用する．
表-3.5より，「4）施工年度」を含まないモデルの中では，「3）管内径」を含むモデルのAIC

が最も小さくなっており，表-3.4においても，健全度 1のパラメ一タが上位を占めており，
説明変数の説明力が高く，最適モデルの説明変数として採用した．以上のことから，3）管
内径および 4）施工年度を説明変数としたマルコフ劣化ハザードモデルを最適モデルとして
提案する．最適モデルの推計結果を表-3.6に示す．同表の管内径に関するパラメータ βi,2

が負の値を示すことから，管内径 600 mm以上の管渠ほど，劣化の進行が緩やかになるこ
とがわかる．また，同表の施工年度に関するパラメータ βi,3が正値を取っていることから，
1954～1981年以外の時期に施工された管渠と比較して，1954～1981年に施工された管渠
の方が劣化の進行が速いことがわかる．これは，特に 1954～1981年の時期に管渠の施工
が集中していることも踏まえ下水道管渠の場合，劣化を「経年」のみで捉えることでは予
測精度の向上には問題があり，経年劣化以外の劣化原因についても検討する必要があるこ
とを示している．なお，管内径および施工年度における健全度 3のパラメータ β3,2，β3,3の
「-」は，t−値の絶対値が 1.96を下回り，パラメータが削除されたことを示している．
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表–3.4 上位 10種類の t−値

説明変数 説明変数の
組み合加せ

健全度 t-値

3）管内径 x3
3）管内径と
7）用地種別

1 -17.182

3）管内径 x3
3）管内径と
5）液状化判定

1 -17.042

3）管内径 x3
3）管内径と
4）施工年度

1 -15.296

1) 区問距離 x1
1) 区問距離と
7) 用地種別

2 -15.022

1) 区問距離 x1
1) 区間距離と
5) 液状化判定

2 -15.014

1) 区問距離 x1
1) 区問距離と
4）施工年度

2 -14.850

4) 施工年度 x4
1) 区問距離と
4) 施工年度

1 13.592

4) 施工年度 x4
2）土被りと
4）施工年度

1 13.580

6) 重要路楾 x6
6) 重要路線と
7) 用地種別

1 -12.855

6) 重要路線 x6
6) 重要路楾と
5) 液状化判定

1 -12.245
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表–3.5 各モデルのAIC

説明変数の組み合わせ
AIC

第 1クラスター 第 2クラスター
3）管内径 4) 施工年度 7433.82

2) 土被り 4) 施工年度 7504.60

1) 区間距離 4) 施工年度 7507.10

3) 管内径 7) 用地種別 7613.97

3) 管内径 5) 液状化判定 7625.33

6) 重要路線 4) 施工年度 7666.44

1) 区問距離 5) 液状化判定 7794.80

1）区問距離 7) 用地種別 7806.29

6) 重要路線 7) 用地種別 7907.80

6) 重要路線 5) 液状化判定 7920.87

2) 土被り 5) 液状化判定 8045.46

2) 土被り 7) 用地種別 8048.12

表–3.6 推計結果

健全度
定数項 管内径 施工年度
βi,1 βi,2 βi,3

1
-4.296 -1.503 0.836

(-52.893) (-15.296) (9.840)

2
-3.870 -0.728 1.106

(-26.109) (-4.053) (7.201)

3
-2.858 - -

(-47.608) (-) (-)

AIC 7433.82

注）括弧内は t−値を示す．
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図–3.3 期待劣化パス

3.3.5 期待劣化パス

3.3.4で推計した最適モデルのパラメータを用いて，期待劣化パスを算出する．以下に
算出方法 1, 3)について述 ぺる．当該健全度にはじめて到達した時点から，劣化が進展し
て次の健全度に進むまでの期待期間長 RMDk

i は，生存関数 F̃i

(
yki
) を用いて，

RMDk
i =

∫ ∞

0
F̃i

(
yki

)
dyki (3.10)

と表される．式中 yki はサンプル kが健全度 iに到達してからの経過時間である．ここで，
指数ハザード関数を用いた生存関数が

F̃i

(
yki

)
= exp

[
−
∫ yki

0
θi(u)du

]
= exp

(
−θki yki

)
(3.11)

となることに留意すれば，健全度 iの期待期間長は，

RMDk
i =

∫ ∞

0
exp

(
−θki yki

)
dyki =

1

θki
(3.12)

となる．期待期間長を健全度 1から I − 1（本研究の場合は 4-1）まで算出し，その総和を
取れば期待寿命を得ることができ，その際の劣化過程が期待劣化パスとなる．以上の手順
により算出したコンクリート管渠の期待劣化パスを図-3.3に示す．図中の青色が「管内径
600 mm 未満・施工年度 1954～1981 年以外」，赤色が「管内径 600 mm末満・施工年度
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1954～1981年」，緑色が「管内径 600 mm以上・施工年度 1954～1981 年以外」，紫色が
「管内径 600 mm 以上・施工年度 1954～1981 年以外」のコンクリ一ト管渠をそれぞれ示
している．最も劣化の進行が速いコンクリート管渠は，「管内径 600 mm 未満・施工年度
1954～1981 年」のコンクリート管渠であることがわかった．よって，今後は，特に「管内
径 600 mm 未満・施工年度 1954～1981年」のコンクリート管渠に対して，重点的な点検
を実施して管渠の状態を把握し，管渠の老朽化に伴う道路陥没等の事故の未然防止に資す
る等の点検の判断指標にも適用可能と考えられる．
本研究では，大阪市の 12処理区のうち千島処理区を対象としたが，大阪市には残り 11

処理区が存在する．そこで，別途 11 処理区においても，同様に最適モデルでの比較分析
を行うと，千島処理区で得られた結果とは異なる結果を得た．これは，処理区ごとに劣化
の要因や劣化の傾向が異なるためであると考えられる．よって，今後の大阪市の下水道管
渠のストックマネジメントの実務運用は，PDCAサイクルによる予測精度の向上を目指す
過程におかいて，本手法に基つく劣化の要因に着目した地城分割（処理区単位も捉われず）
点検方法あるいは事業優先度等を検討していくことが有効な手段であると考える．

3.4 まとめ
本研究では，大阪市の下水処理区にあるコンクリート管渠に着目し，管渠に対する目視

点検データを用いた統計的劣化予測における最適モデルの決定方法を提案した．その結果，
管内径および施工年度という 2種類の説明変数を含むモデルを最適モデルとして提示した．
さらに，提案した最適モデルを用いて，コンクリート管渠の期待劣化パスを導出した結果，
管内径 600 mm 未満・施工年度 1954～1981年の管渠の劣化の進行が最も速いことがわかっ
た．よって，本研究によって得られた知見を踏まえた上記の劣化予測手法のプロトタイプ
が，
1○今後のストックマネジメントの精度の向上を目的とした点検調査や分析等を継続的に実
施するための施設管理者におけるインセンティブの向上
2○事業実施のための説明責任に対する有効な情報提供の手法構築
に資するものと考え，また，その結果，管渠の老朽化に伴う道路陥没等の事故を未然に防
ぐ等の管理者リスクの軽減に有効となることができると考える．
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第4章 下水道管渠の空間的劣化異質性に着目した重点
管理区域スクリーニングと改築更新施策

4.1 はじめに
近年，下水道管渠の老朽化が顕在化してきている 1)．我が国では，点検データを用いた

統計的劣化予測手法を基幹技術とするアセットマネジメント 2)の実践的研究 3)が蓄積し
ているが，下水道管渠は埋設構造物であるために点検データを取得すること自体が困難で
ある場合が少なくない．さらに，下水道管渠の総延長は長く，地中で複雑なネットワーク
を形成している．したがって，（一般的な社会基盤施設のアセットマネジメントでは有効と
言われている）管渠全体を対象とした高頻度な点検や，こまめな予防的補修が困難である
ことから，管渠のネットワーク機能を損なうことなく，効率的な改築更新施策を検討する
ことが重要な課題となる．なお，本研究では管路の改築更新は管路更生工法および開削布
設替え工法を含む総称として用いる 4)．
下水道管渠の場合，改築更新工事に伴う掘削費用や，通行規制による社会的費用が無視

できない．そのため，ある一定数の工事を空間的に集約化するような改築更新工事の水平
的同期化が費用面から考えて有効となる．当然のことながら，改築更新対象となる老朽化
管渠の割合に比べて，同期化に伴って改築更新工事に巻き込まれる健全な管渠の割合が高
いと，同期化を図ることによって改築更新費用に無駄が生じる．したがって，改築更新対象
となる管渠が密集する区域を抽出するためのスクリーニング技術が必要である．なお，改
築更新の優先順位は，一般的には意思決定時点における管渠の老朽度および劣化速度に基
づいて決定される．老朽度に関しては，それぞれの管理者において点検マニュアル等が整
備されつつある現状を踏まえると，目視点検が実施可能であるならば，ある一定の信頼性
を有する評価が可能である．一方で，劣化速度に関する評価は困難である場合が多く，本
研究ではこの点に着目する．したがって，これ以降，改築更新対象となる管渠が密集する
区域（以下，重点管理区域と呼ぶ）は劣化速度の多寡に基づくという論調で記述する．た
だし，本研究の適用事例においては老朽度と劣化速度の両方を考慮した改築更新施策を提
案する．
以上の問題意識のもと，本研究では劣化速度が速い改築更新対象となる管渠の密度が相

対的に高い区域をスクリーニングするとともに，重点管理区域の管渠を集約的に改築更新
するための方法論を提案する．具体的には，下水道管渠に対する目視点検データを用いて，
管渠の劣化過程を混合マルコフ劣化ハザードモデルで表現し，劣化速度の異質性に関する
ベンチマーク分析を行い，個々の管渠の異質性パラメータを推定する．つぎに，異質性パ
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ラメータ値と管渠の位置情報から，デュアル・カーネル密度推定法 5)を援用して，劣化速
度の空間的異質性分布を評価する．この空間的異質性分布に基づいて，劣化速度が速い管
渠が密集する重点管理区域をスクリーニングするとともに，数値シミュレーションを通し
て管渠の改築更新施策を検討する．以下，4.2で本研究の基本的な考え方を述べる．4.3で
混合マルコフ劣化ハザードモデルの概要を説明する．4.4で異質性パラメータの空間的分
布を推定するためのデュアル・カーネル密度推定について述べる．4.5では，大阪市が管理
する下水道管渠を対象とした実証分析として，重点管理区域のスクリーニングを行う．最
後に，4.6でシミュレーションを通して，管渠の改築更新施策について考察する．

4.2 本研究の基本的な考え方
4.2.1 下水道施設のアセットマネジメントの現状と課題

近年，我が国の下水道管渠は老朽化が進展しつつある．特に本研究で対象とする大阪市
の状況は全国有数である．図–4.1に大阪市における下水道コンクリート管渠の敷設年次分
布を示す（同図は，大阪市内のコンクリート管渠全数ではなく，本研究で点検データを利
用した 18,849本分）．管渠の標準耐用年数が 50年と言われていることを考慮すると，標準
耐用年数を超過した管渠の割合は必然的に増加傾向にある．具体的には，敷設から 35年経
過した管渠が現時点において最も多く存在し，15年後には管渠の改築更新需要が増大する
ことが読み取れる．したがって，改築更新費用などを含む維持管理費用が今後急激に増大
する可能性を否定できない．下水道管渠に対する従来の事後的対応から，今後はアセット
マネジメントの導入による予防保全的な維持管理施策（改築更新施策）を策定していくこ
とが重要である．
下水道施設を対象としたアセットマネジメントは，近年研究が蓄積してきている．とり

わけ点検データを用いた統計的劣化予測手法の進展が目覚ましい．貝戸等は大阪市の下水
道管渠に対する点検データを用いて，管渠の平均的な劣化曲線と条件の違いによる劣化曲
線の変動を評価するとともに，費用とリスクの観点から最適な点検周期の算定方法を提案
している 6)．同じ埋設構造物として，田中等は上水道管渠に対する損傷履歴データからワ
イブル劣化ハザードモデルを推定して，損傷発生リスクの経時変化を分析している 7)．堀
等は下水道施設に対する点検データが乏しいことから，集計的なマルコフ劣化ハザードモ
デルを開発するとともに，ライフサイクル費用最小化を達成する最適補修施策を立案する
ための方法論を提案している 8)．しかし，これらの研究では個々の管渠を独立な構造物と
して計画策定がなされており，劣化速度の速い管渠密度が高い区域のスクリーニングや改
築更新工事の水平的同期化に関する議論はなされていない．
下水道管渠は埋設構造物であることから，高頻度な点検やこまめな予防的補修が困難で

ある場合が少なくなく，効率的な改築更新施策を立案することが実務的には重要な課題で
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注）敷設年次分布は，大阪市内のコンクリート管渠全数を対象としたものではな
く，本研究で点検データを利用した 18,849本分の管渠を用いて作成したもので
あるが，分布の全体的な特性は全数とほぼ同じであると考えらえる．

図–4.1 下水道コンクリート管渠の敷設年次分布

ある．特に都市部では，掘削工事に伴う通行規制などの社会的費用を無視することができ
ない．そのために，ある一定数の改築更新工事を集約化するような水平的同期化が重要と
なる．工事の同期化に関しては，橋梁，舗装や道路付帯施設を対象として，主部材の更新
と同時に非主部材も更新するような垂直的同期化を考慮した事例 9, 10, 11)や，複数の橋梁
群の補修同期化を扱った事例 12, 13)は存在するものの，水平的同期化を扱った事例はそれ
ほど多くない．本研究では劣化速度が速い管渠の密度が高い重点管理区域をスクリーニン
グして，改築更新工事を集約化（水平的同期化）することによって，改築更新施策の効率
化を図る．なお，その一方で改築更新工事の集約化により生じる費用削減量を定量化する
ことは，本研究では保留した．これは，周辺環境の相違により費用が大きく変動すること，
集約化により費用が縮減できることは明白であり，重点管理区域を抽出することが実務的
には重要であると考えたからである．ただし，費用削減量の定量化に関しては今後の課題
にあげ，別の機会に発表する．

4.2.2 劣化異質性

改築更新工事を集約的に行う際には，改築更新施策を講じる対象範囲を設定する必要が
ある．管渠の劣化速度は，管渠自体の材質などの構造条件を除けば，管渠を取り巻く地中
や周辺の環境条件に大きく影響を受ける 6)．すなわち，劣化速度の速い管渠は特定の区域
に密集する可能性が高い．そこで本研究では，劣化速度が速い管渠が密集する重点管理区
域のスクリーニングを試みる．このとき，例えば従来の地域区分（行政区や下水処理場の
対象区域など）によって重点管理区域を設定できれば，既存のシステムが利用可能となる
ために，施策決定の面では簡便である．しかし，上述したように，管渠の劣化速度は地中
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や周辺の環境条件の影響を受ける．したがって，行政区の区割りと，（劣化速度に影響を及
ぼすと考えられる）腐食環境の区割りが一致する保証はない．そこで，管渠に対する目視
点検データを用いて，最も細分化された単位，すなわち個別管渠単位で劣化速度（異質性
パラメータ）を推定する．推定された異質性パラメータ値と管渠の位置情報との関係から
空間的異質性分布を算出して，基準値を超える異質性パラメータ値を有する管渠が密集す
る区域をスクリーニングするようなボトムアップ方式を採用する．
個別管渠の劣化過程は混合マルコフ劣化ハザードモデル 14, 15) により表現可能である．

管渠に対する目視点検データを用いて管渠の劣化速度の異質性に関するベンチマーク分析
を行い，標準ハザード率と異質性パラメータを推定する．一般的に，標準ハザード率は可
観測要因による劣化速度を，異質性パラメータは個々の管渠が有する不可観測要因による
劣化速度を表し，これらの積によって個々の管渠の劣化速度，期待劣化パスや期待寿命を推
定する．ただし，この際，劣化速度が標準ハザード率と異質性パラメータの 2変数で定義
されることになる．本研究では取り扱いの容易さから，標準ハザード率で考慮すべき可観
測要因も不可観測要因として扱い，劣化速度を異質性パラメータで集約的に表現する．し
たがって，これ以降，劣化速度と異質性パラメータは同じ意味で使用する．
本研究の特長は，以上のように個別管渠に対する劣化予測が可能な点にある．個別管渠

の劣化速度を重点管理区域をスクリーニングする際の指標とした場合，劣化速度の速い管
渠は，現時点で健全度が低下していなくとも，今後急速に健全度が低下する可能性がある．
すなわち改築更新施策を長期的に見た場合，劣化速度によっては改築更新優先順位が入れ
替わるような現象が生じうる．劣化予測を行うことによって，現時点における改築更新施
策だけでなく，任意の将来時点における改築更新施策も検討できる．改築更新施策のよう
に長期的施策の策定においては，管渠の健全度と劣化速度の両方を勘案しながら，改築更
新施策を立案することが必要である 16)．実際に，改築更新施策のみならず，補修施策を
検討する際にも，現時点における健全度と劣化速度の両方を考慮することが一般的である．
この点については後に 4.6で述べる．

4.2.3 空間的劣化異質性の評価

重点管理区域（異質性パラメータ値が大きいという性質を有する区域）の可視化は，改築
更新施策を含む維持管理施策に対する説明責任を果たす上でも必要である．とりわけ，舗
装や下水道管渠のように空間的に広範囲に亘ってネットワークを形成している社会基盤施
設に対しては，空間情報とアセットマネジメント情報を紐づけて情報提供することが組織
内外における利害関係者との共通認識の醸成に有効である．個別管渠は緯度，経度情報を
有していることから，2次元平面上で緯度，経度と紐づけした形で敷設地点が与えられる．
最も簡単に重点管理区域を可視化する手法としては，管渠の異質性パラメータや余寿命を，
それぞれの管渠の敷設地点において，その値に応じて呈色することが考えられる．この手法
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は，スクリーニングされた重点管理区域内において改築更新優先順位を決定するような場
合には有効であるが，重点管理区域を特定するなど，ある一定の区域を対象とする意思決
定問題に対して有益な情報をもたらさない．実際に，大阪市内において劣化速度の速い管
渠が相対的に密集している区域をスクリーニングするという意思決定の内容と比べて，情
報量（異質性パラメータ）が多すぎる．区域のスクリーニングであることから，異質性パ
ラメータ値と管渠の地理情報との関係を俯瞰的に視覚化する，つまり異質性パラメータの
空間集積傾向に対する視認性を高めることが重要である．しかし，従来のアセットマネジ
メントでは，空間的な位置情報の利用は簡易なものに留まり 17)，位置情報自体の解析にま
で踏み込んだ事例はない．
位置情報自体を解析し，劣化速度が速い管渠が密集した区域を可視化する手法として，

カーネル密度推定法があげられる．本研究においても，重点管理区域の可視化手法として
カーネル密度推定法に着目する．カーネル密度推定法は，標本を用いて母集団の密度を表
現する平滑化された確率密度関数を推定する手法である．同手法では，定量化された管渠
密度に関する確率密度を用いることができるために，劣化速度が速い管渠の疎密について
定量的な評価を行うことができる．しかし，単純にカーネル密度推定法を用いると，管渠
の数が多い区域が管渠密度が高いと評価されてしまう（以下，単純な管渠数の多寡による
管渠密度を数的管渠密度と呼ぶ）．すなわち，管渠の劣化速度に関わらず，数的管渠密度
の高い区域が重点管理区域としてスクリーニングされることになる．本研究ではこの問題
を回避するために，デュアル・カーネル密度推定法に着目する．デュアル・カーネル密度
推定法では，数的管渠密度に対して劣化速度に応じた重み（異質性パラメータ）を乗ずる
ことによって異質性密度を推定し，さらにこれを数的管渠密度で除すことによって管渠数
の単純な粗密状態の影響を除外した上で，劣化速度の速い管渠が密集する区域を可視化す
る手法である．アセットマジメントにおいてデュアル・カーネル密度推定を援用して，空
間集積情報に基づいて改築更新施策を決定するような研究事例は，著者らの知る限り存在
しない．

4.3 混合マルコフ劣化ハザードモデルと推定
4.3.1 モデル化の前提条件

カレンダー時刻 s0を初期時点とする離散的時間軸 t = 0, 1, 2, · · · を考え，離散的時間軸
上の点を時点と呼び，カレンダー時刻と区別する．単位時間幅を 1に基準化する．管渠の健
全性を I個の健全度 i (i = 1, · · · , I)で表現する．iの値が大きくなるほど，劣化が進展して
いる．時点 tにおける管渠の健全度を状態変数 h(t) = i (i = 1, · · · , I; t = 0, 1, · · · )を用い
て表現する．管渠の劣化過程がマルコフ連鎖に従うと仮定し，離散時間軸上の単位時間間
隔における健全度間の推移確率をマルコフ推移確率を用いて表現する．推移確率は，時点
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tにおける健全度 h(t) = iを与件とし，次の時点 t+ 1における健全度 h(t+ 1) = j(j ≥ i)

が生起する条件付確率

Prob[h(t+ 1) = j|h(t) = i] = πij (4.1)

を用いて定義される．なお，微小時間での健全度の推移は 1段階である．式 (4.1)に表され
るマルコフ推移確率は所与の 2つの時点 t，t+ 1の間において生じる健全度間の推移確率
を示したものであり，当然のことながら，対象とする点検間隔が異なれば推移確率の値は
異なる．補修がない限り常に劣化が進行するので，πij = 0 (i > j)が成立する．また，推
移確率の定義より∑I

j=i πij = 1が成立する．すなわち，マルコフ推移確率に関して，

πij ≥ 0 (i, j = 1, · · · , I)

πij = 0 (i > jの時)∑I
j=i πij = 1

 (4.2)

が成立しなければならない．健全度 I は，補修のない限りマルコフ連鎖における吸収状態
であり，πII = 1が成立する．なお，マルコフ推移確率は過去の劣化履歴には依存しない．
マルコフ連鎖モデルでは，健全度が i− 1から iに推移した時点に拘わらず，時点 tから時
点 t+1の間に推移する確率は時点 tにおける健全度のみに依存するという性質（マルコフ
性）を満足する 18)．

4.3.2 混合マルコフ劣化ハザードモデルの定式化

混合マルコフ劣化ハザードモデルの詳細に関しては参考文献 14, 15)に詳しいが，ここで
は同モデルを簡単に紹介しておく．本研究では目視点検データに基づく個々の管渠の劣化
予測を目的としている．分析の対象とする管渠ネットワークをN 個の管渠グループ（評価
単位）に分割する．管渠グループは分析の目的に応じて設定する．本研究の 4.5では，劣
化予測を行政区単位と個別管渠単位で行う．そのため前者に対する管渠グループは行政区，
後者は個別管渠となる．管渠グループ n (n = 1, · · · , N)は，合計 ln個の管渠で構成されて
いる．管渠グループ nに固有なハザード率の異質性を表すパラメータ εnを導入する．この
とき，管渠グループ nの管渠 ln (ln = 1, · · · , Ln)の健全度 i (i = 1, · · · , I − 1)のハザード
率を，個別ハザード率

λlni = λ̃lni ε
n (4.3)

(i = 1, · · · , I − 1;n = 1, · · · , N ; ln = 1, · · · , Ln)

を用いて表す．ここに，λ̃lni は管渠グループ nの管渠 lnが有する健全度 iの平均的なハザー
ド率（以下，標準ハザード率）である．異質性パラメータ εnは，管渠グループ nの標準ハ
ザード率 λ̃lni からの乖離の程度を表す確率変数であり，εn ≥ 0が成立すると仮定する．異
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質性パラメータ εn > 1であり，かつ εnの値が大きくなるほど，当該管渠グループ nに含
まれる全ての管渠の劣化速度が，標準ハザード率に対して大きいことを表す．式 (4.3)にお
いて，全ての健全度のハザード率に，同一の確率変数 εnが含まれることに留意して欲しい．
これにより，ある健全度において劣化速度が速い場合，他の健全度の劣化速度も相対的に
速くなることを表すことができる．いま，異質性パラメータ εnがガンマ分布 f(εn|α, γ)

f(εn|α, γ) = 1

γαΓ(α)
(εn)α−1 exp

(
−ε

n

γ

)
(4.4)

から抽出された確率標本であると考える．ガンマ分布 f(εn|α, γ)の平均は αγ で，分散は
αγ2である．また，Γ(·)はガンマ関数である．さらに，平均 1，分散 1/ϕのガンマ分布の
確率密度関数 ḡ(εn|ϕ)は，

ḡ(εn|ϕ) = ϕϕ

Γ(ϕ)
(εn)ϕ−1 exp(−ϕεn) (4.5)

と表される．
ここで，管渠グループ n (n = 1, · · · , N)の異質性パラメータ εnの値を ε̄nに固定する．

このとき，管渠グループ nのある管渠 lnの健全度 iの寿命が ylni 以上となる確率 F̃i(y
ln
i )は，

指数ハザード率 (4.3)を用いて

F̃i(y
ln
i ) = exp(−λ̃lni ε̄

nylni ) (4.6)

と書き換えることができる．さらに，管渠グループ nの管渠 lnの第 1回目の点検時刻 τ lnA

において健全度が iと判定され，次の点検時刻 τ lnB = τ lnA + zln においても健全度が iと判
定される確率 πii(z

ln |ε̄n)は，

πii(z
ln |ε̄n) = exp(−λ̃lni ε̄

nzln) (4.7)

となる．また，点検時刻 τ lnA と τ lnB = τ lnA + zln の間で健全度が iから j (> i)に推移するマ
ルコフ推移確率 πij(z

ln |ε̄n)は，式 (4.3)より，

πij(z
ln |ε̄n) =

j∑
s=i

j−1∏
m=i, ̸=s

λ̃lnm

λ̃lnm − λ̃lns
exp(−λ̃lns ε̄nzln)

=

j∑
s=i

ψs
ij(λ̃

ln
) exp(−λ̃lns ε̄nzln) (4.8)

(i = 1, · · · , I − 1; j = i+ 1, · · · , I;n = 1, · · · , N)

と表すことができる 2)．ただし，λ̃
ln

= (λ̃ln1 , · · · , λ̃
ln
I−1)である．また，ψs

ij(λ̃
ln
)は

ψs
ij(λ̃

ln
) =

j−1∏
m=i, ̸=s

λ̃lnm

λ̃lnm − λ̃lns
(4.9)

となり，標準ハザード率のみの関数で表される．また，πiI(zln |ε̄n)に関しては，

πiI(z
ln |ε̄n) = 1−

I−1∑
j=i

πij(z
ln |ε̄n) (4.10)

51



と表すことができる．つぎに，パラメータ εnがガンマ分布，式 (4.5)に従って分布する場
合を考える．まず，健全度 iの寿命が ylni 以上となる確率は，式 (4.7)を用いて

π̃ii(z
ln) =

∫ ∞

0
πii(z

ln |εn)ḡ(εn|ϕ)dεn (4.11)

と表すことができる．マルコフ推移確率 π̃ii(z
ln)はハザード率の確率分布を考慮した点検

間隔 zln の平均的なマルコフ推移確率を表している．同様に点検間隔 zln の下で健全度 iか
ら健全度 jへ推移する平均マルコフ推移確率は，

π̃ij(z
ln) =

∫ ∞

0
πij(z

ln |εn)ḡ(εn|ϕ)dεn (4.12)

と表される．

4.3.3 目視点検データとハザード率

管渠グループn(n = 1, · · · , N)に属する管渠 ln (ln = 1, · · · , Ln)に関して 2回の目視点検
が実施されたと考える．4.3.2と同様に，目視点検が実施されたカレンダー時刻を (τ lnA , τ

ln
B )

と表す．ただし，τ lnA は第 1回の目視点検時刻であり，τ lnB は第 2回目の目視点検が実施さ
れたカレンダー時刻である．管渠グループ nに含まれる管渠 lnの点検サンプルには，第 1

回目の目視点検から第 2回目の目視点検が実施された時刻までの期間長 z̄lnと，これら 2回
の目視点検で観測された管渠の健全度 h̄(τ lnA )，h̄(τ lnB )に関する情報が記載されている．記
号「　̄」は，実測値であることを意味している．点検時点における健全度に基づいて，ダ
ミー変数 δ̄lnij (i = 1, · · · , I − 1, j = i, · · · , I；n = 1, · · · , N ; ln = 1, · · · , Ln)を

δ̄lnij =

 1 h̄(τ lnA ) = i, h̄(τ lnB ) = jの時
0 それ以外の時

(4.13)

と定義する．さらに，ダミー変数ベクトルを δ̄
ln = (δ̄ln11, · · · , δ̄

ln
I−1,I)，管渠の劣化速度に影

響を及ぼす管渠の構造特性や環境条件を表す特性行ベクトルを x̄ln = (x̄ln1 , · · · , x̄
ln
M )と表

す．ただし，x̄lnm (m = 1, · · · ,M)は管渠グループ n，管渠 lnの点検サンプルのm番目の
説明変数に関する期間 [τ lnA , τ

ln
B )における観測値を表す．また，第 1番目の説明変数は定数

項に該当する変数であり，恒等的に xln1 = 1である．管渠グループ nに属する管渠 lnの点
検サンプルが有する情報を ξln = (δ̄

ln , z̄ln , x̄ln)と表す．また，目視点検データ全体をΞと
表す．
さらに，管渠 ln の点検サンプルの期間 [τ lnA , τ

ln
B ) における劣化過程を個別ハザード率

λlni = λ̃lni ε
n (i = 1, · · · , I − 1)を用いて表現する．健全度 I はマルコフ連鎖の吸収状態で

あり，πII = 1が成立するためにハザード率 λ̃lnI は必然的に λ̃lnI = 0となる．管渠の劣化過
程を特徴づける標準ハザード率 λ̃lni (i = 1, · · · , I − 1;n = 1, · · · , N)は管渠の特性ベクト
ルに依存して変化すると考え，標準ハザード率 λ̃lni を特性ベクトル xln を用いて，

λ̃lni = exp(xlnβ′
i) (4.14)
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と表す．ただし，βi = (βi,1, · · · , βi,M )は未知パラメータ βi,m (m = 1, · · · ,M)による行ベ
クトル，記号「′」は転置操作を表す．また，xln1 = 1より，βi,1は定数項を表す．以上で定
義したパラメータ β, εをMCMC法によりベイズ推定する．

4.3.4 未知パラメータの階層ベイズ推定

未知パラメータ β, ϕ, εを階層ベイズモデルを用いて推定する．混合マルコフ劣化ハザー
ドモデルの階層ベイズ推定については，参考文献 15)に詳しいので，本研究で推定フロー
のみを示す．図–4.2に実際の推定フローチャートを示し，順に各ステップについて説明を
加える．

ステップ1　先験的情報を用いて事前分布のパラメータ値µ,Σ, α0, γ0を設定する．それら
はこれから推定するパラメータの制約条件となる．本研究では無条件事前分布として
分散のパラメータ値を大きく設定することとする．また，未知パラメータθ = (β, ϕ, ε)

の初期値 θ(0) = (β(0), ϕ(0), ε(0))を設定する．初期値の影響はサンプリング数の増加
とともに薄れていく．

ステップ 2-1　サンプリング回数 pの未知パラメータの部分ベクトル β(p)を次のように
発生させる．
β
(p)
1 を π(β1|β−1 (p−1), ϕ(p−1), ε(p−1),Ξ)からランダムサンプリングする．

β
(p)
2 を π(β2|β−2 (p−1), ϕ(p−1), ε(p−1),Ξ)からランダムサンプリングする．
　 · · ·

β
(p)
I−1を π(βI−1|βI−1 (p−1), ϕ(p−1), ε(p−1),Ξ)からランダムサンプリングする．

ステップ 2-2　サンプリング回数 pの未知パラメータの部分ベクトル ε(p)を次のように
発生させる．
ε
(p)
1 を π(ε1|β(p), ϕ(p−1), ε−1 (p−1),Ξ)からランダムサンプリングする．
ε
(p)
2 を π(ε2|β(p), ϕ(p−1), ε−2 (p−1),Ξ)からランダムサンプリングする．
　 · · ·

ε
(p)
K を π(εK |β(p), ϕ(p−1), ε−K (p−1),Ξ)からランダムサンプリングする．

ステップ 2-3　サンプリング回数 nの未知パラメータの要素 ϕ(p)を π(ϕ|β(p), ε(p),Ξ)か
らランダムサンプリングする．

ステップ 3　十分大きな nに対して p > pならば θ(p) = (β(p), ϕ(p), ε(p))を記録する．

ステップ 4　 p = p̄ならば計算を終了する．p < p̄ならば p = p + 1としステップ 2へ
戻る．
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図–4.2 ベイズ推定フロー

54



以上のギブスサンプリングにおいて，推移核を

Ø(θ(p− 1),θ(p)|Ξ)

=
I−1∏
e1=1

π(β(p)
e1 |β

−e1 (p−1), ϕ(p−1), ε(p−1),Ξ)

·
K∏

e2=1

π(ε(p)e2 |β
(p), ϕ(p−1), ε−e2 (p−1),Ξ)

·π(ϕ(p)|β(p), ε(p),Ξ) (4.15)

と定義する．このとき，θ(p) (p = 0, 1, · · · )は推移核Ø(θ(p− 1),θ(p)|Ξ)を持つマルコフ
連鎖である．さらに，このマルコフ連鎖の定常状態を π(θ|Ξ)と表す．十分大きな pに対
して，このようなマルコフ連鎖が定常状態に達していると考えれば，ギブスサンプリング
による θ(p = p + 1, p + 2, · · · , p̄)のサンプリングは同時事後確率密度関数 π(θ|Ξ)からの
サンプリングと等しくなる．したがって，ギブスサンプリングによって得られるこれらの
標本 θ(p = p+ 1, p+ 2, · · · , p̄)を用いて，パラメータベクトル θ = (β, ϕ, ε)の同時事後確
率密度関数に関する統計量を計算することも可能となる．ただし，ステップ 2で利用する
条件付き事後確率密度関数からは直接にランダムサンプリングすることができない．

4.4 重点管理区域のスクリーニング
4.4.1 カーネル密度推定法

管渠の改築更新施策を検討するためには，混合マルコフ劣化ハザードモデルの異質性パ
ラメータ（劣化速度）の推定に加えて，改築更新工事の水平的同期化を目的として，劣化
速度が速い管渠が密集する重点管理区域をスクリーニングする必要がある．すなわち，2次
元平面上に点在する管渠の異質性パラメータといった離散的情報を，例えば確率密度関数
などによる連続的情報に変換することによって，劣化速度が速い管渠の空間集積傾向を視
覚的に把握しやすくすることが重要である．カーネル密度推定法は，密度を推定する管渠
の位置を中心として，任意に指定した範囲内の点密度を，当該管渠からの距離減衰効果に
基づく重み付けによって計算する手法である．すなわち，離散的情報の集合である点分布
の形態的特徴を点分布よりも視覚的にわかりやすく抽出する．さらに各管渠に対して推定
した確率密度関数を，対象とする全ての管渠に対して予め定めたルール（本研究の場合は
異質性パラメータ値で重み付け）で重合させ，管渠全体の空間集積傾向を表す確率密度関
数を求める．カーネル密度推定に関する既往研究として，土木分野においても観光者の行
動分析 19)，商店街の店舗密度分析 20)などがあるが，交通事故・犯罪分野の研究事例 21)

が数多い．また，2次元平面に時間軸を導入して，犯罪発生の 3次元時空間集積を分析し
た研究事例もある 22)．
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いま，任意の空間座標 (x, y)における総数N の管渠全体のカーネル密度推定量は，

fh(x, y) =
1

Nh2

N∑
n=1

K

[
x− xn
h

,
y − yn
h

]
(4.16)

と定義できる 23)．式中の xn と yn はそれぞれ管渠 nの緯度と経度を表す（なお，4.3に
おいて，nは管渠のグループ数を表していたが，本研究では個別管渠 1本を 1グループと
設定することから nを管渠数として扱い，説明を単純化する）．また，Kはカーネル関数，
hはカーネル関数のバンド幅パラメータである．このカーネル関数Kが管渠 nからの任意
距離の地点に対して，管渠 nが持つ影響力の大きさを表す．カーネル関数に適用される関
数にはガウシアン関数，イパネクニコフ関数，四次関数などがあり，本研究では一般的な
2変量ガウシアン関数を採用している．ただし，カーネル関数の設定については，維持管
理者の知見（例えば，環境条件が同じと見なせる管渠の存在範囲，工事の集約化の範囲）
等を勘案することにより，適切な関数形を設定する必要があることに留意されたい．ただ
し，カーネル密度の具体的な算定においては，バンド幅パラメータ h（各管渠からの検索
半径）の設定がカーネル関数の選定よりも推定結果に大きな影響を及ぼす．検索半径が大
きければ滑らかで広域的な集積傾向を示せるが，全体的に平滑化されるためにカーネル密
度推定量は特徴の少ない結果となる．一方で，検索半径が小さければ局地的な集積傾向を
表す．そのため，推定過程では，適当な結果と見なされるまで検索半径を繰り返し調整す
る必要があるとされる 23)．
下水道管渠の重点管理区域のスクリーニングで着目すべきは，劣化速度が速い管渠の空

間集積傾向である．しかし，式 (4.16)のカーネル密度推定量は単純な管渠数の多寡を表す数
的管渠密度である．そこで，4.3で推定した異質性パラメータ値 εnを用い，各管渠のカー
ネル密度を各管渠の異質性パラメータ値で重み付けして管渠全体で重合させ，管渠全体の
カーネル密度推定量を算出する．いま，異質性パラメータ εnを推定し，改めてカーネル密
度推定量 ĝh(x, y)を

ĝη(x, y) =
1

η2

N∑
n=1

ε̂nK

[
x− xn
η

,
y − yn
η

]
(4.17)

ε̂n =
εn∑N
n=1 ε

n
(4.18)

のように，異質性パラメータ εnの加重平均とカーネル関数Kとの積により定式化する．後
に，式 (4.16)と式 (4.17)においてそれぞれの密度を比較するため，本研究では，便宜的に
式 (4.16)を重みなしカーネル C4密度推定量，式 (4.17)を重み付きカーネル密度推定量と
呼ぶ．異質性パラメータ値を重みとする重み付きカーネル密度を用いることにより，劣化
が速いという特定の性質を有する管渠の密度を強調して可視化することが可能である．
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図–4.3 デュアル・カーネル密度推定例

4.4.2 デュアル・カーネル密度推定法

重み付きカーネル密度推定により，劣化速度が速い管渠が密集する区域をスクリーニン
グすることは可能であると考えられるが，数的管渠密度の影響をさらに低減しておく必要
がある．この問題に関して，図–4.3を用いて説明する．同図には，3種類のカーネル密度
を模式的に示している．なお，本研究で対象とする下水道管渠は，管渠ごとに緯度，経度
の位置情報が紐付けられているために，これまで述べてきたようにカーネル密度は 2変量
となるが，ここでは説明を単純化するために 1変量カーネル密度を考える．図中の白丸は
個別管渠の敷設位置関係を表している．青実線は個別管渠に対する重み付きカーネル関数
である．劣化速度が速い管渠ほど，異質性パラメータが大きくなるので，重み付きカーネ
ル密度も大きくなる．同図においては，右から 1番目に位置する管渠のカーネル密度が突
出して大きく，劣化速度が速いことが理解できる．黒実線は式 (4.17)で表される管渠全体
に対する重み付きカーネル密度分布である．黒実線は大きく 2つのピークを有しているが，
左のピークの最大値の方が大きい．このとき，再び個別管渠に着目すると，左のピークを
形成している管渠には，重み付きカーネル密度が高い管渠が含まれていないことがわかる．
このように，管渠が空間的に均等に敷設されておらず，管渠の粗密状態に空間的な偏りが
ある場合には，劣化速度よりも管渠の数量で重み付きカーネル密度分布のピークが決まっ
てしまう場合が少なくない．本研究の分析においても，劣化速度が速い少数の管渠で形成
されている区域と，劣化速度の遅い多数の管渠で形成されている区域では同程度の密度が
得られる．つまり，重み付きカーネル密度推定量では，数的管渠密度の影響を大きく受け
るために，劣化速度の多寡を過小評価する可能性がある．本研究の重点管理区域は，劣化
速度が速い管渠が密集した区域であるために，管渠数量の影響を除外して，劣化速度の速
い管渠が密集する区域を適切に評価する必要がある．
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デュアル・カーネル密度 24, 25)は，このような数的管渠密度の影響を考慮可能な手法で
あり，具体的には異質性パラメータ値で重み付けしたカーネル密度推定量（式 (4.17)）を，
管渠の数的なカーネル密度推定量（式 (4.16)）で除して規準化を行うことによって，

Dε(x, y) =
ĝη(x, y)

fh(x, y)
(4.19)

と表される．また，本研究では，重点管理区域のスクリーニングと改築更新対象管渠の抽
出に関して，管渠の劣化速度（異質性パラメータ）に基づく方法論を展開してきたが，実
務における改築更新優先順位は老朽度と劣化速度に基づいて決定される．この場合には，
管渠 nの老朽度（4.5で対象とする大阪市では老朽度点）を anとすると，老朽度に関する
カーネル密度推定量は，

k̂η(x, y) =
1

η2

N∑
n=1

ânK

[
x− xn
η

,
y − yn
η

]
(4.20)

ân =
an∑N
n=1 a

n
(4.21)

と表される．このとき，老朽度と劣化速度の両方を同時に考慮したデュアル・カーネル密
度は，

D(x, y) =
1

Nη2

N∑
n=1

ânε̂nK

[
x− xn
h

,
y − yn
h

]
(4.22)

ânε̂n =
anεn∑N
n=1 a

nεn
(4.23)

と定義できる．式 (4.19)と式 (4.22)のいずれのデュアル・カーネル密度推定を用いても，
管渠の重み付きカーネル密度推定では形態的特徴として視覚化が難しい，劣化速度が速い
管渠の密集区域などをスクリーニングすることができる．実際に，デュアル・カーネル密
度推定を援用して，通常のカーネル密度推定では気づきにくかった住宅侵入窃盗リスクの
高いエリアを明らかにした研究事例 5)などがある．図–4.3には，デュアル・カーネル密
度分布を赤実線で示している．概念的な表現ではあるが，デュアル・カーネル密度推定を
用いることにより，管渠の数量よりも異質性パラメータ値が密度に反映され，上述した問
題を解消できていることが読み取れる．

4.5 実証分析
4.5.1 データベースの概要

大阪市では，下水道管渠に対する目視点検結果に関して，大阪市建設局による「管路施
設の維持管理指針」 26)に基づき，管渠の変形，クラック，目地不良等を加点評価した老朽
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表–4.1 5段階健全度評価基準 26)

健全度 老朽度点 老朽度 判定
5 0≦ a＜ 3

C 修繕部分を検討．
4 3≦ a＜ 5

3 5≦ a＜ 8
B 改築更新の対象．

2 8≦ a＜ 10

1 10≦ a A
改築更新の対象．
優先順位高い．

注）5段階の健全度は，本研究で独自に設定した．また，老朽度点は，管渠
内の硫化水素濃度，侵食状態，変形などの点検項目の総合点で決定される．

度点を算出し，さらに老朽度点を用いて老朽度を A，B，Cの 3段階で評価している．本
研究ではこれらの老朽度を参考にしながらも，表–4.1に示すように独自に 5段階の健全度
を設定した．健全度 5が健全性が最も高い状態で，健全度が低下するに従って健全性も低
下する．なお，本研究ではこれまで便宜的に健全度 1が最も健全性が高い状態であると述
べてきたので，この点について留意されたい．
大阪市が管理する下水道管渠を対象として，1982年から 2011年にかけて実施された目

視点検データをもとにデータベースを作成した．今回の分析では，管渠ごとに，1回分の
点検データのみ獲得可能であった．マルコフ劣化ハザードモデルでは 2回の点検データを
1データサンプルとして取り扱うが，管渠のような埋設構造物の場合，点検データが 1回
分しか利用可能でない場合が少なくない．このような状況では，通常データサンプルを獲
得することができない．そこで，点検台帳に記録された竣工年度を利用して，仮想的に竣
工時点（供用開始後 0年）の健全度を 5と設定する．この操作により，竣工時点を 1回目
の点検時点，さらに実際の 1回目の点検時点を 2回目の点検時点として取り扱い，2回の
点検データとその点検間隔で構成されるデータサンプルを作成する．その結果，本研究に
おいては，全てのデータサンプルの 1回目の健全度が 5となった．以上の操作により獲得
できたデータサンプル数は 215,230である．さらに，下水道管渠ごとに，構造特性や環境
条件に関する情報が収録されている．本研究では，管渠の所在地（緯度および経度），点
検年度，竣工年度，評点，構造特性や環境条件に関する情報が全て揃っているデータサン
プルを推定に用いることとする．その結果，除外したデータサンプル数は 196,381であり，
混合マルコフ劣化ハザードモデルの推定のために，最終的に合計 18,849のデータサンプル
が利用可能となった．
以下，4.5.2では下水道管渠に対して，1）異質性パラメータを行政区単位で設定した分

析と，2）個々の管渠単位で設定した分析を行う．一方で，標準ハザード率には説明変数を
考慮せず，劣化速度の相違は全て異質性パラメータで集約的に表現する．これは本研究の
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表–4.2 混合マルコフ劣化ハザードモデルの推定結果

事後分布 健全度 定数項
統計量 βi,1

期待値 1 -3.777

(下限 5%, 上限 5%) (-3.910, -3.628)

期待値 2 -2.544

(下限 5%, 上限 5%) (-2.699, -2.386)

期待値 3 -2.517

(下限 5%, 上限 5%) (-2.658, -2.367)

期待値 4 -1.248

(下限 5%, 上限 5%) (-1.428, -1.055)

期待値 分散パラメータ 3.301

(下限 5%, 上限 5%) ϕ (1.995, 4.792)

対数尤度 −24, 004

目的が劣化速度の速い管渠区域のスクリーニングにあるためであり，劣化速度を異質性パ
ラメータという 1つの変数に集約化して，補修優先順位の決定を単純化するためである．当
然のことながら，研究の目的が劣化要因の分析にあるときには，標準ハザード率に説明変
数を考慮する必要がある．

4.5.2 管渠の劣化予測結果

行政区単位の評価

行政区ごとに管渠グループを作成し，劣化速度および期待寿命を推定する．具体的には，
行政区ごとに異質性パラメータ（総数 24）を設定して，18,849データサンプルを用いて混
合マルコフ劣化ハザードモデルの未知パラメータ β, ε, ϕおよび期待劣化パスを推定する．
表–4.2に混合マルコフ劣化ハザードモデルの推定結果を示す．各パラメータの事後分布の
期待値 β̂，ϕ̂だけでなく，それぞれの 90%信頼区間の上下限値，およびGeweke検定統計
量 27) を併せて示す．収束判定は Geweke検定統計量を用いて判断する．サンプリング回
数を 21,000 回とし，収束区間として最初の 1,000回分のサンプルを除いた 20,000回分の
結果より，事後分布を推定した．Geweke検定統計量はいずれも有意水準 5%の閾値である
1.96を下回っていることが確認できる．
行政区単位で設定した管渠グループごとに推定した異質性パラメータを表–3に示す．異

質性パラメータは ε = 1.0をベンチマーク（全体平均）とする相対的な劣化速度を示す指標
である．異質性パラメータが大きいと劣化が速い．同表より，最も劣化が速いのは大正区
であり，全体平均よりも 1.474倍速いことが読み取れる．これらの推定結果を用いて，期
待劣化パスを求める．該当する行政区に存在する管渠の各健全度における期待寿命（任意
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表–4.3 異質性パラメータの推定結果（行政区単位）

異質性 異質性
行政区 パラメータ 行政区 パラメータ
大正区 1.474 鶴見区 0.990

浪速区 1.412 福島区 0.976

港区 1.338 西成区 0.954

西淀川区 1.308 東淀川区 0.950

住之江区 1.295 中央区 0.948

西区 1.289 平野区 0.883

此花区 1.226 北区 0.849

淀川区 1.189 東成区 0.847

住吉区 0.816

天王寺区 0.803

都島区 0.777

城東区 0.727

生野区 0.702

東住吉区 0.700

旭区 0.691

阿倍野区 0.589

の健全度における滞在時間）ET ln
i は，式 (4.6)を用いて，

ET ln
i =

∫ ∞

0
dF̃i(y

ln
i ) =

1

λ̃lni
(4.24)

と表される．また，初期時点から健全度 i (i = 2, · · · , I)に進展するまでに要する平均的所
要時間E[T ]ln(i)は，

E[T ]ln(i) =

i∑
j=1

1

λ̃lnj
(4.25)

と定義でき，これを期待劣化パスと呼ぶ．図–4.4に表–4.2と表–4.3の推定結果を用いた
行政区単位の管渠の期待劣化パスを示す．期待寿命が最も短いのは大正区：51.5年であり，
反対に最も長いのは阿倍野区：106.1年である．赤色太線は，全管渠の平均的な期待劣化パ
ス（ベンチマーク，異質性パラメータ ε = 1.0の場合）であり，期待寿命は 82.9年である．
異質性パラメータ ε ≥ 1の場合，当該行政区の管渠の期待寿命はベンチマークよりも短く，
相対的に劣化速度が速い管渠グループに分類できる．すなわち，行政区単位で管渠の改築
更新施策を検討する際には，全 24行政区のうちの 8行政区が重点管理区域に設定されるこ
とになる．
つぎに，各行政区の異質性パラメータ（平均的な劣化速度）の多寡を図–4.5に示す．図–

4.5では，平均的な劣化速度を表現する異質性パラメータ ε = 1.0を閾値とし，行政区間に
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図–4.4 行政区別の期待劣化パスの推定結果

おける管渠の劣化速度を区分する．赤色で示される区域は，ε ≥ 1であり，区域内の管渠は
平均的な劣化速度と比較すると劣化速度が速い管渠が多いことを示す．一方で，青色で示
される区域は，ε < 1であり，区域内の管渠は平均的な劣化速度と比較すると劣化速度が
遅い管渠が多いことを示す．図–4.5より，赤色区域で示す異質性パラメータ値の大きな管
渠を多数有する行政区は西側の沿岸部付近に集中していることがわかる．これは，沿岸部
周辺に共通する環境条件が管渠の劣化速度に大きく影響を与えることを示している．とり
わけ，沿岸部は埋立地であるために，地盤が軟弱であることから不等沈下に起因するひび
割れや変形が生じている可能性が高いと考えられる．このような劣化速度の多寡に着目し
て，その劣化要因を明らかにした上で，その内容を点検項目や点検要領に反映させること
ができれば，管渠の維持管理を高度化することができる．図–4.4に示したように，期待劣
化パスを用いて行政区ごとの劣化状態を確認することも 1つの方法であるが，図–4.5の地
理情報とリンクさせ，劣化状態を空間的に表示させた方が視覚的に理解しやすい（組織内
外において共通認識を醸成させやすい）．

管渠単位の評価

管渠グループを行政区単位から各管渠単位に変更した場合の期待劣化パスを示す．この
場合には，個別管渠ごとに異質性パラメータを設定することになる．18,849本の管渠に対
する異質性パラメータの推定結果を図–4.6に示す．異質性パラメータの分布から異質性パ
ラメータはベンチマークである 1.0付近に集まっていることが見て取れるが，2.0付近に第
2のピークを確認することができる．これ以降の分析を重ねることにより，直近の改築更
新工事（スクリーニング）の対象となるのはこれらの管渠が多数を占めることになる．
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注）赤色は異質性パラメータ ε ≥ 1の行政区，青色は ε < 1の行政区であ
る．劣化速度の速い管渠は沿岸部を中心に分布していることが読み取れる．

図–4.5 行政区単位での異質性分布

図–4.6 パラメータの推定結果（個別管渠単位）
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図–4.7 個別管渠の期待劣化パス

図–4.7に，管渠ごとの期待劣化パス：18,849本にベンチマークとなる ε = 1.0を加えた
計 18,850本の管渠の期待劣化パスを示す．異質性パラメータの設定単位となる管渠グルー
プに含まれる管渠数が少なくなると（今回のように 1本の管渠に 1つの異質性パラメータ
を設定すると），期待劣化パスや期待寿命はベンチマークから大きくかけ離れる可能性も
高くなる．これは，異質性パラメータを設定する基本単位を細分化するほど，1グループ単
位で利用可能なデータが減少するために特異なデータ（極端に劣化が速いデータ，あるい
は遅いデータ）が含まれていると，それによって推定結果が大きく影響を受けてしまうた
めである．実際に，行政区単位の期待劣化パス（図–4.4）と図–4.7を比較すると，期待劣
化パスの変動は明らかに大きくなっている．一方，図中の赤色太線は，異質性パラメータ
を個々の管渠で設定した場合のベンチマーク（異質性パラメータ ε = 1.0の場合）であり，
期待寿命は 82.2年である．期待寿命に関しては，図–4.4の期待寿命 82.9年と相違はない．
本研究では，標準ハザード率に説明変数を考慮していないので，図–4.7の期待寿命は各

管渠の異質性パラメータの多寡によって決まる．期待劣化パスは改築更新優先順位を決定
する際に有用な情報を与えうるが，下水道管渠のように改築更新工事の水平的同期化が必
要な場合には，劣化情報（異質性パラメータ）と位置情報を融合させて空間情報として表
現した方が視覚的に理解しやすい．そこで，図–4.8に，大阪市内の今回対象とした全ての
コンクリート管渠の点分布（図–4.8(a)）と，異質性パラメータ 2.0以上の劣化速度の速い
管渠の点分布（図–4.8(b)）を示す．行政区を基本単位とした（図–4.5）では重点管理区
域をスクリーニングするという目的に対して情報量が少なかった（空間的に粗かった）．し
かし，図–4.8(b)は情報量が過剰であり，管渠の密集度合いが判断しずらい．また，管渠
の異質性パラメータ 2.0以上を同一色で表示しているので，定量的に評価した異質性パラ
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メータの情報の価値を低減させている．劣化速度の速い管渠が密集する区域をスクリーニ
ングするためには，個別管渠の劣化に関する点分布ではなく，それらを集約させる形で空
間集積傾向を把握することが重要である．このように意思決定の目的（今回の場合は重点
管理区域のスクリーニング）に応じた適切なアウトプットを提示することがアセットマネ
ジメントの実践上の重要課題である．

4.5.3 重点管理区域のスクリーニング

デュアル・カーネル密度推定

管渠の改築更新施策を検討するためには，個々の管渠の劣化予測と異質性パラメータの推
定に加えて，劣化速度が速い管渠が密集する重点管理区域をスクリーニングする必要がある．
先述したように，推定された異質性パラメータ値で構成される異質性点分布（図–4.8(b)）
だけでは改築更新の優先順位を決定することは困難である．そこで，この異質性点分布に
対して，デュアル・カーネル密度推定法を援用し，空間的劣化異質性分布を算出して重点
管理区域をスクリーニングする．はじめに，異質性パラメータ値と管渠の位置情報（緯度・
経度）を用いて，それぞれカーネル密度推定を行い，異質性密度分布（重み付きカーネル密
度分布）と数的管渠密度分布（重みなしカーネルC4密度分布）を推定する．さらに，デュ
アル・カーネル密度推定法により異質性密度分布を規準化することによって空間的劣化異
質性分布を得る．なお，4.4で示した通り，カーネル関数としては，2変量ガウシアンカー
ネル関数を用い，バンド幅パラメータ ηと hは数回の試行錯誤を経て，異質性管渠密度分
布には η = 0.006（SI単位系に直すと 660m程度），数的管渠密度分布には h = 0.012と
設定した．これは異質性パラメータ（劣化速度）に対しては局所性を強調するために相対
的に小さい値を設定する一方で，数的管渠密度分布に対しては管渠の数的影響を除外する
（平滑化する）ために相対的に大きい値を設定した．また，これにより管渠数が少ない区域
のカーネル密度推定値（式 (4.16)であり，式 (4.19)の分母）が極端に小さくなることを避
け，その区域のデュアル・カーネル密度が特異的に大きくなることを防止した．
図–4.9(a)に異質性パラメータに対するカーネル密度分布（異質性密度分布）を示す．密

度の高い順に赤，橙，黄，黄緑，青となっている（呈色が暖色に近いほど劣化速度が速い
管渠が密集していることを示す）．同図より港区・大正区・西区・浪速区・中央区西部に劣
化速度の速い管渠が密集していることがわかる．これは，図–4.5で赤色で示す劣化速度の
速い行政区と同様の傾向である．しかし，分析対象区域（大阪市）の境界付近に位置する
西淀川区・此花区・住之江区は，数的管渠密度が小さくなるために，図–4.5とはやや異な
る傾向を示した．
異質性密度分布と比較するために，図–4.9(b)に数的管渠密度分布を示す．数的管渠密

度分布は，管渠の数量のみを表現し，劣化速度の多寡に関する情報は含まれない．同図よ
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（a）本研究で対象とした管渠の分布

（b）異質性パラメータ分布（ε ≥ 2.0）

図–4.8 下水道管渠と異質性パラメータに関する点分布
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表–4.4 改築更新優先度の区分

デュアル・カーネル密度推定
高 低

重み付き
カーネル
密度推定

高 a)大正区など c)中央区など
緊急度：中 緊急度：低

低 d)南港など b)東成区など
緊急度：高 緊急度：低

り，管渠密度は工業地域が集中する沿岸部が高いことがわかる．図–4.9(a)に示す異質性
密度分布と比較すると，呈色された領域にほとんど差異が見られない．これは，4.4.2で
指摘したように，異質性密度分布は数的管渠密度分布の影響を大きく受けており，劣化速
度が速い管渠が点在している区域よりも，劣化速度がそれほど早くない管渠が密集してい
る区域の方が重点管理区域としてスクリーニングされる．すなわち改築更新優先順位が高
いと判断される可能性を示唆している．
劣化速度を表す異質性密度分布を，管渠の密集度合いを表す数的管渠密度分布で規準化

する必要がある．そこで，大阪市の点検データに対してデュアル・カーネル密度推定法を
適用した場合の推定結果を図–4.10に示す．図–4.9(a)に示す異質性密度分布（重み付き
カーネル密度分布）と比較すると，デュアル・カーネル密度分布は，呈色された区域が大
幅に縮小されている．これは，デュアル・カーネル密度推定法によりカーネル密度を規準
化したために，数的管渠密度の影響が低減され，劣化速度が速い管渠が密集する区域のみ
を効率よく呈色できていることを示す．本研究ではこのデュアル・カーネル密度を空間的
劣化異質性分布と定義する．

カーネル密度と改築更新優先順位

重み付きカーネル密度（異質性密度分布）とデュアル・カーネル密度（空間的劣化異質
性分布）に着目すると，大阪市の管渠の劣化に関する特徴を次に示す 4つのカテゴリーに
区分することができる（表–4.4も併せて参照されたい）；a)重み付きカーネル密度とデュ
アル・カーネル密度ともに高い区域（ともに暖色の区域），b)重み付きカーネル密度とデュ
アル・カーネル密度ともに低い区域（ともに寒色の区域），c)重み付きカーネル密度は高い
が，デュアル・カーネル密度は低い区域，d)重み付きカーネル密度は低いが，デュアル・
カーネル密度は高い区域．a)については，数的管渠密度が高くかつ劣化速度が速い管渠が
多い区域である．大正区や港区が該当する．a)に該当する区域は，劣化速度が速い管渠が
多いために改築更新を検討すべき区域ではあるが，管渠の数も多いので健全な管渠で劣化
速度が速い管渠の機能を代替できる可能性があるならば，改築更新時期を計画的に決定で
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きる．b)については，管渠密度が低くかつ劣化速度が速い管渠が少ない区域である．多数
存在するが，代表的には東成区や生野区が該当する．b)に該当する区域は，劣化速度が速
い管渠が少なく管渠の数も少ないために，重点管理区域には該当せず，管渠の改築更新の
優先度は低い．c)については，管渠密度は高いが，劣化速度が速い管渠が少ない区域であ
る．西区北東部や浪速区東部，中央区が該当する．c)に該当する区域は，管渠密度が高い
ために，管渠密度の偏りの影響を大きく受け，重みつきカーネル密度推定では重点管理区
域と判定されるが，管渠密度の影響を除いたデュアル・カーネル密度では重点管理区域と判
定されない区域である．d)については，管渠密度は低いが，劣化速度が速い管渠が多い区
域である．鶴見区東部や南港がこの傾向を示す．d)に該当する区域は，劣化速度が速い管
渠が多く，管渠の改築更新を検討に入れるべき区域ではあるが，a)の場合とは異なり，管
渠の数は少ないために，健全な管渠で劣化速度が速い管渠の機能を代替できない可能性が
ある．すなわち，損傷発生時に改築更新までの猶予がなく最も優先すべき重点管理区域で
あるといえる．以上の傾向より，本研究では，改築更新の優先度を d)≥a)≥b)=c)とする．

4.6 管渠改築更新シミュレーション
4.6.1 前提条件

混合マルコフ劣化ハザードモデルを用いて，目視点検データを獲得している全ての管渠
に対する劣化予測を行い，さらにデュアル・カーネル密度分布の上位 (ω× 100) %に対して
改築更新工事を実施する数値シミュレーションを行う．改築更新工事は 2014年～2018年
を第一期，2019年～2023年を第二期，それ以降は一期 5年と設定した．ωは下水道管渠の
管理水準であり，ωの値が大きくなると改築更新対象となる管渠の数は増加する．ωの設
定に関しては，過去数年間の大阪市における管渠改築更新実績をもとに算定することが実
務ともっとも整合的であると考えられることから，本研究では ω = 0.05（1期 5年間で全
体の 5%の管渠を改築更新することを意味する）を採用し，これを管理水準のベースライン
と設定する．
本研究の特長は，劣化異質性（正確にはデュアル・カーネル密度）に基づいて改築更新対

象管渠を抽出することにある．シミュレーションのなかで，改築更新対象管渠は当該期に
おいて改築更新されることになる．この際に，改築更新後の管渠は改築更新前と同じ劣化
速度を有する保証はなく，むしろ異なると考えるべきである．しかし，実際に改築更新さ
れた管渠の劣化過程に関する点検データを得ることは不可能である．したがって，次期改
築更新計画を立てるために，再び前期と同じ点検データを用いて混合マルコフ劣化ハザー
ドモデルを推定し，異質性パラメータに基づいて上位 (ω × 100) %を抽出すると，前の期
と同じ管渠が再び改築更新対象管渠として抽出されることになる．これを回避するために，
改築更新対象管渠の抽出（重点管理区間のスクリーニング）に，劣化異質性だけでなく，健
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全度（老朽度）の影響も考慮したデュアル・カーネル密度分布を使用する．また，改築更
新工事の対象として選定された管渠は，次期の改築更新工事の対象（重点管理区域）から
は除外した．なお，具体的な改築更新対象管渠の抽出方法は 4.6.2で提案する．
改築更新施策を比較評価するために，改築更新対象となる管渠比率（全管渠に占める割

合）をリスク管理指標として設定する．管渠の劣化現象の再現は，先と同様に混合マルコ
フ劣化ハザードモデルにより推定される推移確率 π̃ij(z

n)および異質性パラメータ εn を
用いて行う．推移確率 π̃ij(z

n)は，健全度 h(t) = iを与件とし，時刻 zn 経過後に健全度
h(zn) = j(j ≥ i)が生起する条件付確率であるために，任意の点検間隔 zを設定すれば，該
当管渠に対する次期の健全度の生起確率が計算できる．得られた生起確率に基づき，確率
的に次期の健全度を決定することにより，管渠の劣化現象のシミュレーションを行う．

4.6.2 改築更新施策シミュレーション

改築更新対象管渠の抽出

いま，管渠 n(n = 1, 2, · · · , N)のデュアル・カーネル密度Dε(xn, yn)を式 (4.19)に基づ
いて算出する．このとき，デュアル・カーネル密度が大きい順に，

Dε(x1′ , y1′) ≥ Dε(x2′ , y2′) ≥ · · ·

≥ Dε(xn′ , yn′) ≥ · · · ≥ Dε(xN ′ , yN ′) (4.26)

と並べ替える．このとき，管渠の管理水準 ωを所与とした管渠数に関するVaR指標VaRα
ω

を，

VaRα
ω = argmax

n∗

{
n∗

∣∣∣ n∗∑
k=1

k

N
≤ ω

}
(4.27)

と定義する 28)．ただし，argは，式 (4.27)の右辺を最大にする n∗を指定する記号である．
また，上付き添え字 αは，管渠数に関する VaR指標であることを表している．VaRα

ω は，
管理水準を満たす最大の管渠数，すなわち上位 (ω × 100) %の管渠を決定するための指標
である．さらに，ここで集合Ωα

ω(n
∗)を定義する．集合Ωα

ω(n
∗)は「管渠の管理水準 ωの下

で，改築更新対象となる管渠の集合」を表している．ここで，管渠の管理水準を管渠数で
はなく，管渠延長で規定する場合には，上と同様の手順でVaR指標VaRβ

ω を

VaRβ
ω = argmax

n∗

{
n∗

∣∣∣ n∗∑
k=1

sk
S

≤ ω
}

(4.28)

と定義できる．式中の skは管渠 kの延長，Sは管理対象となる管渠の総延長である．なお，
改築更新対象管渠は，管渠数や管渠延長だけでなく，工事費用などの予算制約を指標とし
て決定することも可能である．
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以上の手順によりデュアル・カーネル密度に基づいて，水平的同期化を考慮した改築更
新対象管渠 Ωα

ω(n
∗)，Ωβ

ω(n∗)を決定することが可能となる．一方で水平的同期化を考慮せ
ずに，単純に異質性パラメータ値の多寡のみに基づいて改築更新対象管渠を決定すること
もできる．これは式 (4.26)を老朽度点 anや異質性パラメータ εnで置き換えて，

ε1∗ ≥ ε2∗ ≥ · · · ≥ εn∗ ≥ · · · ≥ εN∗ (4.29)

と並び替えればよい，このときの VaR指標 VaRγ
ω，改築更新対象管渠集合 Ωγ

ω(n∗)は，水
平的同期化を考慮していないために，工事費用は高くなる一方で，リスクは最小化できる．
本研究では，老朽度点や異質性パラメータに基づくこの改築更新施策をフロンティア施策
とする．

改築更新後の劣化シミュレーション方法

シミュレーション上，改築更新対象管渠は改築更新されることになるが，当然のことな
がら改築後の管渠に対する目視点検データを獲得することはできない．そこで，改築更新
後の管渠の劣化速度に関して，標準ハザード率 λ̃ni は改築更新前と同じ値を利用すること
として，異質性パラメータ εnに関しては推定したガンマ分布（期待値 1.0，分散 3.301の
ガンマ分布，表-4.2参照）から乱数を発生させることによって，その値を決定する．標準
ハザード率と異質性パラメータの積として得られるハザード率（劣化速度）を用いてマル
コフ推移確率行列を算出して，これを用いたシミュレーションにより，当該期終了時点に
おける健全度を算出する．このときの健全度に対して，表–4.1を参照して健全度に応じた
老朽度の平均値を与える．例えば，健全度が 3であれば，老朽度点は 6.5となる．ただし，
健全度 1に対しては老朽度点 20を与える．このとき式 (4.22)に基づいて老朽度と異質性
パラメータを用いて，デュアル・カーネル密度を推定して，改築更新対象管渠を抽出する．
この操作をシミュレーション終了期間に到達するまで繰り返す．

4.6.3 シミュレーション

老朽度と劣化速度（異質性パラメータ）を同時に考慮したデュアル・カーネル密度を式
(4.22)に基づいて算出した結果を図–4.11に示す．密度の推定に際しては，老朽度と異質
性パラメータの最大値が 1.0となるように規準化した．
今回用いた目視点検データは，1回目の点検データを仮想的に 5と設定したことにより，

老朽度と劣化速度に相関が見られたために，図–4.10と比較すると，本来であれば大差な
い結果となる．しかし，改築更新工事に巻き込まれる健全な管渠の数を減少させることを
目的して，バンド幅パラメータ ηを 0.003に再設定したことによって，デュアル・カーネル
密度の高い区域が局所化される結果となった．さらに，図–4.12に，第一期の重点管理区
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域としてスクリーニングされた管渠を改築更新した後の，第二期重点管理区域（2019年～
2023年）を示す．図–4.11と比較すると，空間的異質性密度の高い区域に変化が見られる．
暖色で示される劣化速度が速い管渠が密集する区域が，改築更新前は大正区や港区であっ
たが，西区，浪速区，住之江区，北区，西淀川区に変化していることがわかる．改築更新
前後の暖色で呈色された区域を併せて確認すると，概ね図–4.5で赤塗で示す劣化速度が速
く重点的な維持管理が必要と考えられる行政区に加えて，北区の一部にも暖色の呈色が確
認される．北区は，図–4.5では青塗で表現される区域である．行政区のような既存の枠組
みによる評価では，このような局所的な区域は広域的区域（行政区）の影響を受けて平滑
化されるために，改築更新工事の優先順位が高くならずに改築更新が見送られる可能性が
ある．デュアル・カーネル密度推定により，行政区などの既存の枠組みでは評価が困難と
なる潜在的な重点管理区域の特定をより精緻に行えることを示した．以上のように，空間
的劣化異質性分布を用いることによって，重点管理区域や改築更新工事計画，さらには工
事の進捗状況や変遷を把握しやすくなる．
管理水準 ωのもとで管渠延長に関する VaRβ

ω に基づき改築更新対象管渠 Ωβ
ω(n∗)を抽出

して当該期において改築更新するようなシミュレーションを行う．管理水準を変化させた
複数の改築更新施策の妥当性をリスク管理指標の経時的変化で評価する（図–4.13）．はじ
めに，同図中の黒線に着目する．実線は管理水準 ω = 0.05のもとで，空間的劣化異質性分
布に基づいて改築更新対象管渠を抽出する施策（提案施策）であり，ベンチマーク施策と
呼ぶ．この場合，コンクリート管渠の総延長 3,005kmのうちの 5%は約 150kmに相当し，
管渠は 5年おきに 150km改築更新されることになる．また，黒点線は水平的同期化を考慮
しない場合のフロンティア施策である．両者を比較すると，提案施策よりもフロンティア
施策の方がリスク管理指標を低減していることがわかる．提案施策ではリスク管理指標が
増加傾向にあるが，これはデュアル・カーネル密度を改築更新の判断基準としているため
に，デュアル・カーネル密度の高い管渠の周辺に存在する健全な管渠が改築更新工事に巻
き込まれているためだと考えらえる．一方で，フロンティア施策は，対象期間内のいずれ
においてもリスク管理指標が低減されているが，前述したようにリスク最小化のみを考慮
して工事費用を無視した施策であり，現実的には実用性に欠ける．実際の改築更新施策は
この 2つの施策の間（同図中の灰色部）に位置することが予想される．したがって，現在
の大阪市における ω = 0.05の改築更新施策はリスク管理指標を 50年間に亘って概ね維持
することができると推察される．参考までに，図–4.14は 2014年時点における管渠の健全
度比率を示したものである．すでに健全度 1の改築更新対象管渠が 15%ほど存在しており，
シミュレーション開始当初はこれらの積み残しを解消しきれず，さらに健全度 3と 4の一
部の劣化が進行して改築更新対象に加わることによって，リスクが増加すると考えられる．
つぎに，図–4.13の橙線に着目する．これらは ω = 0.08に相当する．点線で示したフロ

ンティア施策より，大阪市の下水道管渠に対しては管渠全体の 8%を 5年間で改築更新す
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るような施策を講じることによって，約 25年後にリスク管理水準をほぼゼロに抑えること
ができる．一方で，デュアル・カーネル密度に基づいて改築更新管渠を選定したとしても，
リスク管理水準を現状維持できることが読み取れる．ω = 0.05と比較すると，このように
数パーセント予算を増加させるだけで，状況が大きく変化することがある．これは反対も
同様である．青線は ω = 0.03であるが，フロンティア施策であっても，ベンチマーク施策
（黒実線）と大差がなくなる．したがって，リスク管理水準は管理水準 ωに対して非常に感
度が高いために，その設定には十分注意する必要がある．現状においては，ω = 0.05が将
来に亘って現在のサービス水準を維持する分岐点であり，少しでも予算を削減すると，状
況は劇的に変化する．したがって，一度決めた改築更新費用を近視眼的に削減することは
将来世代の負担を増加させることになる 31)．以上を総合的に勘案すると，下水道管渠に対
する大阪市の現在の改築更新施策は概ね妥当であるといえる．

4.7 おわりに
本研究では，老朽化が進む下水道コンクリート管渠を対象として，劣化速度の速い管渠

が密集する重点管理区域をスクリーニングするとともに，重点管理区域の管渠を集約的に
改築更新するための方法論を提案した．具体的には，下水道管渠に対する目視点検データ
を用いて，管渠の劣化過程を混合マルコフ劣化ハザードモデルで表現し，劣化速度の異質
性に関するベンチマーク分析を行い，個々の管渠の異質性パラメータを推定した．つぎに，
異質性パラメータの推定値と管渠の位置情報から，デュアル・カーネル密度分析を援用し
て，劣化速度の空間的劣化異質性分布を評価した．さらに，空間的劣化異質性分布に基づ
いて，相対的に劣化速度が速い管渠が密集する重点管理区域をスクリーニングするととも
に，シミュレーションを通して管渠の改築更新施策を検討した．大阪市が管理する下水道
コンクリート管渠への適用を通して，1）コンクリート管渠の期待寿命は 82.2年であるが，
混合マルコフ劣化ハザードモデルによる推定結果から，個々の管渠の期待寿命は大きく変
動する，2）デュアル・カーネル密度推定法を援用して，空間的劣化異質性分布を作成する
ことによって，重点管理区間のスクリーニングが可能であり，直近の改築更新施策だけで
なく，任意の将来時点における改築更新施策の検討が可能であること，3）数値シミュレー
ションを通して大阪市が実施している改築更新施策が長期的視点においても妥当であるこ
と，を示した．
一方で，本研究に関して残された課題には，以下のようなものがある．第 1に，改築更

新工事を集約化する水平的同期化施策による費用削減効果を定量的に評価する必要がある．
本研究では改築更新した管渠は改築更新前と同じ管渠であることを暗に仮定していた．し
かし，今後より耐久性の高い管渠が開発され実用化される際には，改築更新の判断に費用
便益分析が不可欠となる．その際には水平的同期化による費用削減効果を考慮した分析が
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求められる．第 2に境界付近の推定精度向上があげられる．本研究ではこの問題を解決す
るために，デュアル・カーネル密度を推定する際に，2種類のバンド幅パラメータを設定
した．設定方法を概念的に示したが，試行錯誤を繰り返した結果であり，恣意性を排除で
きていない．恣意性を完全に排除できないまでも，境界付近の空間的劣化異質性分布の精
度を向上させる方法論を開発する必要がある．第 3に，本研究成果を他の自治体，あるい
は他の社会基盤施設へ展開（展開可能性の検討も含む）していくことが考えられる．実際
に，下水道管渠は埋設構造物であることから，大半の管渠に対して点検を実施することが
できていない自治体が存在する．大阪市の点検データはそのような意味において極めて貴
重であり，本研究成果をベンチマークとして，大阪市以外の自治体に展開していくことは
実務的には極めて有用である．
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（a）異質性密度分布（重み付きカーネル密度分布）

（b）数的管渠密度分布（重みなしカーネル C4密度分布）

図–4.9 カーネル密度推定の結果
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図–4.10 空間的劣化異質性分布（デュアル・カーネル密度）

図–4.11 第一期重点管理区域（2014年～2018年）
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図–4.12 第二期重点管理区域（2019年～2023年）（管理水準：0.05）

図–4.13 管渠改築更新シミュレーション結果
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図–4.14 下水道管渠の健全度分布
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第5章 空間マッピングを用いた下水道管渠の健全度シ
ミュレーションと改築更新区域の抽出

5.1 はじめに
下水道管理者は，人的・財政的リソースの制約のもとで，下水道施設と下水道事業を効

率的に管理・運営することが求められている．とりわけ，下水道管渠は老朽化が顕在化し
つつあり，それらを効率的に維持管理するためのアセットマネジメント手法が普及してき
ている．なかでも，下水道管渠の調査データを用いた統計的劣化予測手法 1)を基幹技術と
するアセットマネジメントの実践的研究 2)や実務への試行的導入が進んでいる．ただし，
下水道管渠は埋設構造物であるために，管理対象区域に存在する全ての管渠を対象とした
悉皆調査を実施することが困難である．下水道管理者は，調査を実施した管渠だけでなく，
調査未実施管渠を含めた全管渠に対して，改築更新計画（本研究では，改築更新は管路更
生工法および開削敷設替え工法を含む総称として用いる 3)）を立案する必要がある．その
ためには調査実施管渠において部分的に獲得された調査データを用いて，全管渠の劣化予
測と健全度シミュレーションが可能な方法論の開発が不可欠である．
調査未実施管渠の劣化予測を行う方法としては，調査実施管渠を対象に推定された劣化

予測モデルを調査未実施管渠に移転 4)して使用することが考えられる．しかしながら，管
渠の劣化は，構造条件，使用条件，環境条件など，多様な要因が複合的に作用し合うこと
によって進行する事象であると考えられるために，モデルの移転可能性を担保できない場
合も少なくない．その一方で，下水道管渠の場合，管渠が敷設されている地中環境には距
離に依存した同質性が認められることから，調査実施管渠とその周辺の調査未実施管渠と
の劣化速度の間には類似性が存在し，その類似性によって劣化要因の多様性を集約的に表
現できる可能性がある．そのため，劣化速度の空間的関係性を考慮することにより，調査
実施管渠の劣化速度に基づいて，調査未実施管渠の劣化速度を記述するようなルール（空
間マッピングモデル）を見出すことができれば，管理対象区域における調査未実施管渠も
含めた全ての管渠の劣化予測と健全度シミュレーションが可能になる．さらに，これらの
結果を活用して具体的な改築更新計画を策定する場合には，単純に個別管渠の劣化速度に
着目するのではなく，健全性が低いと推定される管渠が密集する区域をスクリーニング 5)

することによって老朽管渠の空間的集積傾向を視覚化し，改築更新工事の集約化を図る必
要がある．これは埋設構造物である管渠の実際の工事が管渠単位に実施されるのではなく，
工事費用や工事に伴う道路規制の縮減を目的として，ある一定の区域（マンホール間 2～4

スパン程度）で実施されている現状と整合的である．

81



以上の問題意識のもと，本研究では調査実施管渠の劣化予測結果に対し，劣化速度に関
する回帰クリギング手法 6)により，調査未実施管渠に対する劣化速度を空間的に補間する
ための方法論を提案する．さらに，推定された劣化速度を用いて予測される健全度情報を
もとに，デュアルカーネル密度分析 5)を援用して，健全性が低いと推定される管渠が密集
する区域をスクリーニングする．以下，5.2で本研究の基本的な考え方を述べる．5.3で調
査実施管渠に対する劣化予測手法 7)，5.4で調査未実施管渠に対する劣化速度の空間マッ
ピングモデルについて説明し，5.5で改築更新区域のスクリーニング手法について概要を
述べる．最後に，5.6で大阪市の下水道管渠に対する適用を通じて，本研究の有用性を検
証する．

5.2 本研究の基本的な考え方
5.2.1 下水道管渠に対する調査

我が国において，令和元年度末時点で標準耐用年数 50年を経過した下水道管渠の割合は
総延長の 5%程度である．これが 10年後には 15%程度，20年後には 35%程度と今後急速に
増加することが予測されている 8)．このような老朽管渠の増加や，下水道管渠に起因する
道路陥没事故の実情を踏まえて，平成 27年に下水道法に基づく維持修繕基準が創設され，
硫化水素による腐食の可能性の高い下水道管渠に対する 5年に 1回以上の点検が義務化さ
れた．しかし，点検義務化の対象となった管渠約 4,000kmは，全国の管渠の総延長約 48万
kmに対する割合の 1%程度にどどまっており，全管渠を対象とした点検の実施には現実味
はない．実際，下水道管渠は地中に埋設されているために，点検（マンホールの蓋を開け，
地上からの目視などによって目視可能な範囲の管渠内の状態を把握し，早期に異常箇所を
発見することを目的とする業務）により管渠内の状態を網羅的に把握することには限界が
あり，TVカメラ調査（管渠内の異常の有無を直接確認するための業務）を実施する場合
が多い．また，埋設されている区域によっては TVカメラ調査自体も困難である場合が少
なくなく，下水道管渠を適切に維持管理するためにも TVカメラ調査以外の代替技術を含
めて，管渠の状態を把握する必要がある．
図–5.1には，本研究の実証分析で対象とする大阪市における敷設年度別の管渠延長と調

査実施率を示している．大阪市においては，下水道管渠の標準耐用年数である 50年を 1つ
の目安として，1回目のTVカメラ調査を実施することを目標にしている．同図から読み取
れるように，1964年以前に敷設された管渠の調査実施率は約 90%に至っている．一方で，
1970年以降に敷設された管渠の調査実施率は低く，管渠の総延長に占める延長の割合も高
いことから，今後調査未実施管渠に対する効率的な状態把握が喫緊の課題となる．
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図–5.1 大阪市における敷設年度別の管渠延長と調査実施率

5.2.2 地理空間情報の活用と本研究の目的

近年，我が国では社会基盤施設の団塊的な老朽化に伴う補修・更新費の増加が見込まれ
ており，アセットマネジメントの必要性が高まりつつある．そのような中，蓄積された点
検データを用いて，社会基盤施設の劣化過程をモデル化する統計的劣化予測モデルが発展
している．とりわけ，マルコフ劣化ハザードモデル 1)の開発により，離散的な健全度で評
価された点検データを用いた劣化過程のモデル化が可能となった．また，小濱等は個別の
社会基盤施設が有する劣化過程の異質性を表現可能な混合マルコフ劣化ハザードモデル 7)

を提案した．これらの統計的劣化予測モデルでは，点検データの質・量が推定精度や信頼
性に多大な影響を及ぼす．実際に，維持管理の実務においては，舗装路面に対する路面性
状調査車の導入や，トンネルや橋梁を対象とした 5年に一度の近接目視点検の義務化等に
より，点検データが以前と比較して蓄積されてきている．しかし，管理者によっては，人
的・財政的リソースの制約や，点検の実施困難性等の理由により，管理対象とする社会基盤
施設全体に対する悉皆点検が困難な場合も少なくない．また，点検データが部分的に獲得
される場合であっても，管理者が維持管理計画を策定する際には，管理施設全体を対象と
する必要がある．しかし，既往の統計的劣化予測モデルは，当然のことながら，点検デー
タが獲得された施設に対してのみ劣化予測を行うものであり，点検未実施の施設に対する
劣化予測を行うことはできない．ただし，点検実施が困難な社会基盤施設であっても，そ
の劣化過程に多大な影響を及ぼすと考えられる構造条件，使用条件，環境条件等の属性情
報であれば，利用可能である場合が少なくない．実際，国土交通省では，「国土交通省デー
タプラットフォーム 1.0」をはじめとする，各種データプラットフォームの整備を進めてお
り，官民それぞれが保有する多様なデータを API（Application Programming Interface）
により連携する取り組みが進みつつある．また，地理空間情報活用推進基本法の成立によ
り，地理空間情報の高度な活用が求められており，社会基盤施設の維持管理分野において
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も活用が期待されている．このような社会的背景を踏まえると，地理空間情報を活用しな
がら，点検未実施の施設も含めた管理対象全域の施設に対する劣化予測やアセットマネジ
メントを展開可能な方法論は社会的ニーズが高いものと考えられる．
点検未実施の施設に対する劣化予測を行った事例として，貝戸等は，部分的に獲得され

た劣化予測結果と，降水量，地盤強度（CBR値），大型車交通量等の属性情報とを位置情
報を介して紐づけ，これらの属性情報によって劣化予測結果を説明する空間マッピングモ
デルを提案している 9)．さらに同モデルを用いることによって，ミャンマー国における新
規建設予定の道路舗装（点検データが全く獲得できていない道路舗装）の寿命評価を行っ
ている．しかしながら，当該研究では，点検データや属性情報の獲得に制約があり，周辺区
域間の環境条件の類似性により発生すると考えられる劣化速度の空間的関係性を考慮でき
ていない．そのため，空間的に偏在した区域で点検が実施された場合，劣化予測結果に空
間的な推定バイアスが生じる可能性があることを指摘している．そこで，本研究では，空
間マッピングモデルの考え方を踏襲しつつ，劣化速度の空間的関係性に着目することによ
り，調査未実施管渠の劣化速度を推定する手法を提案する．具体的には，1）部分的に獲得
された調査データから劣化速度を推定する，2）推定された劣化速度と属性情報とを管渠の
位置情報を介して紐づけ，劣化速度の空間的関係性を表す空間マッピングモデルを推定す
ることにより，調査未実施管渠の劣化速度を推定する，3）劣化予測結果をもとに作成した
健全度分布に対して，デュアルカーネル密度推定を用いて老朽管渠の空間的集積傾向を視
覚化し，改築更新区域を抽出する方法論を提案する．

5.2.3 空間的補間手法

本研究では，調査実施管渠の劣化速度に着目し，空間マッピングモデルを用いて，調査
未実施管渠の劣化速度の推定を行う．空間的なデータを取り扱う場合，対象データが離散
的な空間におけるデータ間の関係を扱うものか，連続的な空間におけるデータ間の関係を
扱うものかにより方法論が大別される．前者の場合，空間計量経済学 10)等の手法により
離散的な空間における関係を空間重み行列を用いて推定することが考えられる．後者の場
合は，地球統計学 11)等の手法により連続的な空間上の関係を推定することが一般的であ
る．本研究で対象とする下水道管渠は緯度・経度の情報を有しており，連続的な空間上の
関係を推定する地球統計学的手法が適している．
空間的補間手法の 1つとして，観測地点と予測地点との距離の逆数を重みとして，観測

値の重み付き平均により予測値を推定する逆距離加重法があげられる．逆距離加重法では，
予測点の周辺の重みが強く，距離が大きくなるほど重みが小さくなることから空間的自己
相関を考慮した補間が実施されている．一方で，逆距離加重法を用いて補間を行った際に
生じる問題として，空間的自己相関が影響する範囲の設定があげられる．空間的自己相関
の真の影響範囲と異なる範囲を用いて予測値を推定した場合，正確な補間を行うことが難
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図–5.2 空間的補間手法の概要

しくなる．また，図–5.2に示すように，観測値が得られていない地点 y1と観測値が得ら
れている地点 x1～x4に対して，y1からそれぞれの地点までの距離が等しい 2つのパター
ンを考える（同図中，便宜的に左側の予測値を y1，右側を y2とする）．逆距離加重法を用
いて予測値を推定すると，両パターンとも予測値は等しくなるために，観測地点と予測地
点の空間的な配置を考慮することができない．実際，下水道管渠は地上の建築物や道路網，
地下の埋設状況を考慮して敷設されるため，不規則な管渠網を形成する場合も少なくない．
そこで，本研究では，空間的自己相関の影響範囲を観測データをもとに推定し，観測地点
と予測地点の空間的な関係性も考慮可能な地球統計学手法の 1つであるクリギング 12)を
用いて空間補間を行うこととする．なお，詳細なクリギングの内容に関しては 5.4で説明
することとする．

5.2.4 改築更新工事の集約化

下水道管渠の改築更新工事を実施する場合，敷設されている管渠の埋設状況や道路利用
者への影響を踏まえて，改築更新が必要な老朽管渠だけではなく，当該管渠の周辺に存在
する複数の管渠も一括して改築更新する場合が多い．そのため，改築更新を実施する際に
は健全性が低いと推定される管渠だけでなく，健全性がそれほど低下していない管渠（そ
れ単独で判断すれば改築更新がなされない管渠）も含めた改築更新工事を行っているのが
現状である．また，下水道管渠は埋設構造物であるために，高頻度な調査や予防的補修が
難しく，効率的な改築更新を実施することが実務上の重要な課題である．そのため，老朽
管渠の密集する区域を対象として優先的に改築更新するような工事の集約化が必要である．
ただし，本研究で対象とする大阪市のように，下水道管渠のストック数が多い管理者の場
合，調査データをもとに作成した健全度分布からだけでは，どの区域の改築更新を実施す
れば効率的に維持管理できるかを判断することが困難な場合も少なくない．また，最終的
な改築更新工事は，舗装工事やその他の地下埋設構造物の補修・更新工事との同期を勘案
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して行われることも多く，管渠の健全度分布のみで改築更新区域が一意に決定することに
は実務上の問題も多い．そこで本研究では，デュアルカーネル密度分析を援用して，老朽
管渠の密集する区域のスクリーニングを行い，改築更新対象となる管渠の空間的集積性を
可視化することを試みる．

5.3 混合マルコフ劣化ハザードモデルによる調査実施管渠に対する
劣化予測手法

5.3.1 モデル化の前提条件

カレンダー時刻 s0を初期時点とする離散的時間軸 t = 0, 1, 2, · · · を考え，離散的時間軸
上の点を時点と呼び，カレンダー時刻と区別する．単位時間幅を 1に基準化する．管渠の
健全性を I 段階の健全度 i (i = 1, · · · , I)で表現する．iの値が大きくなるほど，劣化が進
展している．時点 tにおける管渠の健全度を状態変数 h(t) = i (i = 1, · · · , I; t = 0, 1, · · · )

を用いて表現する．管渠の劣化過程がマルコフ連鎖に従うと仮定し，離散時間軸上の単位
時間間隔における健全度間の推移確率をマルコフ推移確率で表現する．推移確率は，時点
tにおける健全度 h(t) = iを与件とし，次の時点 t+ 1における健全度 h(t+ 1) = j(j ≥ i)

が生起する条件付確率

Prob[h(t+ 1) = j|h(t) = i] = πij (5.1)

によって定義される．なお，微小時間での健全度の推移は 1段階である．式 (5.1)に示す
マルコフ推移確率は所与の 2つの時点 t，t+ 1の間において生じる健全度間の推移確率を
示したものであり，当然のことながら，対象とする調査間隔が異なれば推移確率の値は異
なる．補修を行わない場合，常に劣化が進行するので，πij = 0 (i > j)が成立する．また，
推移確率の定義より∑I

j=i πij = 1が成立する．すなわち，マルコフ推移確率に関して，

πij ≥ 0 (i ≤ j)

πij = 0 (i > j)

I∑
j=i

πij = 1

(5.2)

が成立しなければならない．健全度 I は，補修をしない場合，マルコフ連鎖における吸収
状態であり，πII = 1が成立する．なお，マルコフ推移確率は過去の劣化履歴には依存しな
い．マルコフ連鎖モデルでは，健全度が i− 1から iに推移した時点に拘わらず，時点 tか
ら時点 t+ 1の間に iから jに推移する確率は時点 tにおける健全度のみに依存するという
性質（マルコフ性）を満足する 13)．
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5.3.2 混合マルコフ劣化ハザードモデルの定式化

分析対象とする管渠をK個のグループに分割する．5.3で対象とする管渠は全て調査が
実施済みであると考える．管渠グループ k (k = 1, · · · ,K)は，合計 Lk スパンの管渠で構
成され，各管渠単位で健全性に関する TVカメラ調査が実施される．管渠グループ kに固
有なハザード率の異質性を表すパラメータ εkを導入する．このとき，管渠グループ kの管
渠 lk (lk = 1, · · · , Lk)の健全度 i (i = 1, · · · , I − 1)のハザード率を，個別ハザード率

λlki = λ̃lki ε
k (5.3)

(i = 1, · · · , I − 1; k = 1, · · · ,K; lk = 1, · · · , Lk)

を用いて表す．ここに，λ̃lki は，管渠グループ kの管渠 lk が有する健全度 iのハザード率
（以下，標準ハザード率）である．異質性パラメータ εk は，標準ハザード率 λ̃lki からの乖
離の程度を表す確率変数であり，εk ≥ 0が成立すると仮定する．異質性パラメータ εk > 1

であり，かつ εkの値が大きくなるほど，当該管渠グループ kに含まれる全ての管渠の劣化
速度が，標準ハザード率に対して大きいことを表す．式 (5.3)において，全ての健全度のハ
ザード率に，同一の確率変数 εkが含まれることに留意してほしい．これにより，ある健全
度において劣化速度が大きい場合，他の健全度の劣化速度も相対的に大きくなることを表
すことができる．
以上の定式化においては一般性を持たせるために各管渠グループは複数スパンの管渠で

構成されることを想定している．例えば，貝戸等 5)は管渠グループとして大阪市内の行政
区を採用した．この場合，総グループ数はK = 24となり，各グループは数千から数万のス
パンの管渠で構成され，行政区単位の劣化予測が可能となる．これに対して，K = 1とす
れば，全体を 1つのグループと考えるようなマクロな劣化予測が可能となる．例えば，貝
戸等 14)，田中等 15)はこのモデルに基づき，後の式 (14)を用いて内径高さ，区間距離，施
工年度がコンクリート管渠の劣化に有意な影響を及ぼす劣化要因であることを明らかにし
た．一方で，本研究では個別管渠の劣化過程に着目する．このような場合には，総グルー
プ数は管渠のスパン数と等しく，管渠グループ kは 1スパンの管渠で構成されることにな
り，個別管渠のミクロな劣化予測が可能となる．すなわち，個別管渠 kのハザード率を

λki = λ̃ki ε
k (5.4)

と定義できる．本研究では，これ以降，個別管渠を対象とした記述とするが，複数スパン
の管渠で構成される管渠グループに着目する場合には，適宜式中の kを lkと置き換えてほ
しい．
異質性パラメータ εkがガンマ分布 f(εk|α, γ)

f(εk|α, γ) = 1

γαΓ(α)

(
εk
)α−1

exp

(
−ε

k

γ

)
(5.5)

87



から抽出された確率標本であると考える．ガンマ分布 f(εk|α, γ)の平均は αγ で，分散は
αγ2である．また，Γ(·)はガンマ関数である．さらに，平均 1，分散 1/ϕのガンマ分布の
確率密度関数 ḡ(εk|ϕ)は，

ḡ(εk|ϕ) = ϕϕ

Γ(ϕ)
(εk)ϕ−1 exp(−ϕεk) (5.6)

と表される．
ここで，管渠 k (k = 1, · · · ,K)の異質性パラメータ εkの値を ε̄kに固定する．このとき，

管渠 kの健全度 iの寿命が yki 以上となる確率 F̃i(y
k
i )は，式 (5.3)に示す指数ハザード率を

用いて

F̃i(y
k
i ) = exp(−λ̃ki ε̄kyki ) (5.7)

と書き換えることができる．さらに，管渠 kの第 1回目の調査時刻 τkAにおいて健全度が i

と判定され，次の調査時刻 τkB = τkA+ zkにおいても健全度が iと判定される確率 πii(z
k|ε̄k)

は，

πii(z
k|ε̄k) = exp(−λ̃ki ε̄kzk) (5.8)

となる．また，調査時刻 τkAと τkB = τkA + zkの間で健全度が iから j (> i)に推移するマル
コフ推移確率 πij(z

k|ε̄k)は，式 (5.3)より，

πij(z
k|ε̄k) =

j∑
s=i

j−1∏
m=i, ̸=s

λ̃km

λ̃km − λ̃ks
exp(−λ̃ks ε̄kzk)

=

j∑
s=i

ψs
ij(λ̃

k
) exp(−λ̃ks ε̄kzk) (5.9)

(i = 1, · · · , I − 1; j = i+ 1, · · · , I; k = 1, · · · ,K)

と表すことができる 1)．ただし，λ̃
k
= (λ̃k1, · · · , λ̃kI−1)である．また，ψs

ij(λ̃
k
)は

ψs
ij(λ̃

k
) =

j−1∏
m=i, ̸=s

λ̃km

λ̃km − λ̃ks
(5.10)

となり，標準ハザード率のみの関数で表される．また，πiI(zk|ε̄k)に関しては，

πiI(z
k|ε̄k) = 1−

I−1∑
j=i

πij(z
k|ε̄k) (5.11)

と表すことができる．つぎに，パラメータ εkがガンマ分布，式 (5.6)に従って分布する場
合を考える．まず，健全度 iの寿命が yki 以上となる確率は，式 (5.8)を用いて

π̃ii(z
k) =

∫ ∞

0
πii(z

k|εk)ḡ(εk|ϕ)dεk (5.12)
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と表せる．マルコフ推移確率 π̃ii(z
k)はハザード率の確率分布を考慮した調査間隔 zkの平

均的なマルコフ推移確率を表す．同様に調査間隔 zkのもとで健全度 iから健全度 jへ推移
する平均マルコフ推移確率は，

π̃ij(z
k) =

∫ ∞

0
πij(z

k|εk)ḡ(εk|ϕ)dεk (5.13)

と表される．

5.3.3 ハザード率と期待劣化パス

管渠 k(k = 1, · · · ,K)に関して 2回のTVカメラ調査が実施されたと考える．3.(2)と同
様に，TVカメラ調査が実施されたカレンダー時刻を (τkA, τ

k
B)と表す．ただし，τkAは第 1

回の調査時刻であり，τkB は第 2回目の時刻である．管渠 kのデータサンプルには，第 1回
目の TVカメラ調査から第 2回目の TVカメラ調査が実施された時刻までの期間長 z̄k と，
これら 2回のTVカメラ調査で観測された管渠の健全度 h̄(τkA)，h̄(τkB)に関する情報が記載
されている．記号「　̄」は，実測値であることを意味する．調査時点における健全度に基
づいて，ダミー変数 δ̄kij (i = 1, · · · , I − 1, j = i, · · · , I；k = 1, · · · ,K)を

δ̄kij =

 1 h̄(τkA) = i, h̄(τkB) = jのとき
0 それ以外のとき

(5.14)

と定義する．さらに，ダミー変数ベクトルを δ̄
k
= (δ̄k11, · · · , δ̄kI−1,I)，管渠の劣化速度に影

響を及ぼす管渠の構造条件や環境条件を表す特性行ベクトルを x̄k = (x̄k1, · · · , x̄kM )と表す．
ただし，x̄km (m = 1, · · · ,M)は管渠 kのデータサンプルのm番目の説明変数に関する期
間 [τkA, τ

k
B)における観測値を表す．また，第 1番目の説明変数は定数項に該当する変数で

あり，恒等的に xk1 = 1である．管渠 kのデータサンプルが有する情報を ξk = (δ̄
k
, z̄k, x̄k)

と表す．また，TVカメラ調査データ全体をΞと表す．
さらに，管渠 k のデータサンプルの期間 [τkA, τ

k
B) における劣化過程を個別ハザード率

λki = λ̃ki ε
k (i = 1, · · · , I − 1)を用いて表現する．健全度 I はマルコフ連鎖の吸収状態であ

り，πII = 1が成立するためにハザード率 λ̃kI は必然的に λ̃kI = 0となる．管渠の劣化過程
を特徴づける標準ハザード率 λ̃ki (i = 1, · · · , I − 1; k = 1, · · · ,K)は管渠の特性ベクトルに
依存して変化すると考え，標準ハザード率 λ̃ki を特性ベクトル xkを用いて，

λ̃ki = exp(xkβ′
i) (5.15)

と表す．ただし，βi = (βi,1, · · · , βi,M )は未知パラメータ βi,m (m = 1, · · · ,M)による行ベ
クトル，記号「′」は転置操作を表す．また，xk1 = 1より，βi,1は定数項を表す．
なお，本研究においては，標準ハザード率に特性ベクトル（劣化に対する説明変数）を

考慮せずに，定数項のみで標準ハザード率を表現し，劣化要因の影響は異質性パラメータ
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値に反映させることとする．すなわち，標準ハザード率を

λ̃ki = exp(βi,1) (5.16)

と表す．また，本研究では，未知パラメータ (β, ϕ, ε)の推定に階層ベイズ推定を用いるが，
具体的な方法論については参考文献 16)を参照されたい．ただし，一般的には式 (5.3)に示
したように，管渠 kの劣化速度は標準ハザード率と異質性パラメータの積で表される．し
かし，上述したように標準ハザード率が定数項のみで定義される場合，すなわちどの管渠
の標準ハザード率も同じ値を取る場合，劣化速度の相違は異質性パラメータの相違のみに
よって表現される．異質性パラメータは本来であれば，標準ハザード率において主たる劣
化要因を説明変数として内包させたうえで，それでもなお残存する劣化要因や不可観測要
因の影響を集約化した変数であるが，本研究においては管渠間の劣化速度の相違と異質性
パラメータの相違は等価となる．したがって，本論文内で劣化速度，異質性パラメータ，あ
るいは劣化異質性という表記は同じ意味として用いることが可能であり，適宜読み替えて
ほしい．
さらに，個別ハザード率 λki を用いれば，当該管渠の各劣化状態における期待寿命（任意

の健全度における滞在時間）ET k
i は，式 (5.7)を用いて，

ET k
i =

∫ ∞

0
dF̃i(y

k
i ) =

1

λki
(5.17)

と表される．また，初期時点（健全度 1）から，健全度 i (i = 2, · · · , I)に進展するまでに
要する平均所要時間E[T ](i)は，

E[T ](i) =
i∑

j=1

1

λkj
(5.18)

と定義でき，これを期待劣化パスと呼ぶ．また，混合マルコフ劣化ハザードモデルにおい
て，異質性パラメータの値を 1.0に設定することにより，全管渠グループの平均的な劣化
過程を表現できる．特にこの場合の期待劣化パスをベンチマーク曲線と定める．

5.4 空間マッピングモデルによる調査未実施管渠に対する劣化予測
5.4.1 クリギングの概要

周辺管渠間での環境条件の類似性に起因する劣化速度の空間的自己相関を考慮した分析
を行うに際して，5.2でも言及したように本研究では地球統計学的手法の一つであるクリ
ギングを用いる．地中に埋設された管渠の劣化過程は，管渠そのものの勾配不良や管内水
質等の限定的な条件の影響も考えられるが，面的な条件，すなわち地中環境の影響も無視
できない．当該管渠の地中環境はその周辺においては同質であり，距離に依存する形で連
続的に変化していくものと考えられる．
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クリギングの詳細な説明については，参考文献 17)− 21)に譲るが，ここでは読者の便宜
を図るため，その概要を述べる．クリギングでは，観測データは確率場からの実現値であ
ると考え，D ⊂ R2上の確率場 Z := {Z (s) ; s ∈ D}において，観測位置 s1, · · · , sn ∈ D

における確率変数 Z (s1) , · · · , Z (sn)の実現値である z (s1) , · · · , z(sn)が観測データであ
る．対象とする区域の観測データから空間相関をモデル化することによって任意の地点に
対する最良線形不偏予測量を求めることが可能になる．また，空間相関をモデル化するに
あたり，クリギングでは，2次定常または固有定常を仮定している．2次定常では，2つの
確率変数間の距離 hの関数として共分散関数 C(h)を

C (h) = E [{Z (u)−m} {Z (u+ h)−m}]

= E [Z (u)Z (u+ h)]−m2 (5.19)

と定義する．式中，mは区域内に共通の平均，uは位置ベクトルを表す．固有定常では距
離 h離れた際の値の差を非類似度，非類似度の分散の半分をセミバリオグラム γ (h)とし，
距離 hの関数として，

γ (h) =
1

2
V ar [Z (u+ h)− Z (u)]

=
1

2
E
[
{Z (u+ h)− Z (u)}2

]
(5.20)

と定義する．さらに，2次定常性が満たされる場合，固有定常性も満たされ，

γ (h) = C (0)− C(h) (5.21)

の関係が成立する．そのため，クリギングでは，観測データからセミバリオグラムを推定
したうえで，共分散関数を推定するのが一般的である．本研究では，劣化速度の空間補間
に際して，クリギング手法の 1つである回帰クリギングを援用することにより，調査未実
施管渠に対する異質性パラメータの推定や，さらにそれを用いた健全度の推定，劣化予測
を行うこととする．

5.4.2 回帰クリギング

モデルの説明

下水道管渠の劣化速度には，埋設地点における環境条件等により，空間的なバイアスが
生じていると考えられる．そのため，分析対象とする区域内における平均が一定でない場
合に使用されるクリギング手法を適用することが必要である．平均変化を考慮したクリギ
ング手法としては，回帰クリギング 6)や普遍クリギング 22)，外生ドリフトクリギング 23)

等があげられる（なお，回帰クリギングと普遍クリギングは区別しない場合もある）．既
往研究の分析結果でも示されているように，下水道コンクリート管渠の劣化は硫酸腐食の
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図–5.3 セミバリオグラムの概要

影響が大きいこと，また管渠の構造条件である内径高さの違いにより劣化速度に多大な差
異が発生することが示されている 24)．そのため，管渠特性が劣化速度に与える影響を除い
たうえで，その残差に対して空間的自己相関を仮定することが必要である．以上のことか
ら，本研究では管渠特性（管渠の属性情報）を考慮した劣化速度の空間補間を行うことが
可能な回帰クリギングを用いる．
回帰クリギングは，線形回帰モデルの誤差項間に空間的自己相関を仮定したモデルであ

り，被説明変数 z∗RK（本研究の場合，異質性パラメータ）は，

z∗RK =

np∑
d=0

θdsd +
n∑

f=1

ωfξf (5.22)

によって表される．ここで，sdは説明変数（スカラー），θdは回帰係数，npは説明変数の
数，ωf はクリギングの重み係数，ξf は誤差項，nは観測データ数である．通常の回帰分析
では，最小二乗法（OLS：Ordinary Least Squares）によりパラメータを推定する．この
とき，回帰分析に使用する最小二乗法の式は，

θ̂OLS =
(
S′S

)−1
S′y (5.23)

と表される．ただし，Sは説明変数行列，yは被説明変数を表す．しかしながら，最小二乗
法では，誤差項間に無相関を仮定している．そこで，誤差項間に空間相関を考慮可能な一
般化最小二乗法（GLS：Generalized Least Squares）を適用することにより最良な回帰モ
デルを推定する．このとき，一般化最小二乗法の式は，

θ̂GLS =
(
S′V −1S

)−1
S′V −1y (5.24)

と表される．ただし，V は共分散行列を表す．

セミバリオグラムの推定

5.45.4.1で説明したように，観測データからセミバリオグラムを推定したうえで，クリ
ギングを実施する際に必要な共分散行列（共分散関数）を推定する．また，限定的な観測
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データからセミバリオグラムを推定するために，セミバリオグラムが距離のみに依存する
等方性の仮定をおくとする．等方性を仮定した場合のセミバリオグラムの例を図–5.3に示
す．h = 0における値をナゲット効果と呼び，測定誤差などに起因して距離 0における非
類似度が 0にならないことを表す．非類似度はある一定の距離（レンジ）をこえるとセミ
バリオグラムの値が一定になると仮定し，その時の値をシルという．理論セミバリオグラ
ムとは，セミバリオグラムを少数のパラメータを用いた関数により，近似的に表現したモ
デルである．理論セミバリオグラムを観測データに基づき経験的に推定する方法を以下で
説明する．
図–5.4に理論セミバリオグラムの推定フローを示す．はじめに，対象区域内の全データ

の組み合わせに対して距離とセミバリオグラムを計算する．推定された値を縦軸にセミバ
リオグラム，横軸に距離を取った散布図を図示することによりバリオグラム雲を作成する
（ステップ a）．次に，横軸の距離を一定間隔で分割し，分割した各区間に対して，データ
の距離およびセミバリオグラムを平均化した hp, γ̄

(
hp

)をそれぞれ算出する．すなわち，
hp =

1

Nh(p)

Nh(p)∑
o=1

ho ; ((p− 1)∆h < ho≦ p∆h) (5.25)

γ̄
(
hp

)
=

1

Nh(p)

Nh(p)∑
o=1

γo ; ((p− 1)∆h < ho≦ p∆h)

(5.26)

と表される．ただし，Nh(p)は [(p− 1)∆h, p∆h]を満たすデータ数，∆hは分割幅を表す．
計算された平均セミバリオグラムを縦軸，平均距離を横軸に図示することにより，経験バ
リオグラムが得られる（ステップ b）．最後に，理論セミバリオグラムを経験セミバリオグ
ラムにより推定する．理論セミバリオグラムのモデル候補としては，指数型モデルや球形
型モデル，ガウス型モデルなど様々なモデルの適用が考えられる．選択したセミバリオグ
ラムモデルに対して，経験セミバリオグラムに適合する理論セミバリオグラムのパラメー
タを最小二乗基準を用いて推定する方法が提案されている．最小二乗基準の式は，

RSS (θ) =
P∑

p=1

{
γ̄
(
hp

)
− γ̂(hp; Ξ)

}2
(5.27)

と表される．ただし，Ξは理論セミバリオグラムのパラメータ集合を表す．しかしながら，
式 (5.27)は経験セミバリオグラムの不均一分散を考慮できないことから，重み付き最小二
乗基準

WRSS (θ) =

P∑
p=1

∣∣Nh(p)

∣∣
γ̂
(
hp; Ξ

)2 {γ̄ (hp)− γ̂
(
hp; Ξ

)}2

(5.28)

を用いた推定が提案されている 25)（ステップ c）．
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図–5.4 理論セミバリオグラムの推定フロー

パラメータの推定フロー

一般化最小二乗法の推定には式 (5.24)から理解できるように理論セミバリオグラムから
求める共分散行列が必要である．その一方で，理論セミバリオグラムのパラメータの推定
には，経験セミバリオグラムの計算を要し，線形回帰モデルの残差を求めるための共分散
行列が必要となる．そのため，共分散行列を推定するために共分散行列が必要になるとい
う論理的な矛盾が生じている．そこで，本研究では，反復計算を用いて理論セミバリオグ
ラムのパラメータを推定することにより 26)上記の問題を解消する．具体的なパラメータ
の推定フローを図–5.5に示す．はじめに，分析における前処理として，劣化速度を表す異
質性パラメータ値が非負であることを考慮して，また空間的関係性を正規分布近似させる
ことを目的として，異質性パラメータの対数化を行う．対数化された異質性パラメータと
説明変数を最小二乗法を用いて重回帰分析し，推定されたパラメータを回帰クリギングの
初期パラメータとして設定する．（ステップ I）．その推定結果を用いて線形回帰モデルの残
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図–5.5 理論セミバリオグラムのパラメータ推定フロー

差を計算し（ステップ II-1），経験セミバリオグラムを推定する（ステップ II-2）．次に，重
み付き最小二乗法を用いて経験セミバリオグラムから，理論セミバリオグラムのパラメー
タを推定することにより，共分散関数を決定する（ステップ II-3）．そのうえで，決定され
た共分散関数を用いて共分散行列Vを設定し，一般化最小二乗法により線形回帰モデルの
パラメータを推定する（ステップ II-4）．さらに，その線形回帰モデルのパラメータを用い
て残差を計算し，経験セミバリオグラムを推定する．以上のフローを線形回帰モデルのパ
ラメータが収束するまで繰り返し計算を行うことにより（ステップ III），理論セミバリオ
グラムと線形回帰モデルのパラメータを同時推定する．

5.4.3 空間マッピングモデル

調査実施管渠に対しては劣化速度の異質性評価を行い，その異質性パラメータ値と当該
管渠が存在する地点の属性情報とを位置情報を介して紐づけ，劣化速度の空間的関係性を
空間マッピングモデルによって表す．空間マッピングモデルによる劣化異質性評価は以下
の 2つの手順で構成される．
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混合マルコフ劣化ハザードモデル

管理対象区域に調査実施の管渠と未実施の管渠が合計K∗スパン存在する．この管渠網
の中で，K スパンの管渠 k(k = 1, · · · ,K)に対して調査が実施され，残りの管渠 k(k =

K +1, · · · ,K∗)では調査が実施されていない．このとき，調査実施管渠のデータを用いて，
混合マルコフ劣化ハザードモデルを推定し，管渠 k(k = 1, · · · ,K)における平均的なハザー
ド率 λki を用いて，当該管渠における平均的な劣化過程を表す期待劣化パスを作成する．こ
のため，まず異質性パラメータ εkを推定する．各管渠の平均的な劣化速度を表すハザード
率 λki は，式 (3)で表される標準ハザード率 λ̃ki と異質性パラメータ εkの積によって算出さ
れる．本研究では，後の回帰クリギングにおいて劣化速度の空間的自己相関を考慮した説
明変数の影響を分析する．そのため，混合マルコフ劣化ハザードモデルの推定においては，
標準ハザード率に劣化要因となる説明変数を考慮していない．また，劣化速度が推定され
た管渠は緯度・経度の位置情報を有している．異質性パラメータの推定値 εkが得られたK

スパンの管渠を対象に位置情報と紐づけ，管渠の劣化に影響を及ぼす可能性のある属性情
報（説明変数）を Sk，被説明変数を εklnとして回帰クリギングを実施する．回帰クリギン
グを実施することにより，異質性パラメータ値の空間特性を分析する．

回帰クリギングを用いた異質性補間

調査未実施管渠に対する異質性（劣化速度）評価を行うにあたり，ステップ IIで求めた
共分散関数を用いる．このとき，調査未実施管渠の異質性パラメータは，

ε̂ = exp(ε̂ln) (5.29)

と表される．ただし，ε̂lnは，

ε̂ln = s′∗θ̂GLS + c′∗V
−1(εln − Sθ̂GLS) (5.30)

によって推定される．このとき，θ̂GLSは一般化最小二乗法の解，c′∗は共分散関数を用いて
推定した予測地点（調査未実施管渠の敷設地点）と観測地点（調査実施地点）との間の共
分散行列，V は観測地点間の共分散行列，sおよび Sは予測地点および観測地点それぞれ
の説明変数行列を表す．式 (5.30)の右辺第二項 c′∗V

−1はクリギングを実施する際の重みを
計算しており，クリギング方程式の解を表している．そのため，式 (5.30)の第 1項は予測
地点の回帰予測結果（トレンド），第 2項が観測地点の誤差項の重みつき平均を表してい
ることが理解できる．すなわち，第 1項には調査実施管渠の劣化過程に影響を及ぼすと考
えられる劣化要因の影響が含まれており，第 2項には空間的距離の影響が含まれている．

96



5.5 改築更新対象区域のスクリーニング
5.5.1 カーネル密度推定法

管渠の改築更新施策を検討するためには，管渠ごとの健全性の推定に加えて，改築更新
工事の集約化を目的として，健全性が低いと推定される管渠が密集する区域をスクリーニ
ングする必要がある．すなわち，2次元平面上に点在する管渠の健全性といった離散的情
報を，例えば確率密度関数などによる連続的情報に変換することによって，健全性が低い
と推定される管渠の空間的集積傾向を視覚的に把握しやすくすることが重要である．この
ような手法のうち，本研究で着目するカーネル密度推定法は，密度を推定する管渠の位置
を中心として，任意に指定した範囲内の点密度を，当該管渠からの距離減衰効果に基づく
重み付けによって計算する手法である．すなわち，離散的情報の集合である点分布の形態
的特徴を点分布よりも視覚的にわかりやすく抽出する．さらに各管渠に対して推定した確
率密度関数を，対象とする全ての管渠に対して予め定めたルール（本研究の場合は健全度
で重み付け）で重合させ，管渠全体の空間的集積傾向を表す確率密度関数を求める．
いま，任意の空間座標 (x, y)における総スパンK∗の管渠全体のカーネル密度推定量は，

fζ(x, y) =
1

K∗ζ2

K∗∑
k=1

κ

[
x− xk
ζ

,
y − yk
ζ

]
(5.31)

と定義できる 27)．式中の xkと ykはそれぞれ管渠 kの緯度と経度を表す．また，κはカー
ネル関数，ζ はカーネル関数のバンド幅パラメータである．このカーネル関数 κが管渠 k

からの任意距離の地点に対して，管渠 kが有する影響力の大きさを表す．カーネル関数に
適用される関数にはガウシアン関数，イパネクニコフ関数，四次関数などがあり，本研究
では一般的な 2変量ガウシアン関数を採用している．ただし，カーネル関数の設定につい
ては，管理者の知見（例えば，環境条件が同じと見なせる管渠の存在範囲，工事の集約化
の範囲）等を勘案することにより，適切な関数形を設定する必要があることに留意された
い．また，カーネル密度の具体的な算定においては，バンド幅パラメータ ζ（各管渠から
の検索半径）の設定がカーネル関数の選定よりも推定結果に大きな影響を及ぼす．検索半
径が大きければ滑らかで広域的な集積傾向を示すことができるが，全体的に平滑化される
ためにカーネル密度推定量は特徴の少ない結果となる．一方で，検索半径が小さければ局
地的な集積傾向を表す．そのため，目的とするスクリーニング範囲に応じたカーネル関数
のバンド幅の設定が重要となる．
下水道管渠のスクリーニングで着目すべきは，健全性が低いと推定される管渠の空間的

集積傾向である．しかし，式 (5.31)のカーネル密度推定量は単純な管渠数の多寡を表す数
的管渠密度である．そこで，管渠の健全性を表す健全度 ikを用い，各管渠のカーネル密度
を各管渠の健全度で重み付けして管渠全体で重合させ，管渠全体のカーネル密度推定量を
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算出する．いま，健全度 ikを推定し，改めてカーネル密度推定量 ĝη(x, y)を

ĝη(x, y) =
1

η2

K∗∑
k=1

îkκ

[
x− xk
η

,
y − yk
η

]
(5.32)

îk =
ik

2∑K∗

k=1 i
k2

(5.33)

のように，健全度 ik の加重平均とカーネル関数 κとの積により定式化する．また，本研
究では，式 (5.33)で表すように，健全性が低いと推定される管渠の密集具合をより顕著に
表現するために，健全度を 2乗したものを重みとして採用している．後に，式 (5.31)と式
(5.32)においてそれぞれの密度を比較するため，本研究では，便宜的に式 (5.31)を重みな
しカーネル C5密度推定量，式 (5.32)を重み付きカーネル密度推定量と呼ぶ．健全度情報
を重みとする重み付きカーネル密度を用いることにより，健全性が低いという特定の性質
を有する管渠の密度を強調して可視化することが可能である．

5.5.2 デュアル・カーネル密度推定法

重み付きカーネル密度推定により，健全性が低いと推定される管渠が密集する区域をス
クリーニングすることは可能であると考えられるが，数的管渠密度の影響をさらに低減し
ておく必要がある．この問題に関して，図–5.6を用いて説明する．同図には，3種類のカー
ネル密度を模式的に示している．なお，本研究で対象とする下水道管渠は，管渠ごとに緯
度・経度の位置情報が紐付けられているために，これまで述べてきたようにカーネル密度
は 2変量となるが，ここでは説明を単純化するために 1変量カーネル密度を考える．図中
の白丸は個別管渠の敷設位置関係を表している．青実線は個別管渠に対する重み付きカー
ネル関数である．健全性が低い管渠ほど，健全度が大きくなるので，重み付きカーネル密
度も大きくなる．同図においては，右から 1番目に位置する管渠のカーネル密度が突出し
て大きく，劣化速度が速いことが理解できる．黒実線は式 (5.32)で表される管渠全体に対
する重み付きカーネル密度分布である．黒実線は大きく 2つのピークを有しているが，左
のピークの最大値の方が大きい．このとき，再び個別管渠に着目すると，左のピークを形
成している管渠には，重み付きカーネル密度が高い管渠が含まれていないことがわかる．
このように，管渠が空間的に均等に敷設されておらず，管渠の粗密状態に空間的な偏りが
ある場合には，健全性よりも管渠の数量で重み付きカーネル密度分布のピークが決まって
しまう場合が少なくない．本研究の分析においても，健全性が低いと推定される少数の管
渠で形成されている区域と，健全性が高いと推定される多数の管渠で形成されている区域
では同程度の密度が得られる．つまり，重み付きカーネル密度推定量では，数的管渠密度
の影響を大きく受けるために，健全性の程度を過小評価する可能性がある．本研究のスク
リーニングの対象は，健全性が低いと推定される管渠が密集した区域であるために，管渠
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図–5.6 デュアル・カーネル密度推定例

数量の影響を除外して，健全性が低いと推定される管渠が密集する区域を適切に評価する
必要がある．
デュアル・カーネル密度 28)は，このような数的管渠密度の影響を考慮可能な手法であ

り，具体的には健全度情報で重み付けしたカーネル密度推定量（式 (5.32)）を，管渠の数
的なカーネル密度推定量（式 (5.31)）で除して規準化を行うことによって，

D(x, y) =
ĝη(x, y)

fζ(x, y)
(5.34)

と表される．一方で，式 (5.34)は，分子が分母に対して大きい場合に管渠密度の低いエリ
アの値が高く推定されてしまう恐れがある．そのため，本研究ではデュアルカーネル密度
推定量を重み付きカーネル密度推定量の値に応じて，

D(x, y) =


0 ĝη(x, y) < δ

ĝη(x, y)

fζ(x, y)
それ以外のとき

(5.35)

と定義することにより，改築更新エリアの可視化を行うこととする．ただし，δは十分に
小さい値を表す．
式 (5.35)のデュアル・カーネル密度推定を用いた場合，管渠の重み付きカーネル密度推

定では形態的特徴として視覚化が難しい，健全性が低いと推定される管渠の密集区域など
をスクリーニングすることができる．図–5.6には，デュアル・カーネル密度分布を赤実線
で示している．概念的な表現ではあるが，デュアル・カーネル密度推定を用いることによ
り，管渠の数量よりも健全性が密度に反映され，上述した問題の解消が読み取れる．
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表–5.1 7段階健全度評価基準
本研究での健全度 大阪市健全度 評点

7 5 a=0

6
4

0＜ a＜ 4

5 4≦ a＜ 6

4

3

6≦ a＜ 8

3 8≦ a＜ 10

2 10≦ a＜ 12

1
2 12≦ a＜ 20

1 20≦ a

5.6 実証分析
5.6.1 データベースの概要

大阪市では，コンクリート管渠に対して TVカメラ調査を実施しており，「変形，クラッ
ク，目地不良，侵入水，浸食」の 5つの評価項目に対して 4段階の判定を行っている 29)．
判定された 5つの項目をもとに評点 aを算出し，表–5.1に示すような 5段階の健全度を設
定している 30)．一方で，本研究の分析においては，大阪市の健全度区分を参考にしつつも，
独自に設定した 7段階の健全度区分を用いて分析を実施している（この点に関しては，各
健全度のデータサンプル数を可能な限り均一にするという統計分析上の理由による）．健
全度 7が最も健全性の高い状態であり，健全度が低下するにつれて健全性も低下する（3.

では，記述を簡単にするために，健全性が最も高い状態を健全度 1，最も低い状態を健全
度 Iとなるように昇順表記していたことに留意されたい）．大阪市が管理する下水道管渠を
対象として，1982年から 2020年に実施された TVカメラ調査の結果をもとにデータベー
スを作成した．今回の分析においては同一管渠に対して 1回しか TVカメラ調査が実施さ
れておらず，1回分の調査データしか利用できなかった．通常，マルコフ劣化ハザードモ
デルは 2時点分の調査データを 1データサンプルとして取り扱うが，管渠のような埋設構
造物の場合，調査データが 1回分しか利用可能でない場合も少なくない．このような場合，
通常のデータサンプルを獲得することができない．そこで，下水道調査台帳に記載された，
敷設年度を利用して，仮想的に敷設時点を事前健全度，1回目の調査データを事後健全度，
敷設から調査までを調査間隔と取り扱うことによりデータサンプルを作成した．その結果，
本研究においては，全データサンプルの事前健全度が 7となり，獲得されたデータサンプ
ルは合計 49,243であった．
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5.6.2 実証分析の流れ

具体的な実証分析に入る前に，分析の流れを整理する．図–5.7には，大阪市の下水道管
渠を対象にした実証分析の全体概要を示す．一番上中央の図は大阪市全域におけるコンク
リート管渠 115,050スパンの敷設状況を散布図で表現したものである．全体フローは大き
く 4つのステップに分類できる．はじめに，全コンクリート管渠を，調査データが獲得さ
れている調査実施管渠（49,243スパン）と，獲得されていない調査未実施管渠（65,807ス
パン）に分類する．調査実施管渠に対して，混合マルコフ劣化ハザードモデルの推定に使
用するデータサンプルを作成し，管渠ごとの異質性パラメータ値（劣化速度）を推定する
（ステップ 1）．つぎに，推定された劣化速度の異質性と，劣化要因である属性情報を位置
情報を介して紐づけ，回帰クリギングを用いることにより，空間的関係性を推定する（ス
テップ 2）．調査実施管渠の劣化異質性と属性情報の空間的関係性を回帰クリギングに基づ
く空間的マッピングモデルを用いて，調査未実施管渠へ適用させることによって，調査未
実施管渠の劣化異質性を定量的に評価する．上記の操作により，調査実施管渠と調査未実
施管渠を合わせた管渠に対する劣化速度の推定が可能になり，推定された劣化速度をもと
に健全度を推定する（ステップ 3）．さらに，健全度情報を再度位置情報と紐づけデュアル
カーネル密度推定を用いて健全性が低いと推定される管渠が密集する区域のスクリーニン
グを行う（ステップ 4）．

5.6.3 期待劣化パスおよび部分的劣化速度分布

5.65.6.1で述べた下水道管渠のデータベースを用いて，混合マルコフ劣化ハザードモデ
ルを階層ベイズ法 16)により推定した．5.4でも言及したように，本研究では標準ハザード
率に説明変数を考慮せず，後の回帰クリギングの分析を行う際に説明変数を考慮している
ことに留意されたい．使用する下水道管渠の健全度が 7段階の健全度で評価されているこ
とから，混合マルコフ劣化ハザードモデルのハザード率はそれより 1つ少ない 6段階で定義
できる．表–5.2には以上の手順で推定した混合マルコフ劣化ハザードモデルのパラメータ
β̂，ϕ̂の事後分布の期待値，90%信用域 (θκkθ , θ

κ
kθ
)，および Geweke検定統計量 31)を示す．

ギブズサンプリング 32)によるサンプル発生数に関しては，バーンイン n = 2, 000，バーン
アウト n = 12, 000とした．Geweke検定統計量はいずれも有意水準 5%の閾値である 1.96

を下回っており，推定結果は事後分布に収束していることがわかる．
この推定結果を用いて，混合マルコフ劣化ハザードモデルの期待劣化パスを算出する．管

渠 kに関する健全度 i (i = 1, · · · , I − 1)の標準ハザード率は，式 (16)で算出することがで
きある．階層ベイズ法では表–5.2の推定結果に加え，各管渠それぞれに対する異質性パラ
メータも同時に推定している．異質性パラメータを用いた各管渠に対する期待劣化パスを
一括して図–5.8(a)に示す．異質性パラメータを用いることにより，管渠それぞれの期待
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表–5.2 混合マルコフ劣化ハザードモデルの階層ベイズ推定結果

事後分布 健全度 定数項
統計量 βi,1

期待値 –3.287

(下限 5%, 上限 5%) 1 (–3.300, –3.275)

Geweke検定統計量 0.103

期待値 –3.170

(下限 5%, 上限 5%) 2 (–3.186, –3.153)

Geweke検定統計量 0.781

期待値 –2.505

(下限 5%, 上限 5%) 3 (–2.531, –2.481)

Geweke検定統計量 –0.502

期待値 –2.516

(下限 5%, 上限 5%) 4 (–2.544, –2.486)

Geweke検定統計量 0.974

期待値 –2.002

(下限 5%, 上限 5%) 5 (–2.041, –1.962)

Geweke検定統計量 0.402

期待値 –3.492

(下限 5%, 上限 5%) 6 (–3.531, –3.456)

Geweke検定統計量 0.822

期待値 分散パラメータ 2.635

(下限 5%, 上限 5%) ϕ (2.629, 2.641)

Geweke検定統計量 2.656

劣化パスを求めることが可能となる．本研究では健全度 7から 1に至る年数を管渠の期待
寿命と定義する．これより，同図に示すように，期待寿命が 50年以下の管渠から，200年
以上の管渠が存在することがわかる．全管渠に対する期待劣化パスの期待寿命が約 115.5

年（ベンチマーク）であることを踏まえると，各管渠の期待寿命には大きな差異が存在す
ることが理解できる．これらの異質性パラメータ（期待寿命）に基づいて，部分的劣化速
度分布を作成する．期待劣化パスを推定した管渠はそれぞれ緯度・経度情報を有している．
図–5.8(b)には，管渠のもつ緯度・経度情報と推定された劣化速度（異質性パラメータ）を
紐づけた結果を示しており，劣化速度は 7段階のカラーバーを用いて表されている．当然
のことながら，部分的劣化速度分布は調査データが獲得され期待寿命および劣化速度を推
定された管渠のみが着色されている．以上のように，混合マルコフ劣化ハザードモデルを
用いることにより，実際の調査データを用いて管渠の期待劣化パスや期待寿命を推定でき
る．さらに，調査実施管渠に対する部分的劣化速度分布を部分的な解として，これを説明
できるような空間マッピングモデルを構築できる点に本研究の優位性がある．
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表–5.3 回帰クリギングのパラメータ推定結果

定数項 1.248

内径高さ –0.206

液状化判定 0.010

海岸線距離 –0.036

表–5.4 理論バリオグラム推定結果

レンジ：a 0.170

ナゲット：b0 0.095

シル：b1 0.119

5.6.4 空間的自己相関の検定

劣化速度の空間的自己相関が存在するか否かを統計学的に検定するために，空間重み行列
を用いたMoranの I統計量（Moran′s I）19)を算出する．管理対象区域に存在するK∗スパ
ンの管渠のうち，Kスパンの管渠に対して調査が実施されているとし，管渠k (k = 1, · · · ,K)

に対応する異質性パラメータの推定値を εk とする．K ×K の空間重み行列W を，管渠
k (k = 1, · · · ,K)と管渠 l (l = 1, · · · ,K)との依存関係により定義する．具体的に，行列W

の要素wklは，管渠 k, lの存在する位置を母点とするボロノイ領域 33)が隣接している場合
にwkl = 1とし，それ以外の場合にwkl = 0とする．空間重み行列を用いて，Moran′s Iは，

Moran′s I =
K

S0

K∑
k=1

K∑
l=1

wkl(ε
k − ε̄)(εl − ε̄)

K∑
k=1

(εk − ε̄)2
(5.36)

と定義される．ただし，S0 =
∑K

k=1

∑K
l=1wklは基準化定数（重み行列の全要素の和）であ

る．Moran′s I が 0より大きいことは，正の自己相関の存在を示唆し，逆に 0より小さい
ことは，負の自己相関の存在を示唆する．本研究のデータベースをもとにMoran′s I を算
出したところ，0.202という値が得られた．また，空間的自己相関の有無に関して Z 検定
19)を行ったところ，「空間的自己相関が存在しない」という帰無仮説が，1%水準で棄却さ
れた．したがって，劣化速度の異質性が空間的自己相関を有しているものと考えられる．

5.6.5 回帰クリギングの推定結果

推定された異質性パラメータ（劣化速度）をもとに回帰クリギングを実施する．下水道
管渠台帳には，内径高さやマンホール間距離，液状化判定指数など様々な属性情報が記載
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表–5.5 評価結果

回帰クリギング 重回帰分析 異質性
パラメータ 1

MSE 0.115 0.119 0.138

MAE 0.256 0.280 0.310

されており，回帰クリギングの説明変数として利用可能である．また，既往研究において
海岸付近の地域に劣化速度の速い管渠が密集していることが指摘されており 5)，その影響
を考慮するために国土地理院が公開している海岸線の位置情報と管渠の位置情報をもとに
海岸線距離を算出した．海岸線距離は基本的に 2地点における緯度・経度情報をもとに算
出することになるが，様々な距離算出手法のうち，本研究ではヒュベニの公式 34)を用い
て算出した（記述が前後する部分もあるが，本研究において緯度・経度情報を用いて距離
を算出する際には全て同公式を用いている）．なお，経験バリオグラムの算出にあたって
も距離の算出が必要となるが，その際の計算においても同様の方法で算出している．部分
的劣化速度分布と属性情報をもとに回帰クリギングを実施した際のパラメータの推定結果
を表–5.3と表–5.4に示している．回帰クリギングでは指数型モデルを理論バリオグラム
として用いており，

γ(h) = b0 + (b1 − b0)

[
1− exp

(
−h
a

)]
(5.37)

によって表す．ただし，a，b0，b1はそれぞれバリオグラムのレンジ，ナゲット，シルを表
す．また，本分析では符号条件および多重共線性の影響を考慮したうえで，説明変数とし
て，内径高さ，液状化判定指数，海岸線距離を採用した．なお，内径高さと海岸線距離は，
劣化速度と説明変数の間に対数線形性が考えられるため対数を取った値を説明変数として
採用し，液状化判定指数は極めて発生しにくいと記載されているものを 0，それ以外を 1と
してダミー変数化することにより分析に用いている．図–5.9には理論バリオグラムの推定
結果を示す（同図においては，バリオグラム雲が 10億点以上となるため，セミバリオグラ
ム 0.2，2点間の距離 2.0kmの範囲を示している）．
図–5.10(a)に，空間補間前の部分的劣化速度分布と，回帰クリギングに基づく空間マッ

ピングモデルにより劣化速度が補間された補間後の劣化速度分布，すなわち大阪市全域に
おけるコンクリート管渠の劣化速度分布を示す．実際に回帰クリギングに使用したデータ
数は，混合マルコフ劣化ハザードモデルにより劣化速度が推定された管渠のうち，緯度・経
度情報および属性情報が利用可能な 45,509であった．空間的関係性に基づいて推定された
調査未実施管渠の数が 65,784であったことを考えると，本研究の有用性が理解できる．ま
た，表–5.5には回帰クリギングを用いて劣化速度を補間した際の評価結果を示している．
本研究では劣化速度の補間精度の評価は，5-fold cross validation 35)により，MSE（Mean
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Square Error，平均二乗誤差），MAE（Mean Absolute Error，平均絶対誤差）の 2指標
を用いて実施した．クリギングによる補間では，補間結果によっては補間により精度が上
昇する場合だけではなく，逆に精度が低下する場合も存在するため，大きな誤差の影響が
大きくなるMSEに加え，全体的な乖離度を評価することが可能なMAEも用いて評価して
いる．また，比較項目としては，回帰クリギング結果，劣化速度（異質性パラメータ）と
説明変数を用いた重回帰分析結果，説明変数を使用せず平均的な劣化速度である異質性パ
ラメータ 1の 3つを用いた．評価結果から，回帰クリギングを用いた結果が 3項目の中で
MSE，MAEの両指標ともに最も良い精度を表している．さらにMAEの評価結果の方が
MSEに比べて相対的に補間精度の向上がみられることから，回帰クリギングの補間により，
実現値（調査データにより推定された劣化速度）に近い予測値が補間により増加する一方
で，逆に実現値から離れる予測値もわずかながら発生していることが理解できる．本研究
で対象とする大阪市では調査がある特定の区域に偏ることなく実施されているため補間を
行う際に問題はなかったが，調査が偏った区域に対して実施されている場合には，補間を
行う際にその方法論や推定結果が適切であるかどうかを評価指標等を活用しながら注意す
る必要がある．また，劣化速度の空間補間を行うに際して，どの程度のデータ数が存在す
れば補間を実施することが可能であるかについては，調査データからランダムにデータを
欠損させ，回帰クリギングにより補間した結果を評価指標をもとに判断すればよい．さら
に図–5.10(b)(c)には，2つの区域に関する拡大図を示している．図–5.10(b)(c)に着目
すると，本提案手法により調査未実施管渠の劣化速度を推定することが可能となっている
ことが視覚的に理解できる．補間後の劣化速度分布においても着色されていない管渠が一
定数存在するが，これは本研究で分析対象としたコンクリート管以外の管渠である．

5.6.6 大阪市全域の健全度シミュレーション

大阪市全域における全管渠の劣化速度の推定結果を用いて，将来時点におけるコンク
リート管渠の健全度シミュレーションを実施する．任意管渠の直近調査時点の健全度が
p (1 ≤ p ≤ J)であった場合を考える．このとき，管渠の劣化がマルコフ連鎖に従うとする
と，初期健全度ベクトル st1 = [ρ1, · · · , ρJ ]とマルコフ推移確率Π(∆t)の積によって，将来
時点（最終調査時点から∆t年後）の健全度ベクトルは，

st1+∆t = st1Π(∆t) (5.38)

と表される．ただし，ρe (e = 1, · · · , J)は，

ρe =

1 e = pのとき,

0 それ以外のとき.

(5.39)

105



を満たす．また，本研究で対象とするような調査が一度も行われていない管渠に対する健全度
予測を実施する場合には，最終調査年月を敷設年次，初期健全度ベクトルをst1 = [1, 0, · · · , 0]

と設定することにより推定することができる．管渠の劣化状態を予測するだけであれば，健
全度の割合を表す st1+∆tを推定できれば特段問題はないと考えられるが，本研究では管渠
の状態を可視化することも目的としているため，推定時点においていずれかの健全度に特
定する必要がある．具体的には，得られた健全度ベクトルを要素がすべて 1の上三角行列
Putmにかけ合わせることによって累積健全度ベクトル St1+∆t

St1+∆t = st1+∆tPutm (5.40)

Putm =


1 · · · 1
...

. . .
...

0 · · · 1

 (5.41)

を推定し，この累積健全度ベクトル St1+∆tに対して，St1+∆t (1, v − 1) < 0.5 ≤ St1+∆t (1, v) (1 < v≦ J)

St1+∆t (1, v) ≥ 0.5 (v = 1)

(5.42)

を満たす vを∆t年後における健全度とする．
上記の方法を用いて作成した 2020年から 2070年までの 10年刻みの健全度分布を図–5.11

に示す．海岸付近および淀川北部の管渠の劣化速度が速い 5)ために，2020年から 2040年
にかけて海岸付近の管渠から順に健全度の低下が進み，その後大阪市全域において劣化が
進展していくことが理解できる．一方で，敷設されてからの年数が短い，あるいは劣化速
度が遅い管渠においては海岸付近の管渠であっても健全性の高い管渠が一定数存在するこ
とも理解できる．

5.6.7 改築更新区域のスクリーニング

改築更新区域のスクリーニングを実施する際には，目的とするスクリーニング範囲に応
じたバンド幅の設定が極めて重要である．図–5.12には，バンド幅の異なるカーネル関数
に対して，0と 0.005刻みの 4点に対してカーネル密度推定を実施した結果を示している．
このような設定を行った背景として，実証分析で対象とする大阪市内の緯度差および経度
差 0.01が約 100mであったことと，スクリーニングを実施する範囲が街区単位であり，街
区が暫定的に 100mである場合を想定したことによる．そのため，図–5.12の 4点がそれ
ぞれ 50m，100m，150m，200m離れた管渠のスクリーニングを実施した場合を想定してい
る．また，分析で使用するカーネル関数によりバンド幅が与える影響範囲に差異は生じる
が，ここではガウシアンカーネルを用いた場合を考えることとする．バンド幅が 0.001の場
合に着目すると，それぞれのカーネル関数がほとんど重なることなく独立したような分布

106



の形状を示しており，バンド幅をより大きく設定する必要があることがわかる．次に，バ
ンド幅が 0.01の場合に着目すると，カーネル関数の重なる範囲が街区単位の 0.01（100m）
を超えているため，街区単位のスクリーニングに適しておらず，より小さなバンド幅を設定
する必要があると考えられる．最後にバンド幅が 0.005の場合に着目すると，街区単位であ
る 0.01（100m）の範囲までは分布の重なりが大きく，街区範囲より大きい 0.015（150m）
や 0.020（200m）においては分布の重なりが小さくなっており，街区単位のスクリーニン
グを行う際に適したバンド幅であることが理解できる．以上のことから，本研究ではバン
ド幅 0.005に設定した上でデュアルカーネル密度推定を行うこととする．なお，当然のこ
とながらバンド幅は対象とする地域の実情に応じて決定することが求められる．
デュアルカーネル密度推定を行う際の健全度分布は 5.65.6.6で推定した健全度分布を

使用することとする．図–5.13には，2020年時点の健全度分布と健全度に関してデュアル
カーネル密度推定を実施した結果を示している．健全度分布上では，管理対象全域において
健全性が低いと推定される管渠の密集する区域を判断しにくかったものが，デュアルカー
ネル密度推定により集積されることにより視覚的に判断することが可能になっている．実
際，健全性が低いと推定される管渠が密集している海岸付近を健全度分布と比較して鮮明
に表すことができている．さらに，図–5.14には，特定の範囲における健全度の予測，カー
ネル密度推定，重み付きカーネル密度推定，デュアルカーネル密度推定の 4つの推定結果
を示している．はじめに，カーネル密度推定結果に着目すると，5.5で前述したように管渠
の密集程度がカラーマップにより表現されていることがわかる．次に，重み付きカーネル
密度推定結果に着目すると，対象範囲の一部区域が赤く呈色されており，その区域に健全
性が低いと推定される管渠が密集していることが考えられる．最後に，デュアルカーネル
密度推定結果に着目すると，対象範囲の右下付近のエリア 1が赤く呈色していることがわ
かる．このエリア 1では，重み付きカーネル密度推定においては赤く呈色されていなかっ
た．この点に関しては，カーネル密度推定結果を見てわかるように，管渠自体の密度の低
さが影響していると考えられる．実際に該当エリアの健全度予測結果に着目すると，健全
性が低いと推定される管渠を表す赤色の管渠が図示されており，デュアルカーネル密度推
定によりスクリーニングが適切に行われていることが理解できる．一方でエリア 2はカー
ネル密度推定や重み付きカーネル密度推定では赤く呈色されているが，デュアルカーネル
密度推定では改築更新区域からは除外されている．図–5.14のような限定的な区域の管渠
のみを管理するだけであれば，提案手法の有意性は低いと考えられる．しかし，実際の下
水道管渠の管理を想定した場合には，より広域の管渠に対して改築更新区域の選定を行う
必要があるため，スクリーニング技術を用いた可視化により，維持管理業務の効率化を支
援することが可能であると考えられる．さらに，健全度分布自体は，新たな調査記録や改
築更新実施記録が反映される都度，更新されることが想定されるため，更新後の健全度分
布に対して改築更新の優先箇所を可視化できる点においても本研究の有意性を認めること

107



ができる．

5.7 おわりに
本研究では，大阪市の下水道管渠を対象として，調査実施管渠の劣化速度の異質性を空

間マッピングモデルを用いて空間補間することにより，調査未実施管渠の劣化速度を評価
する方法論を提案した．さらに，推定された劣化速度をもとに作成した健全度分布に対し
て，健全性が低いと推定される管渠が密集する区域のスクリーニングを実施した．具体的
には，1)混合マルコフ劣化ハザードモデルの階層ベイズ推定により求めた各管渠の劣化速
度の異質性パラメータに対して，2)異質性パラメータ値とその位置情報を回帰クリギング
を用いて分析することにより，属性情報が得られている対象区域内の任意の地点における
劣化速度の評価（空間マッピングモデル）を行い，3)推定された劣化速度をもとに作成さ
れた健全度分布に対してデュアルカーネル密度推定を適用することにより，健全性が低い
と推定される管渠が密集する区域のスクリーニングを行った．
一方で，本研究に関して残された課題を整理しておく．第 1に，調査未実施管渠に対す

る劣化速度の推定精度の向上が必要である．本研究では，回帰クリギングを用いた劣化速
度の空間補間を実施したが，他の空間的内挿手法や他の属性情報を考慮した場合の推定精
度の比較検討が必要である．また同時に，モデルの移転可能性についても検討する必要が
ある．第 2に，健全性が低いと推定される管渠のスクリーニング結果と予算制約を踏まえ，
ライフサイクル費用評価やその最小化を達成可能な改築更新計画の立案手法および改築優
先順位の決定手法を検討する必要がある 36)．本研究では，調査未実施管渠に対する劣化速
度の推定や健全性が低いと推定される管渠の密集する区域の特定など，改築更新計画を支
援する技術を提案してきた．しかしながら，実際の改築更新業務においては，ライフサイ
クル費用最小化や予算制約下における改築更新順位の決定など，工学的側面だけでなく経
済的側面にも考慮した意思決定が重要であると考えられる．第 3に，研究成果を他の社会
基盤施設や他の自治体へ展開していくことが考えられる．自治体によっては，埋設構造物
であるため下水道管渠に対する悉皆調査を実施することができず，管理対象とする管渠全
体に対する状態把握が困難である．本研究で対象とした大阪市は沿岸部が埋立地となって
おり特異な地中環境条件を有していることから，本研究で提案した方法論を一般的な地中
環境条件と十分な調査データを有する他の自治体に適用し，それをベンチマークとして展
開していく必要がある．その際には，採用すべき属性情報の選定とモデルの移転可能性を
検証することが重要となる．
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図–5.7 実証分析全体フロー
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図–5.8 下水道管渠の期待劣化パスと部分的劣化速度分布
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図–5.9 理論バリオグラムの推定

図–5.10 空間補間前後の劣化速度分布の比較
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図–5.11 大阪市全域を対象とした下水道管渠の健全度シミュレーション

図–5.12 カーネル密度とバンド幅の関係性
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図–5.13 デュアルカーネル密度推定結果

図–5.14 ある区域におけるデュアルカーネル密度推定結果の詳細
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第6章 結論

下水道は市民生活，生命に直結した重要なインフラであるが，日常ではその存在はあま
り意識されていないことがあり，ひとたび地震等の災害の発生によりその機能が損なわれ
るとトイレ確保や健康被害等の問題でその重要性がクローズアップされる．しかしながら
下水道管路施設は，処理人口普及率 92.9％と大都市圏を中心として全国に網羅的に埋設さ
れており，日常的にも老朽化等の劣化による不具合が，いつ，どこで発生し，市民生活に多
大な影響を及ぼすか等の，想定が困難なリスクを抱えるインフラであると考えられる．そ
のため限られた予算制約の中で劣化の状況を把握し最適な老朽化対策を行うことが今後の
下水道施設管理者の重要な課題であり，その劣化状況を予測する技術はストックマネジメ
ントの普及とともに現在，大きくクローズアップされてきている．本研究においては，第
２章にて統計的な数値解析技術によって自治体が取得した点検データを用いてマルコフ劣
化ハザードモデルによる劣化予測にて期待寿命を算出した．第 2章において得られた知見
では，劣化予測の際に用いた説明変数（管径，延長）が，管渠の期待寿命や，劣化進行に
影響を及ぼすことが明確になった．自治体が管理する下水道台帳では，管路の諸元（管径，
延長，管種，管勾配等），埋設条件（管渠の土被り等）その他の多くのデータが管渠の埋設
スパン単位で管理されていることから，第３章ではさらに劣化予測分析における取得デー
タ項目を検証して劣化予測の精度を高める手法を提案して期待寿命を算定した．これまで
コンクリートを主体とした土木施設の標準的な耐用年数は 50年 1)とした中で下水道管路
の寿命も 50年ととらえて，政令指定都市を中心として早期に事業に着手した自治体では近
い将来相当な改築事業が必要となることが懸念されていた．しかしながら本研究にて実施
した統計的な劣化予測分析結果によって，下水道管渠が，50年以上の寿命を期待できる可
能性がある事を具体的な数値をもって示すことができた．また，取得するデータ項目と劣化
との相関性を説明することができた結果，今後の点検データ取得の重要性やデータ分析に
よって対策の優先順位を決定することが可能となる知見を得ることができた．このことは
地下埋設物である管路の点検や調査を実施できていない多くの自治体に管路の劣化データ
の取得の重要性を示すことができた．一般的に管路の維持管理における点検，調査は，管渠
のつまりや破損等による不具合によって下水道の流下機能が損なわれることへの対策（清
掃，補修）を行うことを目的としてきたが，本研究の成果による知見によって，今後の点
検，調査の目的が管渠の不具合の確認のみならず，ストックマネジメントの構築における
管路施設の劣化予測を行うためのデータを取得することの重要性を示すことができた．ま
た，その結果を踏まえて，将来的に必要となる改築事業費の算定においても自治体ごとに
取得したデータによって自治体特有の劣化現象，メカニズム等の条件を反映した劣化予測
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の導入が可能となりその精度を高めることで，自治体のストックマネジメント構築におけ
る事業投資シミュレーションの精度確保にも大きく貢献できる．第 2章，第 3章では，施設
を管理している自治体全体，もしくは各処理区単位でのマクロな劣化予測分析手法の提案
であったが，管渠の劣化の発生状況は本来スパン単位で異なるものであり，より精密な分
析手法による予測精度の向上はストックマネジメントをより高度化させることが可能であ
る．また，個々の管路施設もしくは，処理区単位をさらに細分化した地域単位のミクロな
予測を実施する際には，その地域の空間的な位置情報の特定等の視覚的要素を考慮した劣
化予測分析手法の導入が必要となる．そのため，本研究の第 4章において，その課題に対
する有効な分析手法として，混合マルコフ劣化ハザードモデルによって劣化速度の異質性
に着目し個々の管渠に対する劣化予測を実施し劣化進行の異なった地域を地図情報にて明
示することができ，維持管理のアクションプランを計画する上での重点地域をスクリーニ
ングすることが可能となった．ストックマネジメント策定のうちリスクの評価に関しては，
影響度×発生確率のマトリクスにより評価するが，この分析結果を用いることにより，発
生確率について，より精密な地区選定を行うことができることと，さらに，アクションプ
ランにおける調査点検や，改築工事等の対策の優先順位の設定の根拠を提示することも可
能である．また，対策の具体的な地区を視覚化することで，実際に施設を維持管理してい
る自治体等からの意見集約についても，劣化速度が速い管渠が密集する重点管理区域を示
すことにより，その原因となる様々な条件を集約することが容易となり，さらに現場条件
も反映したストックマネジメントの構築も可能となる．また第 5章では，管理対象範囲内
におけるすべての管渠の点検を実施することが困難な維持管理業務における課題に対応し
て，空間的な点検実施管渠の劣化速度に基づいて，点検データを取得できる管渠のみなら
ず点検未実施管渠も含めた全ての管渠の劣化予測と状態シミュレーションを実施した．こ
の手法の提案によって下水道事業者や，エンドユーザーとなる一般市民に対して自治体全
域における下水道管渠の経年的な老朽化の進行状況を視覚的に見せることが可能となった
ことで，今後の維持管理の重要性や事業予算の確保におけるより説得力の高い説明手法の
提案が可能となった．本研究は，下水道インフラの維持管理において統計的な解析手法の
活用の先駆けとなり，ストックマネジメントの策定において，本研究で示す劣化予測分析
手法の導入がストックマネジメント策定における説明力の向上がストックマネジメントの
普及促進と，将来の維持管理に必要となるリソースの確保における根拠を提示することの
重要性を明確にするができる．さらに本研究の成果を他の自治体に水平展開することによ
り，より多くの自治体における維持管理の重要性の普及，啓発につながることと，さらに，
少子高齢化や自治体の財源不足が深刻となる自治体の維持管理において，民間資金の活用
や，官民連携事業（PPP事業）2)における，業務契約時の性能規定においても本研究にお
ける劣化予測分析技術を用いることも可能であり，今後のインフラ管理における分析技術
構築の重要性を説明する上で一助となる研究成果であると考えている．
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に，実務でのご経験に基づく様々なご意見を賜りましたこと深く感謝申し上げます．
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パシフィックコンサルタンツ株式会社，大阪本社上席執行役員 藤井久矢氏，大阪本社大
阪交通基盤事業部 田中伸幸氏，東京本社 PI事業本部 SP事業部 鶴田周作氏には，本研究
においてのご支援とご配慮を頂きましたこと，この場を借りて厚く御礼申し上げます．
最後になりましたが，本論文を作成するにあたりお力添えを頂きましたすべての方々に

改めて深く敬意を表するとともに，ここに謝辞とさせて頂きます．

令和 6年 6月
山中 明彦
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